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1第１章 序論
第１節 研究の背景
2014 年 5 月、増田寛也氏が座長をしている日本創成会議・人口減少問題検討分科
会は、「2040 年までに全国約 1800 市町村のうち約半数(896 市町村)が消滅する」とい
う「消滅可能都市」リストを発表し、各方面で波紋を呼んだが、それを遡る 2012 年
1 月に、国立社会保障・人口問題研究所は、「2008 年度に 1 億 2 千万人あった我が国
の人口が、2060 年度に 8,674 万人、2110 年度に 4,286 万人になる」という衝撃的な
人口予測を公表した。
こうした問題を解決するため、第２次安倍内閣は、ローカル・アベノミクス 3本の
矢（ヒトの支援、カネの支援、情報の支援）を提唱したが、その方針を具体的な施策
として実行に移していくため、まち・ひと・しごと創生本部を設置し、同時に石破茂
地方創生担当大臣を誕生させた。ローカル・アベノミクス 3本の矢の一つであるヒト
の支援の主要なメニューとして、地方創生カレッジや中央省庁職員が人口 5万人以下
の市町村に派遣される地方創生人材支援制度などがあり、筆者は、2016 年 4 月から
2018 年 3 月末まで、地方創生人材支援制度に基づき、地方創生統括官として和歌山
県美浜町（当時の人口は約 7,400 人）に派遣された。地方創生統括官退任後の 2018
年 4 月からは、美浜町の住民を中心として立ち上げた地域運営組織である「ふれあい
と健康と起業のまち創生協議会」の事務局長（同年７月からは、「一般社団法人煙樹
の杜」の理事を兼務）として、同年 8月まで務めた。
筆者が派遣された美浜町は、和歌山県内でも、太地町に次いで面積が 2番目に小さ
い町で、JR の駅も、国道も、企業もなく、信号機も 3 基しかない、いわゆる「限界
町役場」で、これまで、本当の意味での地方創生はなされておらず、ある意味ポテン
シャルの高い町である一方、いわゆる「しがらみ」が根強く存在し、６次産業ブラン
ド化も進まず、中央で語られているような地方創生政策が当てはまりにくいと考えら
れている町であった。このため、美浜町の人口は、上記の国立社会保障・人口問題研
究所の推計では、図 1-1 のとおり、2060 年までに 3,700 人まで減少するとされてい
た。
2（出所）美浜町人口ビジョン（2015 年 7 月）
第２節 研究の目的
第２次安倍内閣が地方創生政策を打ち出して以来、巷に「地方創生」という言葉が
氾濫し、地方創生政策に関連して、多くの金融関連の先行研究が発表された。金融機
関関係者の著書などでは、地方創生に対する金融の有効性についての記載が多く見ら
れたが、学識経験者や一般社団法人全国銀行協会などの見解としては、金融が地方創
生に有効に機能しているというよりも、金融機関に対する期待や要望といった記載が
多く見受けられる。美浜町での地元金融機関との折衝体験においても、事業計画を作
るよう繰り返し指示されるだけで具体的なアドバイスもなく、結果として地域金融機
関の取組みが功を奏したという姿を見い出すことができなかった。このため、第２章
では、先行研究などを基にして、現実の地方創生政策に対する金融機能の有効性を検
証した上で、有効性が認められなかった場合には、その原因および対応策について考
察する。
また、2016 年 4 月に、地方創生人材支援制度で和歌山県美浜町に派遣されたこと
から、その時点では、金融は地方創生に有効に機能するという認識であったため、美
浜町の地方創生に関して、地元金融機関等と折衝を行ったが、結果的に具体的な支援
を得ることはなかった。このため、第３章では、美浜町の未来づくりの現状と課題に
ついて多面的に考察する。着任した当初、美浜町は一般的な地方創生政策は馴染まな
い町だと考えられていたが、その理由として、「放りっぱなし」、「頼りっぱなし」、「関
心なし」の「３つのなし」があるためと考えられたことから、「３つのなし」の存在
図１－１ 美浜町の人口推計
3の証明を行った上で、「「３つのなし」の存在がプロジェクトが成功しない原因であっ
た」との仮説に立ち、和歌山県各市町村における「３つのなし」と地方創生との相関
関係を探る。また、その相関関係に基づいて、問題を解決するための交付金の有効性
という政策評価分析を行う。「３つのなし」が「３つのあり」に変化した場合、ソー
シャル・キャピタルとなり得るという前提に立ち、ソーシャル・キャピタル論と交付
金との関連性について検証を行い、これらのプロセスの中で、交付金の有効性など、
地方創生政策を進行していく上での重要な施策を提言する。
美浜町では、交付金の給付決定を契機に 3つのプロジェクトが推進されたが、その
うちの一つが６次産業ブランド化であった。美浜町では、2006 年から、松葉堆肥(環
境型資材)を使用した松ブランド農作物（松キュウリ、松トマト、松イチゴ）を生産
していたが、最大のシェアを誇るキュウリが市場で流通されず、町外に「松キュウリ」
の名前が知れ渡ることがなかった。栃木県茂木町の「落葉堆肥」、長野県川上村の「レ
タス栽培」、宮城県気仙沼市の「牡蠣」、徳島県上勝町の「つまもの」、大分県日田市
大山町の「木の花ガルテン」など、ブランド化に成功した好事例があるにもかかわら
ず、美浜町では、交付金が給付されたにもかかわらず、６次産業ブランド化が飛躍的
に進展することはなかった。その原因としては、農協を経由する流通過程のネックの
問題があり、これまでの農協とのいわゆる「しがらみ」などが影響していると考えら
れる。このため、第 4 章では、「美浜町と他の 5 市町村との間で大きな相違が発生し
た理由として、販売戦略や流通を担う農協・漁協の協力の有無、経済的危機感の違い
などがある」という仮説を立てて考察し、その検証結果を踏まえて提言を行う。
第３節 本論文の構成
本論文では、第２章で、地方創生事業における金融機能の有効性について、先行研
究を含む各種観点から検証する。金融機関側とユーザー・有識者側との間で認識のギ
ャップがあり、外部から金融機関を見る目は厳しい。また、地方創生に関する金融機
能のうち、特に期待されている官民ファンドの内容や問題点に言及する。山本（2019）
では、金融機関が起業活動に対して大きな役割を果たすことができていないとしてお
り、金融庁が主催した「金融仲介の改善に向けた検討会議」の報告書（2018）でも、
「地域に健全な金融機関が残り、地域の企業や経済の成長・発展を支援できる状況を
維持することができるかが金融行政の重要な課題である」と示唆している。地域金融
4機関が地域貢献に寄与するためには、地域金融機関が体力を強化してバランスシート
を改善する必要があり、府県を越えて地域金融機関同士が合併・再編することについ
ても考えるべき時期に来ているのではないか。藪下（2009）では、地方創生業務は、
エージェンシー・コストの低下を通じて、金融機関の経営環境にメリットがあること
を示している。これらのことから、本論文では、地域金融機関に対し、ソリューショ
ン機能を強めていくよう提言する。
第３章では、地方創生を巡る動きを辿った上で、本論文における「地方創生」の定
義を「各地域の特徴を生かしつつ、自律的で持続的な社会を創生することで、日本全
体の活力を上げることを目指すこと」として、「地域再生」との差別化を行う。また、
美浜町での地方創生プロジェクトを題材に「３つのなし｣の存在の証明を行った上で、
それまで美浜町で地方創生の動きが遅れていた理由として、「３つのなし｣の存在があ
るのか否かを確認する。また、政府間財政移転を体系的に分類・整理した上で、その
相関関係に基づいて交付金の有効性という政策評価を行い、そのプロセスの中でソー
シャル・キャピタルとの関連性を考察する。国が考える地方創生政策と美浜町のよう
ないわゆる限界町役場が考える地方創生業務のギャップの存在を確認し、ソーシャ
ル・キャピタルが生まれるための環境整備や、創出されたソーシャル・キャピタルが
持続するような取組みについて考察する。さらに、「しがらみ」のない「よそ者」、地
域を盛り上げるため前例のないアイディアを出す「ばか者」、プロジェクトの継続性
を可能とするための「若者」の存在が必要不可欠であり、それらの根底に強力なソー
シャル・キャピタルが存在することが重要であることを示す。
第４章では、「地域で生み出された産物を差別化して、流通・販売するための農業(漁
業)」が「ブランド農業(漁業)」であり、生産・加工・販売を一貫的に行うことを「６
次産業ブランド化」と定義し、６次産業ブランド化が進展しなかった美浜町の事例を
取り上げるとともに、６次産業ブランド化を成功させている 5市町村（栃木県茂木町、
長野県川上村、宮城県気仙沼市、徳島県上勝町、大分県日田市大山町）の事例を比較
し、販売戦略や流通を担う農協・漁協の協力、経済的危機感について、どのような相
違点があったかを分析するとともに、和歌山県のジョインジュースと愛媛県のポンジ
ュースの違いについても、同様の観点から言及し、美浜町で６次産業ブランド化が進
展しなかった理由を考察する。さらに、６次産業ブランド化の進展と人口の増減との
間に相関関係があるかを検証した上で、立地と６次産業ブランド化の関係も考察する。
5第２章 地方創生事業における金融機能の有効性について
はじめに
2014 年 9 月 3 日、第２次安倍内閣がまち・ひと・しごと創生本部を設置し、同時
に石破茂地方創生担当大臣が誕生した。それ以来、巷に「地方創生」という言葉が氾
濫し、地方創生政策に関連して、多くの金融関連の先行研究が発表された。金融機関
関係者の著書などでは、地方創生に対する金融の有効性についての記載が多く見られ
たが、学識経験者や一般社団法人全国銀行協会などの見解としては、金融が地方創生
に有効に機能しているというよりも、金融機関に対する期待や要望といった記載が多
く見受けられる。金融機関業務のうち、地方創生に関わる金融機能としては、一般的
には、融資や地域ファンドなどがあり、非金融機能としては、コンサルティング、マ
ッチング、人材支援業務などがある。
更に、地方創生関連の連携機構としては、地域経済活性化支援機構（REVIC）、農
林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）など、多くの官民ファンドがあり、地方創生に
ついて一定の役割を果たすことが期待されているが、2018 年 4 月の会計検査院の調
査によると、期待されたほどの実績は見られていない。さらに、官民ファンドと地域
との懸け橋になることが期待されている地域金融機関についても、美浜町における地
元金融機関との折衝体験において、事業計画を作るよう繰り返し指示するだけで具体
的なアドバイスもなく、結果として地域金融機関の取組みが功を奏したという姿を見
い出すことができなかった。このため、本章では、先行研究などを基にして、現実の
地方創生政策に対する金融機能の有効性を検証した上で、仮に有効性が認められなか
った場合には、その原因および対応策について考察する。
第１節 先行研究に係る考察
金融機関関係者の著書や各金融機関の発表文などを考察すると、地方創生に対する
金融の有効性について、前田（2007）は、関西アーバン銀行の伊藤忠彦元頭取へのイ
ンタビューで、「取引先との信頼関係を築き、何でも相談してもらえるようになるべ
き。（中略）筆者が率直に対応策を提案すると、その社長はその意見を採用し、何と
か危機を乗り切ることができた。これからのメインバンクは、大事な場面で相談して
みようという気にさせる存在でなければならない。企業との心の絆ができていないと、
真のメインバンクにはなりえない。（中略）起業家たちがよほど自助努力をしないと、
6なかなか大きくは成長しない。銀行がただ資金を提供すれば成功するわけでもない。
それでも、ずっと継続して支援するつもり」としており、滋賀銀行総合企画部長兼
CSR 室長であった西堀（2010）は、「中長期的な視点でお客様と継続的なリレーショ
ン（中長期的な関係）を構築して、持続可能な対応を行うことに意義がある。これが
地方銀行としての使命であり、真の地域社会との共存共栄につながっていくと認識し
ている」としている。元近畿大阪銀行社長の桔梗（2011）は、「お客様に余計なコス
トをご負担いただくことなく、熱意を込めて専門知識を備えた本部社員がコンサルテ
ィング機能を提供させていただくという戦略である。（中略）経営計画策定のお手伝
いをさせていただくために、地元企業応援部の社員が営業店あるいはお客さまのもと
へ直接訪問させていただき、まさに膝詰めで会社の将来について話し合い、お客さま
ごとのベストウェイを徹底的に追及してきた」としており、常陽銀行（2018）は、「2008
年から取り組んでいる「ものづくり教室」を支援する施策が評価され、（まち・ひと・
しごと創生本部事務局の）表彰に至った。当行は今後も、地域の皆さまとともに事業
発展に向けた取り組みを進め、地域経済の活性化に貢献してまいる」と、地方銀行関
係者は異口同音に顧客とのリレーションシップの重要性とそれにかける想いを述べ
ている。
協同組織金融機関でも、信金中央金庫地域・中小企業研究所長の松崎（2018）は、
「起業・創業支援に積極的な信用金庫では、創業希望者に事業計画の策定、マーケテ
ィング、資金調達計画の立案等、創業するために必要な知識、ノウハウを提供するた
め、数日間に分けて研修を実施し、最終的に事業計画案を策定するところまで支援し
ているケースがある。（中略）既存の取引先を簡単に見捨てない強い思いを有してい
ることが理解できる。（中略）地域への積極的な関わりこそ、地域金融機関の存在意
義があるとの認識が広く共有されている」としており、大東京信用組合総合企画部
（2018）も、「事業者等と直に対話することにより、相手の事業内容をよく理解し、
生産性の向上などの企業価値向上と、相手の課題等を見出し解決に一緒に向き合うな
ど、「心、ふれあい（ハート・ツウ・ハート）」の信頼関係を大切にしている（中略）
営業現場のレベルから実態を正確に把握し、自らの施策等に反映することが重要なこ
とと考える」と、現場レベルでの信頼関係の重要性を述べている。
また、金融機関関係のシンクタンクでも、あおぞら地域総研株式会社（2016）は、
「金融機関は産官学金連携の枠組みを使って盛んに地域内での産業化を進めようと
7取り組んでいる。金融機関は地域内外の情報の結節点であり、地域内の経営者という
人材をネットワーク化し、地域内の産学官の組織をネットワーク化することができる
からである。（中略）地域での産業集積を作るきっかけづくりを金融機関が行うこと
は合理的でもあり、またそれこそが求められている」としている。
農林中金総研主任研究員の木村（2015）も、「取引先企業の成長支援をはじめ、県
内主要地区の産業育成まで、多様な取組みを実施しようとしている。たとえば再生案
件では、単に温泉旅館の事業再生といった｢点｣の再生ではなく、｢面｣として温泉地全
体の魅力を高めることにより観光客を誘致するため、REVIC と連携してファンドを活
用するなどの支援を進めている。また、県の目標とは別に、独自に中期経営計画の中
で県内創業支援の目標数を設定し、創業促進・支援にも積極的に取り組んでいる。（中
略）本業である金融サービスとは関係なく、まちづくりに関する懇談会の開催や地域
リーダーの育成、さらには地元消費促進運動を通じた商店街の活性化など地域振興に
貢献してきた」としている。
さらに、大和総研の金融調査部研究員の菅谷（2017）も、「地方銀行の多くは、地
方創生の専門チームの設置等による態勢整備や、各自治体との地方創生に関する連携
協定の締結を行うなど、総合戦略の策定段階から積極的に支援を行っていることがう
かがえる。（中略）事業性評価により取引先企業のニーズや課題を把握し、それに応
じた金融サービスや経営支援を拡充していくことで、地域企業・産業の生産性向上や
新陳代謝を促し、地域経済の活性化（そして自らの経営基盤の強化）を目指している」
と述べ、地域内のネットワークや事業再生、地域振興などで金融機関が活躍している
ことを力説している。
政策金融機関サイドも、日本政策金融公庫 元取締役の横山（2015）は、「創業の促
進は、経済活性化には不可欠の事項となっており、国民生活事業の前身の国民生活金
融公庫の時代から、重要なリスクマネー供給分野として実績をあげてきている。日本
国内の年間新規開業企業数の約 20％が、国民生活事業を利用して創業しているとみ
られる。（中略）ベンチャーキャピタルによる出資との組合せにも効果を発している。
制度導入後、目標以上の年間 100 件を超える実績をあげてきている」と、地域での起
業に貢献していることを説明している。
このように、金融機関関係者の先行研究では、おしなべて金融が地方創生に有効に
機能しているという記載が見られるが、学識経験者の先行研究を考察すると、堀江
8（2015）は、「起業活動への関与を経済の活性化に繋げていくことは、かなり困難と
なっていると言わざるを得ない。とくに小規模な地域金融機関の場合、経営動向は基
本的には地域経済活動の回復如何にかかっており、金融面から経済活性化へと及ぼす
影響はかなり限られている」としており、大庫（2016）は、「人材の紹介についても、
日本人材機構などを通じて地域金融機関に期待が寄せられている。（中略）銀行とい
う組織に人材の多様性が乏しいということが、銀行の本質的な弱点のように思う」と
しており、地方創生に対する金融機関の限界を述べている。また、金岡（2016）は、
「現在もリレーションシップ・バンキングに関する試みが継続されている。地域社会
と結びついた地域金融機関の取り組みは、地域社会の発展と持続可能性において不可
欠な要因である」として、金融機関における継続的な取組みの必要性を訴えている。
また、金融機能のユーザーである経済同友会（2015）は、「従来の地域経済活性化
における金融的支援は、中小企業の資金繰り改善、借り手保護を目的とする政策が中
心であった。（中略）貸出の大半は既存事業の運転資金が占め、企業の成長のために
必ずしも活用されているわけではないことが伺える」と発表しており、金融機関の身
内である一般社団法人全国銀行協会（2016）も、「金融機関は、企業の事業内容や経
営状況等をより深く、正確に把握し、経営改善や生産性向上を支援できるよう、職員
1人 1人の目利き力の向上に努める必要がある。金融機関は、行政や大学等とも連携
しながら、眠っている企業ニーズを積極的に発掘し、長期的な視点で企業の成長を支
援することが重要である。金融機関は、適切な現状分析および将来予測に基づく地域
特性を踏まえ、より付加価値の高いコンサルティング機能を発揮することが重要であ
る。金融機関は、地域企業の魅力の若年世代への発信や創業支援のさらなる推進等を
通じて、地方への就労を促し、定住・交流人口の増加に貢献することが重要である」
として、必ずしも現状で金融が地方創生に有効に機能しているとは見ておらず、逆に
金融機関に対して、目利き力やコンサルティング機能についての期待感を表わしてい
る。
金融庁が 2016 年に行った企業ヒアリングにおいても、「企業は「金利」以上に「事
業の理解」を求めている。金融機関に対して、「経営上の悩みや課題」を全く相談し
ていない企業が一定数存在。企業が「提供してほしい情報」と金融機関から「提供さ
れている情報」との間には、ギャップが存在。」と、金融機関が地方創生に寄与して
いないとの記載が多い。また、金融庁主催の有識者会議である｢金融仲介の改善に向
9けた検討会議１｣（2018）は、「顧客本位の業務運営を行い、取引先の企業の生産性向
上に貢献するような取り組みは、いずれもそのための人材育成や収益化に時間と費用
を要する。（中略）金融機関が企業に対して成長や生産性向上に資する適切な各種助
言を行うためには、緊密な関係を通じて当該企業の事業内容を熟知している必要があ
るが、こうした分析からは、競争がこうした関係構築に寄与していないことが示唆さ
れる。（中略）人口減少による資金需要の構造的な減少など、地域経済や地域金融機
関を取り巻く経営環境の悪化は益々深刻度を増していくことが想定される。こうした
中でも、地域において、将来にわたって健全な金融機関が存在し、地域の企業や住民
に適切な金融サービスが提供されることを確保していくことが重要である」として、
適切な助言や金融サービスを期待しているとの意見を述べている。
中立的立場である行政当局の見解を考察すると、金融庁は、2011～2013 年度に地域
密着型金融への取組みの動機付けや環境整備を図るとともに、金融機関間の知見やノ
ウハウの共有に資する観点から、地域金融機関（地域銀行、信用金庫、信用組合）の
「特に先進的な取組み」や「広く実践されることが望ましい取組み」に対し顕彰を実
施していたが、特段の評価は示しておらず、金融機関に対して地域密着型金融を促す
ための試みに過ぎないと考えられる。金融庁の取組みを引き継ぐかのように、2017
年度からは、まち・ひと・しごと創生本部が、地方創生に資する金融機関等２の「特
徴的な取り組み事例」を公表しているが、まち・ひと・しごと創生本部は、毎年度の
発表の際に、「取り組みに関する評価等については、当該資料を作成した各金融機関
等の見解であり、当事務局の見解を示したものではありません」と記載しており、金
融が地方創生に有効に機能しているか否かの評価を控えている。
2005 年度以降、毎年、各財務局で開催されている地域密着型金融に関する会議（シ
ンポジウム）においても、最近は、地方創生に対する金融機関の評価が議論されてい
る。2018 年度に開催されたシンポジウム（中国財務局と沖縄総合事務局は 2017 年度
開催分。内容が公表されていない東海、近畿財務局を除く。）での議論について、各
財務局 HP で検証すると、金融機関の熱心な行動を評価する声としては、関東財務局
主催の会議では、「私が話したことに対しては、当該信用金庫は気づきの中で様々な
提案・提言をしてくれるので、非常にありがたい。」、「金融機関の営業担当者は、
当社のことを良く勉強した上で様々な提案をしてくれるので、生産性の向上に繋がっ
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てきている。（中略）今は金融機関とは良いパートナーとして日々接することができ
るし、色々な提案をしてくれるので助かってはいる。」
また、東北財務局主催の会議では、「実情をよく理解し、資金の提供にとどまらず、
設立時の事業計画の策定、海外を含めた販路開拓など、企業に寄り添った様々な支援
をしてくれている。」、「東北は震災という大変厳しい状況もあり、他の地域と比べ
地域金融機関が企業に提供するメニューが厚いという印象を強く受けた。復興の様々
なプロセスにおいて、地域金融機関が手を差し伸べる形で様々な機能を提供してい
る。」という声があった。
北陸財務局主催の会議では、「手法は各行様々ながら、共通することは、2005 年
頃から取組みを開始していることと、頭取等の旗振り役が明確にいたことである。」、
中国財務局主催の会議では、「信用組合は、理事長さんや役員の方が筆者との面談で、
格別頻繁に来ておられた。経営者はもうパニックの状況だったが、そうした中で融資
を決断していただいた。」、四国財務局主催の会議では、「今は「平時」であるため
「民業圧迫」という批判が出ているが、リーマンショックや震災時に、政府系金融機
関の果たした役割は非常に大きかったと思う。」という声があった。
さらに、九州財務局主催の会議では、「（日本政策金融）公庫や地方銀行は、筆者
たちの事業に対する思いを信じてくれ、規模が大きくなると事業計画へのハードルが
高くなるが、1つの資料と他の資料との連動性や、無理な計画とならないような助言
をいただくなど、金融機関によるアドバイスは非常に助かった。これまで順調に規模
拡大ができたのは、融資のプロである金融機関がスピード感のある対応をしてくれた、
ということが大きいと思う。金融機関からは、用地取得候補地や取引先の紹介を受け
たほか、事業承継については、金融機関にさえ相談すれば、会計事務所や司法書士と
の連携が図られ安心することができた。（中略）金融機関による人材支援サポートに
も助けられた。」、「政府系金融機関については、経営状況をよく分析してもらって
おり、とてもありがたい。金融機関が一緒になって事業計画の策定支援や相談を受け
てくれることは、中小企業の育成にもつながる。」との声があった。
これらに対して、金融機関に対する厳しい声として、関東財務局主催の会議では、
「取引先は金融機関が多いが、スピード感の物足り無さを感じている。（中略）その
銀行の全員が顧客の気持ちを鑑みながらやっている訳ではなく、中にいる少数の方が
ようやく中小企業の社長の気持ちを感じ始めている程度なのではないかと思う。」、
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「金融機関も金融庁も中小企業の弱いところを活性化しようという動きは全くなく、
破綻懸念先だった当社をメインバンクをはじめどこも相手にしてくれなかった。（中
略）金融機関の職員はサラリーマンなので、国の方向性やリーダーの言うことが変わ
れば、コロッと対応が変わってしまう。仕方がないかもしれないが、それではやはり
「信用してはいけない」というのが本音。」といった声があった。
北海道財務局主催の会議でも、「事業承継問題は、地方にいくほど深刻な問題。金
融機関はどれほどの危機感をもっているのか。決して支店任せや片手間の仕事ではな
く、全行的にスピード感をもって取り組まなければ間に合わない。（中略）企業が困
った時に、本音で相談できるようになるためには信頼関係（会う回数×時間）が必要。
それが出来る仕組みづくりをぜひ考えていただきたい。」、「現実には経営者の思い
と金融機関の対応にある種のギャップが生じてしまう。このギャップを解消するため
には、両者の信頼関係をいかに構築するべきかといった根源的課題のほか、金融マン
としての人間力も問われてくるのではないか。」との声があった。
東北財務局主催の会議では、「担当者が企業を訪問した際、例えば人材や取引先の
紹介など、融資以外の相談を持ち帰ってはいけないというルールを設けている。（中
略）企業からマッチングの依頼を受けても紹介をするだけで、その成果についてフォ
ローを行っていない。」、「金融機関には、企業を過去の数字だけでなく、経営者の
ヴィジョンに寄り添って評価していただける組織作りを期待したい。（中略）金融機
関の支店長などと金融機関の取引先企業を訪ねることがあるが、中にはその企業のこ
とをよく分かっていない支店長もいる。また、担当者によっても企業支援の対応に大
きな差がある。」などの声があり、北陸財務局主催の会議では、「金融機関には計画
段階からもっと踏み込んで、厳しく質問してもらえると精度の高い計画が作れるし、
緊張感を持って経営ができる。」、「今の金融機関は自分の持ち場を忘れているので
はないか、と少し感じる。コンサルティングでは、相談には乗ってくれるが、中小企
業の努力を理解しているのかという点でプラスアルファが欲しい。」との声があった。
中国財務局主催の会議でも、「鋭い分析をされて、ここはお困り企業だと判定して
しまう。だけど大事なことは、その事業者が持っている将来性をどう評価するかとい
うことだと思う。そこをしっかり評価すれば、最終的には企業価値は現在に引き直し
てみても高いという判定ができるかもしれない。」、「貸し手側では普通に聞いてい
るつもりでも、相手はそうではない。ひょっとしたら融資が止まるかもしれないとい
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った不安を持ちながら、あるいは困った時に貸してもらえるんだろうか、こんな不安
をいつも持っている。（中略）対話が丁寧にできていないから、うまく伝わっていな
くて事業者と金融機関が本当の意味で理解し合えていないというケースは、特に中小
零細に関していえばまだまだたくさんある。（中略）事業者が金融機関を自分たちの
ビジネスパートナーだ、あるいは信頼できるパートナーだと思ってもらえるような取
り組みをすることが入り口だと思う。」、「金融機関が取引先の事業性を見るのは当
然のことだと考えていると思うが、 今の若い担当者のレベルは、それすらできない
状況になっているということかと思う。これは、本当に危機的な状況だし、それをよ
くご理解いただいたほうがいいかなと思う。（中略）オーナーさんときちんと向き合
って 対話をして、事業承継の話、死んだあとの跡継ぎどうするんですかというとこ
ろまで踏み込んだ話ができるように、日頃からコミュニケーションを大事にし、信頼
関係を構築することが大事じゃないかと思う。」といった声があった。
また、四国財務局主催の会議では、「日頃から信用されている取引金融機関に紹介
してもらうことにより、間違いなくオーナーの心理的なハードルは低くなる。（中略）
金融機関がお金だけでなく、人材を供給するという機能を持つことは極めて有効と考
えている。地域活性化のためにも、地域を代表する企業として、金融機関が地域企業
への人材派遣に積極的に関与して欲しい。」との声、福岡財務支局主催の会議でも、
「頑張っている中小企業もたくさんあるので、まず自分たちがこの場所で商売をやれ
ることに希望を見出して元気を出していかないと、うまくいかないと思っている。地
域金融機関の皆様方も、そのような視点でご支援をいただければと思っている。」と
の声があった。
九州財務局主催の会議では、「（日本政策金融）公庫には返済の据置期間というも
のはあるが、民間金融機関においてもこれをお願いしたい。金融機関には、長期的な
視点を踏まえたサポートを是非お願いしたい。」との声があり、沖縄総合事務局の会
議でも、「残念ながら、多くの中小企業・小規模事業者にとって、金融機関はいまだ
に怖いところ、気軽に相談できる関係が築けていないところであるというのが我々の
実感。そこを超えなければ、本当の意味で企業と金融機関の関係が良好になり、企業
が持続、発展して雇用が守られるようになるのは難しいのではないか。」などと、様々
な批判や要望が繰り広げられており、金融機関に対する厳しい声が圧倒的に多かった。
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第２節 地方創生に関する金融機能
地方創生に関わる金融機関が有する金融機能としては、一般的には、融資（制度融
資、地域貢献ローン等）や地域ファンド（地域活性化ファンド、６次産業化ファンド
等）、経営支援（ベンチャーキャピタル、事業再生ファンド等）、クラウドファンディ
ングなどがあり、非金融機能としては、事業化提案、PFI 方式、PPP 方式、コンセッ
ション（公共施設等運営権）方式、コンサルティング（構造改善、事業再生、業種転
換、情報提供、マッチング）、人材支援、ソーシャルビジネスネットワークの構築、
起業塾（セミナー）、地域密着共助活動などが挙げられる。
特に、最近では、地域金融機関が中心となって、協働・連携して地域経済の発展に
寄与することを目的にファンドを組成する地域活性化ファンド、農林漁業者が６次産
業化を通じた事業規模の拡大等に取り組もうとする際、必要となる資金を出資により
供給することを通じて、農林漁業者の所得の向上、雇用の拡大、地域活性化を図るこ
とを目的とした６次産業化ファンド、地域の資金を地縁によって調達し、景観形成・
観光振興など、住民を中心とするまちづくり事業への助成やまちづくり会社への出資
を目的とするまちづくりファンドなどが各地で組成され、脚光を浴びている。
例えば、地域活性化ファンドの事例 2では、京都府下の機械金属関連の中小企業で
構成され、部品加工から装置開発まで試作に特化したソリューション提供を専門とす
る団体である「京都試作ネット」に、ゆうちょ銀行が中心の地域活性化ファンド「MBC
試作ファンド」が出資し、50 社以上の中小企業が加盟して、試作加工の集積地とな
っている。
６次産業化ファンドの事例３では、（株）みずほが最高級の美味しさを提供する農家
と協力し、独自のマーケッティングシステムと直販システムで農家が主役となり、儲
かる輸出を実践している。茨城県内の生産者は、つくば市で（株）みずほが開設した
直売所「みずほの村市場」経由で、全国の生産者が直接羽田空港に集荷し、深夜便を
活用して、タイのバンコクで収穫翌日の販売・宅配を実現している。従来の商社主導
と違い、新しい形の輸出モデルとなっている。また、紀陽銀行が中心となって、養殖
事業者を巻き込み、異業種でも、各工程において積極的に共同開発に取組むことによ
り、生産から販売までを一元管理できる新しいビジネスモデルを構築している事例も
ある。
まちづくりファンドの事例４では、公益財団法人京都市景観・まちづくりセンター
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が京都市とともに「京町屋まちづくりファンド」を設立して、京町屋に宿る暮らしの
文化や空間の文化など、まちづくりの文化の継承と発展、まちなみ景観の保全および
創造、地域の活性化を図ることを目的に、良好な景観の保全および創造に資する京町
家の改修助成事業を実施している。
さらに、大阪シティ信用金庫は、商店街を中心とした地域の空き家・空き店舗の対
策、観光資源の発掘、活用、高齢者や子ども対策など、まちの活性化を目指すスモー
ルビジネスを資金面で支援するファンドを創設している５。
いずれにしても、各地域ファンドが実質的に機能しているか否かは、開示が必ずし
も十分であるとは言い難く、今後、個々に分析を行う必要があると考える。
第３節 地方創生に関わる連携機構（官民ファンド）の概要と問題点
官民ファンドとは、「地域活性化や企業の海外展開など特定の事業に、国と民間で
出融資をして、その配当や収益を分配する機関のこと」であり、2012 年度の補正予
算における財政投融資計画において、民間投資の喚起、中小企業等の支援や日本企業
の海外展開支援といった成長による富の創出等に資する分野に重点化して、中小企業
の資金繰り等を支援する長期資金を供給する財政融資と長期リスクマネーを供給す
る産業投資の追加を行った。多くの官民ファンドは、2013 年 1 月の「日本経済再生
に向けた緊急経済対策」の閣議決定を背景に創設されたが、同年 9月に設けられた「官
民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会」が、「官民ファンドの運営に係
るガイドライン」に基づいて官民ファンドの運営状況の定期的な検証を行うこととし
ている。また、前述のとおり、大庫（2016）は、「日本人材機構を通じた人材支援な
ども、資金面以外で金融機関に対して期待されている」としている。
官民ファンドとしては、表 2-1 のとおり、産業革新機構６（INCJ）、（株）地域経済
活性化支援機構（REVIC)、（株）農村漁業成長産業化支援機構（A－FIVE)、（株）民間
資金等活用事業推進機構（PFI 推進機構）、（株）海外需要開拓支援機構（クールジャ
パン機構）、海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）、海外通信・放送・郵便事業
支援機構（JICT）、競争力強化ファンド、特定投資業務（日本政策投資銀行［DBJ］）、
中小企業基盤整備機構、国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)、官民イノベーシ
ョンプログラム（東北大学、東京大学、京都大学及び大阪大学）、環境不動産普及促
進機構（Re-Seed 機構）、グリーンファイナンス推進機構（グリーンファンド）など
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がある。
表２－１ 官民ファンドの概要
機関名 設立年月 設立目的 事例
産業革新機構
（INCJ）
2009 年 7月 オープンイノベーショ
ンの推進を通じた次世
代産業の育成を目指
し、革新性を有する事
業に投資。
・株式会社ABEJAが、各種
センサーで得られる膨大
なデータを、AIを使って
解析し、マーケティング
や業務改善・効率化に生
かす事業に投資。
・軽量で高性能かつ低コ
ストのレーダ （ーSAR）衛
星技術で、九州から世界
の衛星開発に革命を起こ
そうとしているQPS研究
所に投資。
地域経済活性化
支援機構（REVIC）
2013 年 3月 事業の選択と集中、事
業の再編も視野に入れ
た事業再生支援や新事
業・事業転換及び地域
活性化事業に対し支
援。
・既存の地域観光資源の
集客効果を地元にも 取
り込むための面的な開発
を行うまちづくり 会社
（DMO）等への支援。(八
十二キャピタル)
・新たな地域特産品「飛
騨とらふぐ」の安定供給
体制の構築による地域活
性化支援。（ひだしんイ
ノベーションパートナー
ズ）
農林漁業成長産
業化支援機構
（A-FIVE）
2013 年 1月 「攻めの農林水産業」
を展開するため、６次
産業化に取り組む農林
漁業者と他産業の合弁
事業体を支援。
・米生産者が、米の生産
から酒の製造販売まで一
貫して取り組むことによ
り、原材料の付加価値向
上を図る。(佐賀銀行)
・規格外の野菜を利用し
た野菜ペーストを用いた
刺身こんにゃくの製造も
手がける等、新たな提供
方法を開発すること
で、栽培の担い手確保や
経営改善を目指す。(十六
銀行)
民間資金等活用
事業推進機構
（PFI推進機構）
2013 年 10 月 利用料金収入により資
金回収を行うPFI事業
に対し、民間資金の導
入を促進し、インフラ
・袋井市民体育館が老朽
化したため、市内スポー
ツの拠点施設として、競
技スポーツの向上と市民
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2017 年 9月
投資市場を育成。
国土交通省と民都機構
が、地域金融機関と連
携し、地域課題の解決
に向けた民間まちづく
り事業を支援する「マ
ネジメント型まちづく
りファンド」を順次組
成。
スポーツを通じた交流の
活性化を図るとともに、
市の防災拠点施設として
使用することを目的に、
総合体育館を整備。
・「多様な市民の交流促
進」、「まちなかの景観向
上」などに関する事業。
・「水辺空間景観整備」、
「案内看板設置」などに
関する事業。
・「交流・物産品販売等
のまちづくり拠点施設整
備」、「トイレ・休憩所
等の来訪者もてなし施設
整備」などに関する事業。
海外需要開拓支
援機構（クールジ
ャパン機構）
2013 年 11 月 クールジャパンの海外
展開を促進するため、
ジャパンモールなど
「日本の魅力」の産業
化を目指す事業に民間
企業と共同で出資・事
業参画。
・瀬戸内地域における観
光産業活性化のためのフ
ァンドへ LP 出資。
・大阪城公園における日
本のエンタテインメント
発信事業へ出資。
海外交通・都市開
発事業支援機構
（JOIN）
2014 年 10 月 交通・都市インフラの
海外輸出を促進するた
め、海外における高速
鉄道事業などに出資・
事業参画。
・交通渋滞の深刻なジャ
カルタにおいて、バスロ
ータリーを整備して、公
共交通の利用促進を図る
などに先導的に取り組
む。
海外通信・放送・
郵便事業支援機
構（JICT）
2015 年 11 月 通信・放送・郵便事業
の海外展開を促進する
ため、海外における地
デジ放送網の整備事業
などに出資・事業参画。
・日本～グアム～豪州間
に光波長多重伝送方式を
活用した設計伝送容量最
大毎秒 36テラビットの
光海底ケーブルを敷設
し、その資産及び使用権
の販売等を行う。
競争力強化ファ
ンド（日本政策投
資銀行［DBJ］）
2013 年 3月 異業種間連携による新
事業の創出や、企業に
眠る高度な技術を生か
した新事業の創出を促
進。
・関西国際空港敷地
の土地や建物屋根を
活用した太陽光発電
事業に取り組むとと
もに、全国にある遊
休地等を活用し、同
事業の本格展開を図
る。
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特定投資業務（日
本政策投資銀行
［DBJ］）
2015 年 6月 企業の競争力強化や地
域活性化の観点から、
民間金融機関と連携し
つつ、企業の成長に向
けた積極的な取組みを
支援。
・新たな観光資源の
開発等によって阿寒
湖温泉およびその周
辺地域の活性化を図
る。（北海道銀行）
・物流業界の小口
化、多頻度化に対応
しながら3PL事業（荷
主企業の物流一括ア
ウトソーシング）に
進出。（きらやか銀
行）
中小企業基盤整
備機構
2004 年 7月
2007 年 6月
地域の自治体や金融機
関などと連携しなが
ら、起業・創業期から
中小企業の成長をサポ
ート。
中小機構と地域金融機
関、自治体等がファン
ドを組成し、その組合
が、株式公開などを指
向する地域中小企業に
対して投資を行う。ま
た、中小機構も、専門
家の派遣等により経営
支援を実施。（チャレン
ジ企業応援型地域ファ
ンド）
・老舗酒造会社が中心と
なって伝統文化を体感す
る「体験交流型観光プロ
グラム」を開発。地元企
業、観光 協会、NPO 法人、
地域支援機関、中小機構
が協力して着地型観光事
業を実現。
・小型軽量、高速対応の
抵抗溶接機を開発。自動
車製造ラインの大幅合理
化を実現。（商工中金）
・財団法人 21 あおもり産
業組合総合支援センター
を中心に、宮城県、商工
会議所、大学等が一丸と
なり、オール青森による
産学官のハンズオン支援
(案件紹介、経営指導、販
売支援等)体制を構築。
国立研究開発法
人科学技術振興
機構(JST)
2015 年 4月 研究開発成果の実用化
を目指すベンチャー企
業に対して、出資や人
的・技術的援助を通じ
てその創出・成果を支
援。
・産学共同実用化開発事
業。
・戦略的創造研究推進事
業。
官民イノベーシ
ョンプログラム
（東北大学、東京
大学、京都大学及
び大阪大学）
2014 年 12 月
（京都大学）
（大阪大学）
2015 年 2月
（東北大学）
国立大学と企業が、大
学の研究成果の実用化
に向けた共同研究を推
進するものとして開
始。国立大学法人等が
・京都大学における知を
活用して新たな需要や市
場といった社会的価値を
創出することが期待され
る企業に投資。（京都銀
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2016 年 1月
（東京大学）
一定の要件を満たした
ベンチャー支援会社等
へ出資。
行）
・大阪大学が、自動細胞
培養装置他、大型放射光
施設向け X 線集光ミラー
の研究開発、販売を行う
会社に出資。
環境不動産普及
促進機構
（Re-Seed 機構）
2013 年 2月 老朽・低未利用不動産
の改修、建替え又は開
発を行い、耐震・環境
性能を有する良質な不
動産を整備するプロジ
ェクトに出融資。
・東京都内に立地する築
年数が一定期間経過した
オフィスビルを取得し、
照明設備のＬＥＤ化等の
省エネ改修を施す事業に
投資。
グリーンファイ
ナンス推進機構
（グリーンファ
ンド）
2013 年 5月 低炭素社会の創出に向
けて、地域の低炭素化
プロジェクトを、出資
により資金調達面から
支援。
・西粟倉村を縦断する吉
野川の豊富な水資源を活
用する形で、既存の村営
小水力発電所の上流域に
おいて、新たに民間型の
小水力発電事業を行う。
・九州における地熱発電、
温泉熱発電、太陽光発電
の再生可能エネルギー事
業を投資対象とする。
（出所）各官民ファンド ホームページから抽出。
官民ファンドは、設立や支援の根拠となる法律等に定められた政策目的に沿った出
資等の支援（直接・間接支援）を行うことが期待されているが、2018 年 4 月に発表
された会計検査院の調査によると、表 2-2 のとおり、実支援額が資本金等の半分にも
満たない官民ファンドが 11 法人もあり、一部の官民ファンドを除いて、期待通りの
結果が出ているとは言えない状況となっている。特に官民イノベーションーションプ
ログラムは、3大学で 1桁台の低調となっている。
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表２－２ 支援実績が芳しくない官民ファンド （単位：百万円,%)
官民ファンド 資本金等（A） 実支援額（B） 割合（B/A）
農林漁業成長産業化支援機構 31,902 6,552 20.5
海外需要開拓支援機構 69,300 31,031 44.7
海外交通・都市開発事業支援機構 24,945 10,859 43.5
海外通信・放送・郵便事業支援機構 7,407 1,300 17.5
国立研究開発法人科学技術振興機構 2,500 904 36.1
官民イノベーシ
ョンプログラム
東北大学 12,500 1,357 10.8
東京大学 41,700 764 1.8
京都大学 29,200 1,299 4.4
大阪大学 16,600 1,185 7.1
環境不動産普及促進機構 30,000 7,086 23.6
グリーンファイナンス推進機構 14,465 3,855 26.6
(注) 会計検査院資料(2018)を基に作成。2017 年 3月末
第４節 地方創生政策に対する課題について
前節で記載した会計検査院資料では、REVIC について、実支援割合が 1,933.4％で、
支援業種も多岐にわたっており、KPI も A 評価となっている。しかし、現実に REVIC
にヒアリングしたところ、サブファンドの採択に当たっては、現物出資や NPO、新規
のまちづくり会社などへの出資は認められておらず、実際の審査窓口も地元銀行に委
ねられており、ファンドの自主性は限定的であった。特に和歌山県案件については、
日本政策投資銀行関西支店でのヒアリングにおいても、審査窓口は地元銀行に委ねて
いるとの回答であった。
このように、実際の地方創生の現場では、地元金融機関が地方創生について重要な
立場にあると考えられる。このため、2016 年 4 月から 2 年間、和歌山県の地元銀行
である紀陽銀行（本部、御坊支店）、きのくに信用金庫（本部、御坊南支店）や政策
金融機関である日本政策金融公庫田辺支店に対して、具体的な地方創生政策について
のヒアリングを行い、金融機能の有効性について検証を行ってきたが、紀陽銀行につ
いては、事業計画を作るよう繰り返し指示するだけで、具体的なアドバイスはなく、
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きのくに信用金庫についても具体的なアドバイスはなかった。また、日本政策金融公
庫については、真摯に指導する姿勢も感じられたが、担当者によって温度差があり、
なかなか具体的な支援にはつながらなかった。結果として、ヒアリングにおいては、
地域金融機関や政策金融機関の取組みが具体邸に功を奏しているという姿を見い出
すことができなかった。
家森・北野（2017）では、中小企業経営者約 3,000 人に対してアンケートを実施し
て、中長期の経営計画の策定状況を分析しているが、「実質的に 8 割以上の経営者は
経営計画をきちっと作成していない。残念ながら、計数の入っている経営計画を策定
している経営者はほぼ 1割にとどまっている」としており、上記の説に立てば、金融
機関から融資を受け入れることができる状況には達していないことになる。
家森(2018a)では、地域金融機関の支店長 2,858 人にアンケートを行い、「地方創生
のために、多くの金融機関が事業性評価の能力強化に取り組み、地域の中小企業への
支援を行ってきた。そうした方向で多くの金融機関が努力しているのは確かであるが、
具体的な成果が十分に生まれてきていないのが現状である。取り組みの成果が出てく
るまでに時間がかかっているだけではなく、地域金融機関の取り組みの組織的な態勢
に問題が残っている可能性もある。（中略）本部と現場の間での意思疎通がうまくい
かない背景に人事評価システムの改革が十分に進んでいないことを指摘してきた」と
して、金融が地方創生に機能していない理由は金融機関の人事評価システムに起因す
ると分析している。
これらを踏まえ、現在、政府が取り組んでいる地方創生政策に対する金融機能の課
題について導き出すためには、地域の企業などユーザーの声を分析することが有効で
あると考えた。このため、第１節の先行研究における「金融は地域金融に貢献してお
らず、今後の貢献を期待する」および各財務局で開催された地域密着型金融に関する
会議における「金融機関に対する厳しい声」の内容を集計すると、図 2－1 のとおり
の結果となった（分析データは表 2－3参照）。金融機関に対して求める声で圧倒的に
多い意見は、「金融機関との緊密な信頼関係の構築」であり、「金融機関の人材育成」、
「金融機関職員の目利きの向上」、「金融機関におけるコンサルティング機能の向上」
が続き、金融機関に対する期待は非常に大きいものの、ユーザー側が期待する結果に
は結び付いていないことが分かる。
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図２－１ 金融機関に対する声（重複あり）
(注)表 2-3 のうち、「金融は地方創生に貢献しておらず、今後の貢献を期待」欄と「金融機関に
対する厳しい声」欄の内容を、筆者が分析して、件数を測定。(重複分類あり)
0 5 10 15 20
金融機関との緊密な信頼関係の構築
金融機関の人材育成
金融機関職員の目利きの向上
金融機関におけるコンサル機能の向上
金融機関からの情報発信
スピード感の醸成
事業承継問題に対する関心
（件）
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表２－３ 分析データ一覧
金融が地方創生に有効 金融は地方創生に与える影響が少ない
金融は地方創生に貢献して
おらず、今後の貢献を期待
前田裕之(2007)『脱「常識」
の銀行経営』
堀江康熙(2015)「人口減少社
会と地域金融機関経営」
大庫直樹(2016)『地域金融の
あしたの探り方』
西堀武(2010)「『環境経営』
『環境金融』と地域活性化」
家森信善(2018)『地方創生の
ための地域金融機関の役割』
桔梗芳人(2011)「近畿大阪銀
行の情報経営」
金岡克文(2016)『地方創生と
地域金融機関の役割』
常陽銀行(2018)『NEWS 
LETTER』
経済同友会(2015)『地方創生
に向けた銀行界の取組みと
課題』
松崎栄一(2018)「中小企業・
地域金融機関」
全国銀行協会(2016)『地方創
生に向けた地域金融機関の
機能強化』
大東京信用組合総合企画部
(2018)「地域に信頼され必要
とされる信用組合」
金融庁(2016)『企業ヒアリン
グ・アンケート調査の結果に
ついて』
あおぞら地域総研株式会社
(2016)「地域金融機関による
事業性評価と地方創生」
金融仲介の改善に向けた検
討会議(2018)
木村俊文(2015)「地域金融機
関の地方創生への取組み動
向」
菅谷幸一(2017)「地方創生に
期待される地方銀行の役割」
横山典弘(2015)「地域活性化
と公的金融の役割」
財務局名 金融機関を評価する声 金融機関に対する厳しい声
関東 2件 2件
北海道 0 2 件
東北 3件 2件
北陸 １件 2件
中国 １件 3件
四国 １件 １件
福岡 0 １件
九州 2件 １件
沖縄 0 １件
（注）第１節の地方創生に対する金融機関の有効性についての先行研究および各財務局で
開催された地域密着型金融に関する会議における金融機関に対する意見の内容を一覧
表にした。
第５節 金融機関に対する提言
先行研究等各種の観点から考察した結果、金融機関側とユーザー・有識者側との
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間で認識のギャップが大きく、外部から金融機関を見る目は厳しい結果となってお
り、家森・北野（2017）では、中小企業経営者約 3,000 人のうち、日常的な相談相
手として、金融機関が選ばれる割合は 17.7％にとどまり、特に頼りにする相談相手
として公認会計士・税理士が 23.2％選ばれているのに対し、金融機関が選ばれる割
合は 11.2％と少なく、アンケート先のうち、半分近くが外部に相談先はないか分か
らないとしている。山本（2019）は、地方創生において金融機関が期待されている
か否かを起業活動に対する資金提供の有効性で分析することとし、グローバル・ア
ントレナーシップ・モニターのデータから、起業活動への資金供給を表わす FINENT
（Financing for Enterpreneurs）を使ってパネル分析およびクロスセクション分
析を行っているが、表 2－4 のとおり、いずれも金融機関が起業活動に対して大き
な役割を果たすことが出来ていないという結果となっている。
   表２－４ 起業活動に対する資金提供の有効性
分析名 データ名 Estimate Std. 有意水準
パネル分析 Finent -0.975 1.046 有意でない
クロスセクション分析 Finent 0.752 1.809 有意でない
   （出所）山本（2019）から転載。
有意水準は、1％、5％、10％とも有意ではない。
金融仲介の改善に向けた検討会議（2018）においても、「金融機関の業績悪化が今
後も続けば、金融機関の体力を次第に奪い、地域における金融仲介機能の発揮に悪影
響が及ぶことも考えられる。（中略） このため、人口減少等を通じて収益環境が厳し
くなる中で、経営統合は、金融機関の健全性維持のための一つの選択肢である。また、
経営統合により生み出される余力が、時間をかけた取組みが必要とされる地域企業の
育成、地域経済の発展のために使われれば、地域にとって恩恵がもたらされる」と記
載されており、「地域に健全な金融機関が残り、地域の企業や経済の成長・発展を支
援できる状況を維持することができるかが金融行政の重要な課題である」としている。
これらのことから、地域金融機関が地方創生に寄与するためには、例えば経営統合
など、地域金融機関を巡る厳しい経営環境を和らげるための途を模索する必要がある
と考える。
前節で記載した地元金融機関の消極的な対応についても、金融庁の上記報告書を
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前提に考えれば、金融機関の業績悪化により、地方創生業務に本腰を入れる余裕がな
くなったのではないかということが推測できる。和歌山県の地方銀行である紀陽銀行
も和歌山県を越えて大阪府内の営業に力を入れているが、他の地方銀行も、府県境を
超えて出店することが普通になってきている。これらの事象からも分かるとおり、地
域金融機関自身が体力を強化することでバランスシートを改善し、府県を越えて地域
金融機関同士が合併・再編を考えるべき時期に来ているではないだろうか。こうした
ことから、現在、公正取引委員会（独占禁止法）と金融庁（銀行法）との間で分かれ
ている合併の許可権限についても、2019 年 4 月に安倍総理が議長をする未来投資会
議７で議論されているが、米国やカナダの例８から見ても、今後は金融庁に一元化し
ていく方向で検討する必要があると考える。
また、藪下（2009）は、借り手企業に対する銀行の情報活動がエージェンシー・コ
ストに影響を与えることについて重視しており、図 2-2 のとおり、「銀行を通じた金
融仲介に伴うエージェンシー・コストを CE で示すと、直接金融に比べて金融仲介に
よる資金調達が社会的に望ましくなるためには、C＋CE ＜ ｍC（左辺が金融仲介に伴
う総情報費用、右辺は直接金融に伴う総情報費用）という関係が成り立たなければな
らない」（C はコスト、ｍは個人の人数）としている。エージェンシー・コストに関
連して、リーランド＆バイルは、「非対称情報の問題は、銀行が資産・負債構成など
のシグナルを提示することによって解消される」としており、D.W.ダイアモンドは、
「銀行が多くの企業に資金を分散して貸し付けている場合には、銀行貸付に伴うリス
クが互いに独立するため、一般的には多くの企業が一度に債務不履行に陥ることがな
い」としている９。
25
図２－２ エージェンシー・コストのメカニズム
（出所）藪下（2009）を参考に筆者が作成。
地域金融の経営環境は厳しい状況にあるが、前節の図 2-1 で分析されたように、「金
融機関との緊密な信頼関係の構築」を早急に築き上げ、エージェンシー・コストを下
げることが、長い目で見て、金融機関の経営環境にとってメリットがあるのではない
かと考える。
金融機関のユーザー側は、現在の金融機関の対応について、期待感はあるものの現
状に対しては納得しておらず、これまで金融機関側が常識であると考えていた一線を
越えるような踏み込んだ対応がなければ、金融機関に対する信頼は回復しないし、そ
もそも金融機関側とユーザー側の間にある深い溝も埋まることはないと考える。西山
（2014）でも明らかにしたが、金融機関に求められている役割は、単にお金を貸し借
りすることだけではなく、地域経済に熟知し、専門的知識も有する地域金融機関が、
大所高所の立場からアドバイスを行ったり、各種取組みのコーディネートを行うとい
ったソリューション機能を求めているのではないかと考える。このため、「金融のつ
なぐ力」や住民・企業・行政の間の歯車の役割を地域金融機関が担うべきである。 以
前、リーマンショック後の経済対策で「金を出さずに知恵を出せ」というキャッチフ
レーズがあったが、正にアイデアや知恵が求められる時代であり、従来の経済・金融
構造の延長線上の議論ではなく、斬新で抜本的な構造改革の発想が強く求められてい
るのではないだろうか。
資金最終的
貸し手
（預金者）
（m･N 人）
銀
行
最終的
借り手
・
・
・
企業 1
企業 2
企業 N
審査・監視
（情報活動）
審査内容が不明
だと、モラルハザ
ードの恐れ
資金（預金）
審査・監視
（情報活動）の
一元化と委任
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おわりに
本章では、第１節で地方創生に対する金融機能の有効性について記載した先行研究
を考察したが、金融機関側とユーザー・有識者側との間で認識のギャップが大きく、
金融機関以外では、大きな役割を果たすことを金融機関に期待しているものの実現で
きていないという意見が大勢であり、2016 年に金融庁が行った企業ヒアリングの結
果や金融庁が各財務局で行ったシンポジウムでの発言内容も考察した結果、外部から
金融機関を見る目は厳しいことを指摘した。第２節では地方創生に関する金融機能に
ついて記載し、第３節で地方創生に関する金融機能のうち、官民ファンドの業務内容
と問題点について言及し、第４節では地方創生事業の中で重要な役割を果たすことが
期待される地域金融機関の和歌山県内での対応振りを記載した上で、先行研究を含む
関係企業の意見等を分析したが、地方創生に関して金融機関に対して望む声は「金融
機関との緊密な信頼関係の構築」が最も多かった。さらに、家森・北野（2017）が中
小企業経営者約 3,000 人に対してアンケートを行った結果や、家森(2018a)で地域金
融機関の支店長 2,858 人にアンケートを行った結果を示し、金融機関に対する期待は
非常に大きいものの、ユーザー側が期待する結果には結び付いていないと分析した。
第５節では上記の家森・北野（2017）の中小企業経営者アンケートで、特に頼りにす
る相談相手として金融機関が選ばれる割合は僅か 11.2％という結果となったこと、
山本（2019）では、グローバル・アントレナーシップ・モニターのデータから、起業
活動への資金供給を表わす FINENT（Financing for Enterpreneurs）を使って、パネ
ル分析およびクロスセクション分析を行ったが、いずれも金融機関が起業活動に対し
て大きな役割を果たすことが期待されているものの、これまでのところ実現できてい
ないという結果となったことを示している。また、金融庁が主催する「金融仲介の改
善に向けた検討会議」の報告書（2018）では、「地域に健全な金融機関が残り、地域
の企業や経済の成長・発展を支援できる状況を維持することができるかが金融行政の
重要な課題である」と示唆している。
これらのことから、本論文では、地域金融機関が地方創生に寄与するためには、例
えば経営統合など、地域金融機関を巡る厳しい経営環境を和らげるための途を模索す
る必要があると結論付けた。地域金融機関自身が体力を強化することでバランスシー
トを改善し、府県を越えて地域金融機関同士が合併・再編を考えるべき時期に来てい
るのではないか。その環境整備のために、公正取引委員会（独占禁止法）と金融庁（銀
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行法）との間で分かれている合併についての許可権限を、今後は金融庁に一元化する
方向で検討していくことが必要であると提言した。
藪下（2009）では、エージェンシー・コストの低下が社会的に望ましいことを示唆
している。地域金融機関には、資金供給だけではなく、地域経済に熟知し、専門的知
識も有する地域金融機関が、大所高所の立場からアドバイスを行ったり、各種取組み
のコーディネートを行うといったソリューション機能が求められているのではない
かと考え、本論文では、地域金融機関に対し、「ソリューション機能を強めて、実効
性のある取組みを行うべきである」と提言を行った。
なお、金融庁は、2016 年の企業ヒアリングの結果を受けて、2018 年 9 月に、金融
行政方針「変革期における金融サービスの向上に向けて」を発表し、その中で「地域
企業等の本音・悩みや、金融機関に対する期待や要望、さらには、その理由や背景等
にまで至る地域経済・企業の実態について、きめ細かく把握する。その遂行に当たっ
ては、金融庁に組成した専担チーム「地域生産性向上支援チーム」が、地域に長期間、
直接出向き、財務局を通じ、地域経済エコシステム 10を形成する関係者等との関係を
構築しつつ実践する。（中略）「地域生産性向上支援チーム」と各財務局が密接に連携
しつつ、把握した地域経済・企業の実態や「金融仲介機能のベンチマーク」等の客観
的指標等を活用し、地域企業や支援関係者と金融機関との考え方や認識の差異等を明
確にし、それらを基に、経営陣等や営業現場の責任者等を含め、地域金融機関との間
で金融仲介機能の発揮に向けた深度ある対話を行う。経営改善、事業再生、事業承継
等が必要な企業に対する適切な支援が、専門人材やノウハウが不十分なためにできて
いない金融機関に対しては、地域経済活性化支援機構や日本人材機構等、企業支援機
能の強化に向けた人材・ノウハウ支援に取り組む外部機関の活用も促す」とかなり踏
み込んだ記載をしている。
また、2019 年 3 月には、内閣府地方創生推進事務局が主催する地方創生 SDGs・ESG
金融調査・研究会において、「地方創生に向けた SDGs 金融の推進のための基本的な考
え方」を発表し、「近年の地域経済の縮小に伴い地域事業者等の資金需要が低下する
中、地域金融機関は厳しい事業環境にさらされている。こうした中、地域金融機関自
らが地方創生 SDGs 金融 11に取り組むことは、将来的に持続的な成長が見込める地域
事業者や産業等の育成や、地域の経済・社会・環境に好影響をもたらしている既存事
業の維持・拡大に貢献し、地域金融機関にとって持続可能なビジネス環境を構築する
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ことに繋がると考えられる。そのためには、地域金融機関自ら地方創生 SDGs 金融を
推進するとともに、機関投資家等が対話を通じて、こうした地域金融機関による地方
創生 SDGs 金融の取組みを支援・促進することが期待される」としている。
地域金融機関は、資金供給機関であるとともに、情報ネットワーク、人材・ノウハ
ウを併せ持っていることから、第 2 次安倍内閣が 2015 年 6 月に発表した『まち・ひ
と・しごと創生基本方針 2015』（第 3章で詳述）の中でうたわれている、ローカル・
アベノミクス 3本の矢「情報支援の矢」、「人材支援の矢」、「財政支援の矢」である「情
報」、「ヒト」、「カネ」の３つを保有しており、十分に SDGs 金融の取組みを推進して
いく能力があると考える。今後は、資金供給機能だけではなく、「情報」や「ヒト」
の部分で地方創生に寄与すべきであると考える。
以上、地方創生に対する金融機能の有効性について考察してきたが、近年、地方創
生政策がなかなか進展しないことに業を煮やした金融庁や内閣府地方創生推進事務
局の積極的な動きが際立っている。これまで研究対象になることがなかった行政当局
の後押しがどこまで地方創生に対して機能するかについては興味深い事項である。
（注）１．2017 年 12 月に、金融庁が設置した会議で、金融庁が融資先企業に行ったヒアリング
や金融機関へのモニタリング等を踏まえ、生産性向上や新陳代謝の促進への貢献、担保・
保証依存の融資姿勢からの転換、金融仲介のあるべき姿等について有識者が議論。
金融仲介の改善に向けた検討会議メンバー(2016 年 6月 24 日現在）
氏名 現職
小城 武彦 ㈱日本人材機構 代表取締役社長
佐藤 明夫 弁護士（佐藤総合法律事務所）
多胡 秀人 一般社団法人地域の魅力研究所 代表理事
利根 忠博 一般社団法人埼玉県法人会連合会 会長
冨山 和彦 ㈱経営共創基盤 代表取締役 CEO
増田 寛也 東京大学公共政策大学院 客員教授
村本 孜 成城大学 名誉教授
家森 信善 神戸大学経済経営研究所 教授
〔50 音順、敬称略〕
２．Makers Boot Camp（2017）『ゆうちょ銀行の地域活性化ファンドにおける初のベンチ
ャーファンド参加は「MBC 試作ファンド」へ～Makers Boot Camp、組織体制強化のため
資金増強へ』。
３．野村アグリランニング＆アドバイザリー株式会社（2017）『６次産業化の実践モデル
～農林漁業成長産業化ファンドの活用に向けた Q＆A集』。
４．公益財団法人京都市景観・まちづくりセンタ （ー2018）『京町家まちづくりファンド』。
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５．大阪シティ信用金庫（2017）「大阪シティ信用金庫 国土交通省・民都機構と連携し
たファンドを創設～国内初、地域のスモールビジネスに特化」『NEWS RELEASE』。
６．産業革新機構（INCJ）は、2009 年に設立された機構であるが、国の関与を減らし、民
間ファンドに近い成果主義を強めた組織にするため、2018 年 9月に産業革新投資機構
(JIC)として発足したが、役員報酬問題で紛糾し、同年 12 月に取締役 9名が辞任した。
７．未来投資会議とは、日本経済再生本部の下、第４次産業革命をはじめとする将来の成
長に資する分野における大胆な投資を官民連携して進め、「未来への投資」の拡大に向
けた成長戦略と構造改革の加速化を図るため、産業競争力会議及び未来投資に向けた官
民対話を発展的に統合した成長戦略の司令塔として、2016 年 9 月から内閣官房で開催さ
れている会議。
８．金融仲介の改善に向けた検討会議（2018）において、米国では金融監督当局が経営統
合の審査を行い、カナダでは金融担当大臣が経営統合の是非を判断と記載している。
９．藪下（2009）。藪下は「非対称情報のもとでは、銀行の情報活動においてモラルハザ
ードの問題が生じ、結果的に借り手企業の倒産の可能性が高まる」と分析している。
10．地域経済エコシステムとは、ある地域において、企業、金融機関、地方自治体、政府
機関などの各主体が、それぞれの役割を果たしつつ、相互補完関係を構築するとともに、
地域外の経済主体等とも密接な関係を持ちながら、多面的に連携・共創してゆく関係。
11．「SDGｓ」とは、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）。2015 年 9月
の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載され
た 2016～2030 年の国際目標である。SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身が取り
組むユニバーサル（普遍的）なものであり、持続可能な社会への変革に向けて SDGs 達成
に取り組む企業の非財務的価値や ESG 要素等も評価し、金融市場からの資金流入等を通
じて成長を支援する「SDGs 金融」による資金の流れを、SDGs の達成を目指す地域事業者
や地域経済に還流させることができれば、地域における SDGs 達成に向けた取組を加速さ
せ、より一層の地方創生に繋がることが期待される。地方創生 SDGs・ESG 金融調査・研
究会では、このような資金の流れを「地方創生 SDGs 金融」と定義している。
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第３章 和歌山県美浜町の未来づくりの現状と課題について
はじめに
2016 年 4 月から 2018 年 3 月までの 2年間、筆者は、地方創生人材支援制度で、和
歌山県中部（日高郡）に所在する人口約 7,400 人のまち、美浜町に派遣（2018 年 4
月から 5 か月間は地域運営組織に所属）された。当時、美浜町が抱える課題として、
人口減少、南海トラフ発生時の津波想定、目立った産業がない、日ノ岬・アメリカ村
の荒廃などがあり、美浜町は一般的な地方創生政策は馴染まない町であると考えられ
ていた。
美浜町においては、「煙樹海岸活性化プロジェクト」（以下、ProjectA という。）、「ふ
れあいと健康と起業のまち『みはま』プロジェクト」（以下、ProjectB という。）お
よび「日ノ岬・アメリカ村再生とふるさと教育プロジェクト」（以下、ProjectC とい
う。）の 3プロジェクトを立ち上げたが、その財源として、地方創生拠点整備交付金、
地方創生推進交付金などのまち・ひと・しごと創生本部の資金を活用した。交付金獲
得後、地域住民に対して、地域運営組織への参画を働きかけ、地域運営組織の立ち上
げが実現した。上記のプロジェクトのうち、ProjectC については、2018 年 1 月に「NPO
法人 日ノ岬・アメリカ村」が認可・設立され、ProjectB については、同年 7月に「一
般社団法人 煙樹の杜」が設立された。
美浜町が、一般的な地方創生政策は馴染まない町だと考えられてきた理由としては、
「３つのなし」の存在があったためではないかと考え、「３つのなし」の存在の証明
を行った上で、「３つのなし」の存在が地方創生プロジェクトが成功しない原因であ
るのか否かを確認する。具体的には、和歌山県各市町村における「３つのなし」と地
方創生の象徴的な指標である和歌山県各市町村の人口増減との相関関係を散布図で
確認し、さらに、和歌山県各市町村の人口増減を被説明変数、「高齢単身世帯比率」
「非水洗化率」「建設従業者比率」「昼間人口比率」「NPO 認証の人口割合」を説明変
数として、クロスセクション・データで回帰分析を行い、因果関係の証明を行う。
また、それに基づいて、問題を解決するための交付金の有効性という政策評価分析
を行う。「３つのなし」が「３つのあり」に変化した場合、ソーシャル・キャピタル
となり得ることについての該当性を確認し、ソーシャル・キャピタル論と交付金との
関連性について検証を行い、これらのプロセスの中で、交付金の有効性など地方創生
政策を進行していく上での重要な施策を提言する。
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美浜町着任直後は、金融機能で地方創生を有効に推進できるのではないかと考えて、
地元金融機関である紀陽銀行やきのくに信用金庫、日本政策金融公庫田辺支店、日本
政策投資銀行関西支店、野村證券和歌山支店などにもヒアリングを行ったが、個別具
体的な支援はほとんどなく、第１章第４節でも述べたように、金融機関の取組みが具
体的に功を奏しているという姿を確認することはできなかった。
第１節 地方創生を巡る動き
2014 年 5 月に、増田寛也氏が座長をしている日本創成会議・人口減少問題検討分
科会が出した提言『ストップ少子化・地方元気戦略』において、「消滅可能都市」リ
ストを発表した後、農業、観光、イノベーションなど様々な分野において、各所で活
発に議論が行われてきたが、同年 9月 3日、第２次安倍政権の総理記者会見で「改造
内閣の最大の課題の一つが、元気で豊かな地方の創生である。人口減少や超高齢化と
いった地方が直面する構造的な課題に真正面から取り組み、若者が将来に夢や希望を
持つことができる魅力あふれる地方を創り上げる」と発表し、地方創生という用語が
初めて公けに世間に出た。それまでは、「地域再生」という用語の方が一般的であっ
たが、この会見以降、「地方創生」と「地域再生」という用語の意味の相違について
話題に上ることが増えた。
「地域再生」とは、地域経済の活性化、地域における雇用機会創出その他の地域活
力再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域が行う自主的かつ自立的な取組みを
意味し、過去には、田中角栄内閣の「日本列島改造論」(1972 年)、大平正芳内閣の
「田園都市国家構想」(1979 年)、竹下登内閣の「ふるさと創生」(1987 年)などの政
策があった。これに対して、「地方創生」については、2014 年 9 月 2 日の時点で、麻
生太郎・副総理兼財務大臣が「今の段階でこれが地方創生なのだという定義がはっき
りしていないように見える」と述べ、この時点では明確な定義もなかったが、まち・
ひと・しごと創生本部設置後、首相官邸のホームページで、「人口急減・超高齢化と
いう我が国が直面する大きな課題に対し、政府一体となって取り組み、各地域がそれ
ぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生すること」と記載１されている。
また、朝日新聞掲載（2016 年 6 月 30 日付）の「キーワード」では、「東京一極集中
を解消し、地方の人口減少に歯止めをかけるとともに、国全体の活力を上げようとす
る安倍政権の政策。全国一律ではなく、地域ごとの資源や特性を生かそうと、2016
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年 3月末までに全国 1,737 市区町村で地方版総合戦略が策定された。地方での若者の
雇用や農林水産物の輸出増といった自治体の取組みには、交付金制度が設けられてい
る」と掲載されている。また、石破(2017)は、「地方創生とは、各地がそれぞれの特
徴を生かした自律的で持続的な社会を創生することを意味しており、東京一極集中を
是正し、地方の人口減少に歯止めをかけ、日本全体の活力を上げることを目的とした
一連の政策を指しており、これまでの地域再生との違いをその深刻度や危機感である」
としている２が、その相関関係が不透明なところもある。「地方創生」は、地域が自立
することにより人口が流入し、地域が活性化し、日本全体が活性化するという政策的
な色彩を有していることから、本論文では、「地方創生」の定義を「各地域の特徴を
生かしつつ、自律的で持続的な社会を創生することで、日本全体の活力を上げること
を目指すこと」とし、単に農山村再生や地域振興などを目指す「地域再生」とは差別
化し、本論文では「地方創生政策」という用語を使用することとする。
2014 年 9 月 5 日に「まち・ひと・しごと創生本部」が内閣官房に設置され、石破
茂地方創生担当大臣が所掌することになった。その後、政府は、有識者会合を設置し、
2014 年 12 月に、地方創生の理念や全体的な戦略策定の方法などについて定めた「ま
ち・ひと・しごと創生法」および地域の活性化に取り組む地方自治体を支援する「地
域再生法の一部を改正する法律」の地方創生関連 2法案を成立させたほか、人口減少
克服に向けた政府の「長期の人口ビジョン」と５ヶ年の「総合戦略」を策定し、2015
年 6 月には、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2015」を閣議決定した。これらを受
けて、2016 年 3 月までに、政府の総合戦略と連動する形で、努力義務として、都道
府県および基礎自治体たる市町村(特別区を含む)が、地方から始まり、都市へと広が
る人口減少の是正のため、各地域の人口動向や将来の人口推計である「地方人口ビジ
ョン」を策定するとともに、各地の産業実態、国の総合戦略などを踏まえた「地方版
総合戦略」を策定することになった。
国の総合戦略や地方版総合戦略は、単年度限りの取組みではなく、中長期的な人口
の見通しや経済社会分析に基づき、今後 5ヶ年において取り組むべき政策を示すもの
である。しかも、客観的な指標(KPI)で各政策の効果を検証し、目標達成に向けて不
断に見直していく PDCA サイクルを組み込んでいる。国及び地方公共団体は、具体的
な事業の推進とその検証を通じ、各政策を真に効果の高いものとしていくことにより、
将来にわたっての「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」という長期的な目標を
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実現していく必要がある。地方版総合戦略の策定と実施に際して、政府は、「地方創
生の深化の観点から、①各地域の「稼ぐ力」の引き出し、②熱意と意欲のある地域へ
のインセンティブ改革を通じた「地域の総合力」の引き出し、③民間の創意工夫を最
大限に活用した「民の知見」の引き出しに取り組むことによって、人材と資金が積極
的に地方に行き渡り、ひいては高度な技術や情報等が全国津々浦々で共有されるよう
な、活力ある日本経済を取り戻していくことが重要であり、情報・人材(ヒト)・財政
(カネ)といったローカル・アベノミクス３本の矢を積極的に支援していく」としてい
る。また、上記の総合戦略では、地方の自立性、将来性、地域性、直接性、結果重視
を政策 5原則とすることにしており、政府は、政策 5原則に即して、雇用の創出、地
方への人口流入、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、時代に合った地域
をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域間の連携を推進することで、地域の活
性化とその好循環の維持の実現を目指すとしている。
第２節 美浜町の現状・課題と地方創生政策
（１）美浜町の現状
① 沿革
美浜町は、和歌山県のほぼ中央部、日高川河口右岸から海岸線に沿って展開する町
で、北及び北西は日高町、東は御坊市に接し、南は黒潮おどる太平洋に、西は紀伊水
道をへだて四国徳島を臨む瀬戸内海の南の入り口となっている。万葉集で、「風早の
三穂の浦みを 漕ぐ舟の 舟人さわく 浪たつらしも」と詠われているように、美浜
町は、遠く、奈良時代以前から開けていた。1619 年(元和 5 年)、徳川頼宣が紀州藩
主として入国以来、三尾浦、和田浦、入山村、吉原浦、田井村、浜の瀬浦として統合
されてきた。1889 年（明治 22 年）町村制施行とともに三尾浦は三尾村、和田浦・入
山村は和田村、吉原浦・田井村・浜の瀬浦は松原村となった。1953 年（昭和 28 年）
の町村合併促進法の施行により、1954 年（昭和 29 年）10 月 1 日、三尾・和田・松原
の 3村が合併し、人口 8,667 人の美浜町が誕生し、現在に至っている。「美浜町」の
町名は、合併当時公募により名付けられた。
② 面積、人口、津波想定、財政状況、産業構造
表 3－1 のとおり、美浜町の面積は 12.77 ㎢であり、和歌山県内では、太地町に次
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いで面積が小さい。そのうえ、町の東半分に人口が集中(9 割以上)しているため、人
口密度も高いが、町の人口自体は急減しており、国立社会保障・人口問題研究所の将
来推計人口はジェットコースター型 3となっている。さらに、南海トラフ発生時の津
波想定では、町内の半数近くが浸水することになっており、最大津波高が 18ｍとな
っていることから、海抜の高い隣り町の日高町への転居者が多いことが人口減少に拍
車をかけている。そのうえ、人口構成（2019）も、高齢者人口が 33.4％を占め、3,144
世帯に占める高齢独居世帯割合は 16.7％と高率である。
美浜町の財政力指数は、0.30 と 4 段階（Ⅰグループ:0.50 以上 1.00 未満、Ⅱグル
ープ:0.40 以上 0.50 未満、Ⅲグループ：0.30 以上 0.40 未満、Ⅳグループ:0.30 未満）
のうち、下から 2番目であるⅢグループの最低水準であるが、財政状況自体はハコモ
ノ行政を行っていないことから、それほど悪いとは考えられていない。
表３－１ 美浜町の現状
面積 12.77 ㎢（東西約９㎞、南北約 2.5 ㎞）
人口 7,167 人(2019 年 6月 1日現在、住民基本台帳ベース)
人口年代構成 年少人口割合 11.0％、労働者人口 55.5％、高齢者人口
33.4％(2015 年)
世帯数 3,132 世帯(2019 年 6 月 1日現在、住民基本台帳ベース)
家族構成割合 核家族世帯割合 61.0％、高齢単身世帯比率 16.7％
南海トラフ発生時の浸水想定 津波浸水面積割合 45.3％
最大津波高 18ｍ
財政力指数 0.30(標準財政収入額/標準財政需要額)
実質公債費比率 6.0％(元利償還額/標準財政規模)
将来負担比率 49.9％ (将来負担すべき実質的な負債/標準財政規模)
（参考）財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、過去 3年間の平均値。
（出所）南海トラフ発生時の浸水想定は、内閣府「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキング
グループ」(2013 年 3 月)。財政内容は、美浜町役場資料（2016 年度決算)を基に作成。
表 3－2のとおり、美浜町の年齢構成の高齢化比率は、和歌山県や全国と比べて高
く、産業構造は、和歌山県や全国と比べて、人数ベース・生産ベースとも、第１次産
業および第３次産業の比率が高い。第 3次産業が多いのは、他市に通勤する第３次産
業従事者（公務員を含む）が多いためである。
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表３－２ 人口・産業の比較（美浜町、和歌山県、全国）
美浜町 和歌山県 全国
年齢構成
年少人口 11.0% 12.1% 12.6%
生産年齢人口 55.6% 57.0% 57.0%
老齢人口 33.4% 30.9% 26.6%
就業者別産業比率
第 1次産業 7.1% 9.0% 4.0%
第２次産業 20.8% 22.3% 25.0%
第 3 次産業 72.1% 68.7% 71.0%
生産額別産業比率
農業算出額 4.5% 1.9% 1.1%
製造品出荷額 47.7% 60.9% 38.5%
商品販売額 47.8% 37.1% 60.4%
(出所) 人口・就業者別産業比率は、2015 年国勢調査。農業算出額は、生産農
業所得統計（2014 年）。但し、美浜町の農業産出額は 2015 年。製造品出
荷額は、工業統計調査－経済センサス活動調査（2014 年）。商品販売額
は、商業統計調査－経済センサス活動調査（2013 年）。
③ 主たる観光地・観光収入
日ノ岬、煙樹ヶ浜海岸、全長約 4.5 ㎞を誇る近畿最大の松林（幅最大 500ｍ）
といった自然資源や、アメリカ村、万葉の歌碑などの歴史資源、地引き網漁とい
った産業資源があるが、観光収入には結びついていない。
④ 役場の体制
美浜町役場の体制は、図 3－1のとおりであるが、地方創生を担当する地方創生
統括官に直属の部下はおらず、ふるさと納税を担当する総務政策課、企画業務を
担当する防災企画課、観光業務を担当する産業建設課などに地方創生関係業務が
分散しているため、一体的な業務運営ができていない。2018 年 3 月に筆者が退任
した後、地方創生統括官の役職は廃止された。
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（出所）美浜町役場資料を基に筆者が修正。
（２）美浜町の課題
現在、美浜町が抱える課題は、㋑人口減少、少子高齢化、独居老人の増加、㋺南海
トラフ発生時の津波想定、㋩目立った産業がない、㋥日ノ岬・アメリカ村の荒廃など
であり、筆者が派遣された当時（2016 年 4 月）、美浜町役場では、まち・ひと・しご
と創生本部が模範例としている一般的な地方創生政策は馴染まない町であると考え
られていた。
（３）美浜町の地方創生政策
美浜町役場で、従来から地方創生政策として考えられていた案としては、６次産業
…2018年3月末で廃止
図３－１
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化事業、公園活性化事業、煙樹海岸活性化事業、日高地方周遊観光コース開発事業な
どであったが、予算制約の問題や行政の縦割り主義の弊害などで難航していた。
このため、2016 年 6 月に、美浜町長の指示で、筆者の下に役場の若手職員を中心
とした各課横断のプロジェクトチームを結成した。メンバーには、自主的に参加した
職員、上司から指示されてやむなく参加した職員など、想いは様々であり、意見調整
に苦労した。基本的には、2015 年 11 月に作成した『美浜創生総合戦略』に掲げられ
た項目のうち、優先度が高いものについて議論し、表 3-3 のとおり、3つの先行事案
（ProjectＡ，Ｂ，Ｃ）を抽出した。
〔出所〕 美浜町「美浜創生総合戦略」(2005 年 11 月)を筆者が修正。
上記 3 プロジェクトのうち、ProjectA の財源としては、2016 年 3 月に、内閣官房
まち・ひと・しごと創生本部から地方創生加速化交付金を獲得していたが、ProjectB
および ProjectC の立ち上げについては、予算の裏付けがなかったため、新たにまち・
ひと・しごと創生本部の主要な交付金である地方創生拠点整備交付金および地方創生
推進交付金を申請し、獲得した。
① ProjectＡ：煙樹海岸活性化プロジェクト
表３－３
ふれあいと健康と起
業のまち「みはま」
プロジェクト
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（第３章で詳述する。）
② ProjectＢ：ふれあいと健康と起業のまち「みはま」プロジェクト
イ．事業背景
美浜町は、海に面し、煙樹ヶ浜海岸や東西延長 4.5ｋｍの松林の背後にある幅約 500
ｍの細長い高台に、役場、病院、福祉施設、文教施設および住宅地が集積した、極め
てコンパクトな町である。しかしながら、その自然を満喫し、あらゆる世代の住民が
憩える場所がなかった。美浜町では、年少人口（0～14 歳）が 822 人（2015 年国勢調
査）で、年少人口割合が 11.0％と全国平均（12.6％）より少なく、将来推計（趨勢
人口）では、2045 年に 410 人に半減すると想定されていた。また、高齢者世代との
連携も希薄であり、美浜町では、表 3-1 のとおり、核家族世帯割合（61.0％）が全国
平均（56.3％）より進んでおり、特に高齢単身世帯比率（16.7％）が全国平均（11.1％）
より大きく進んでいる。
ロ．事業目的
市街地の中心部にある、今はあまり利用されていない吉原運動公園の隣接地（保安
林）2ha をリニューアルする。子供から高齢者まで幅広く憩える場を整えることによ
り、コミュニティの強化、子育て支援、健康増進、ふるさと教育等を推進するととも
に、起業促進に利用できる施設を設けることにより、松葉堆肥の量産化、地元産品の
販売、雇用の創出などとの政策連携が可能となり、そこに住んでよかったという心の
豊かさを満喫できるまちとする。また、町外から多くの子育て世代を呼び込む。
ハ．事業概要
地方創生拠点整備交付金および地方創生推進交付金を活用して、吉原運動公園の隣
接地をリニューアルし、遊具（健康遊具を含む）や遊歩道などを整備して、あらゆる
世代の住民が交流できる拠点とするとともに、ファブラボ室⁴や産品コーナーを設置
して、当拠点を憩いの場、起業の場とする。具体的には、ファブラボ室では、外部講
師を招請して、子供向けの工作教室や各種教室、起業支援のためのイベントなどを行
う。起業支援としては、リノベーションスクールなどを通じて起業のヒントやネット
ワークの形成を図る。
産品コーナーでは、一般の市場に出回らない地元産品の販売や地元産品を中心とし
たカフェの営業、ファブラボ室で制作した製品の販売など、地元産品のブランド化を
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目指す。広場では、遊歩道や健康遊具、ドッグラン等を設置し、自然を感じながら行
う体操教室、ノルディックウォーキングの新規ルート開拓、老人クラブが子供へ昔の
遊び方伝授、自然と虫とふれあう交流行事、グランドゴルフなどを実施する。
将来的には、住民組織が公園を管理し、管理費用を賄えるようにするため、地元住
民を主体とする「ふれあいと健康と起業のまち創生協議会」を 2017 年 7 月に設立し、
活発に上記のような将来構想について議論した。
二．KPI（重要業績評価指数）
ファブラボ室や産品コーナーが設置され、広場もドッグラン等に利用されることか
ら、将来の収入が期待できる。また、美浜町の治山治水事業として雑木を伐採（一部
松を間伐）することから、良質の松葉堆肥のブランド化に資するほか、製造量も増加
して、個人向け販売も可能となる。これらの結果、当該拠点の魅力が増すことにより、
町外からの移住者や観光客の流入が見込まれることから、表3-4のKPIをもって計測値
とすることが適当であり、5年後までには、拠点の収入額を13,050千円増やすことを
目標としている。
表３－４ ProjectＢのKPI
2017 年度 2018 年度増加分
2019 年度
増加分
2020 年度
増加分
2021 年度
増加分
KPI 増加分
の累計
拠点収入額
（千円） 0 465 3,005 3,380 6,200 13,050
松葉堆肥販売額
（千円） 0 0 20 40 50 110
吉原・新浜地区
転入者数（人） 0 2 5 8 10 25
(出所)地域再生計画『ふれあいと健康と起業のまち「みはま」プロジェクト』(2017.5.30 認定)
ホ．筆者が考える課題
松以外の雑木を伐採したことから、松林の純化が進むため、松葉堆肥の増産や松露
(日本版トリュフ)栽培に道筋をつけることが重要である。協議会の構成メンバーの多
くは多世代交流イベントの開催の方に傾斜しているが、今後の事業の継続性を考えた
場合、収益性があるものを考えていくことが必要であり、新築された 2棟についても、
シェアキッチンやフリースペースとしての活用が考えられる。さらに、中核人材を確
保し、収益事業を確実にしていくことが最大の課題である。
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③ ProjectＣ：日ノ岬・アメリカ村の再生とふるさと教育
イ．事業背景
美浜町三尾地区は、かつて多くの住民をカナダ移民として送り出した地区であり、
その当時の関係資料が多く残されているが、日ノ岬にあるカナダ資料館が 2015 年 2
月から施錠されており、一般の目に触れることができない状態となっている。また、
カナダから帰国した人が建てた洋風建築もかつては多く残されていたが、高齢化等の
影響で数少なくなっており、アメリカ村らしい景観がなくなりつつある。さらに、三
尾小学校は 2008 年から廃校となったうえに、高齢化率も他地区に比べて飛び抜けて
高く、5割を超えている。
ロ．事業目的
移民文化を後世に残すとともに、それらを活用して、三尾地区全体の活性化につな
げ、将来的には、三尾小学校の再開を目指す。
ハ．事業概要
美浜町、特に三尾地区には、既存の観光資源・スポットだけではなく、歴史と文化
を背景にした多様な地域資源や自然資源がある。公民館や歴史的建築物等を活用した
観光・産業開発として、カナダミュージアムや地元海産物を利用したレストランなど
を設けることにより、美浜町としての魅力が向上する。また、地域の観光 PR 施策と
してアメリカ村を中心とするタウンウォッチングを実施することとし、その際にふる
さと教育を兼ねて、まちを案内するための英語で話せる語り部ジュニアの養成を行う。
また、ふるさと教育によってふるさとを愛する心を醸成し、進学や就職で町外に出た
若者たちが将来美浜町に戻って来たくなるようにするため、バンクーバー使節団の派
遣、観光誘致のための観光ルートの整備などを行う。本プロジェクトを推進するため、
2017 年 5 月に、地元住民を主体とする「日ノ岬・アメリカ村再生協議会」を立ち上
げた。
二．KPI（重要業績評価指数）
上記ハにより、美浜町を“訪れてみたい町”、“住んでみたい町”として、インバウ
ンド客や町外からの観光客の増加も見込まれるうえに、アメリカ村レストランやカナ
ダカフェで販売する特産品の開発も行うことから、表 3-5 の KPI をもって計測値とす
ることが適当であり、5 年後までには、観光収入額を 11,420 千円増やすことを目標
としている。
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表３－５ ProjectＣの KPI
2017 年度 2018 年度増加分
2019 年度
増加分
2020 年度
増加分
2021 年度
増加分
KPI増加分
の累計
観光収入額
（千円） 0 0 4,020 3,800 3,600 11,420
観光者数（人） 0 0 500 500 500 1,500
アメリカ村転
入者数（人） 0 0 3 4 1 8
(出所)地域再生計画『日の岬・アメリカ村の再生とふるさと教育』(2017.2.24 認定)
ホ．筆者が考える課題
今後、法人化された組織が持続可能な活動を行っていくことが最大の課題であり、
そのためには、レストランやゲストハウスの売上確保策を早急に策定する必要がある。
地元産品をふんだんに使ったレストランのメニュー作りやゲストハウスの早期営業
開始、各種イベントとリンクしたカナダミュージアムの活用が課題となっている。
（４）金融機関に対する認識
美浜町着任直後は、金融機能で地方創生ができるのではないかと考えて、地元金融
機関である紀陽銀行やきのくに信用金庫、日本政策金融公庫田辺支店、日本政策投資
銀行関西支店、野村證券和歌山支店などに対して積極的にヒアリングを行ったが、
ProjectB の初期段階で若干のアドバイスをもらった程度で、個別具体的な支援はほ
とんどなく、第１章第４節でも述べたように、金融機能の有効性を確認することはで
きなかった。
また、2017 年度以降、ProjectＢについて、地元金融機関や日本政策金融公庫の支
店長に協議会メンバーへの就任をお願いした上で、住民たちに対するアドバイザーと
して、各金融機関職員の協議会部会への参加もお願いしたが、会合が夜になることも
あって、部会には、ほとんど参加してもらえず、今後の収益計画についても特段のア
ドバイスはなかった。ProjectC についても、古民家改修についてのアドバイスの要
請や日ノ岬の再生についての相談を行ったが、事業計画を示すよう繰り返すのみで、
事業計画策定についての具体的な支援は得られなかった。
第３節 美浜町における「３つのなし」の存在証明および地方創生との関係
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（１）地域を駄目にする「３つのなし」の存在証明
石破(2017)は、「３つのなし」の一番よくないパターンとして、「市民は、「まあ、
行政が何とかやってくれるさ」と危機感も抱かず無関心。市民が無関心なので、行政
はいろんな政策は打つものの、どんな効果を上げたかという検証は行わない。民間企
業にも、「自分たちが盛り上げる」という気概はなく、行政に対して「補助金を」「税
制優遇を」と求めるばかりの頼りっぱなしという状況が多く見られた。このため、「３
つのなし」という三位一体の構造で、どこを見ても自ら雇用と所得を産み出す仕組み
にはなっていない」としている。
美浜町が、一般的な地方創生政策は馴染まない町であると考えられていた理由とし
ては、美浜町に滞在した 2 年半の経験から、「放りっぱなし」、「頼りっぱなし」、「関
心なし」の「３つのなし」と、地方創生を妨げる「予言者」、「評論家」、「聞いてない
おじさん」といった 3人の敵の存在が影響していると考える。
具体的には、「役場は放りっぱなし」について、役場職員は通常業務に追われてお
り、プロパー業務は確実に行うが、リスクのある業務は敬遠する。また、個々の政策
効果の検証はほとんど行わない。「企業は頼りっぱなし」については、美浜町に、こ
れといった産業はなく、農業者・漁業者は、役場の補助金、税制優遇を期待している
が、流通構造は農協・漁協がほぼ独占しており、個々の農業者・漁業者の営業努力は
余り見られない。また、商工会加盟の個人事業者はいるが、会社組織を持ったいわゆ
る企業がなく、民間活力の発揮も局地的な範囲に留まっている。「住民は関心なし」
については、住民は現状に対する危機感は感じているものの、役場に対してはあきら
めムードであり、これに対して、役場職員は役場主導でないと地方創生はできないと
自負しているが、住民の認識との距離感は大きい。
このため、これらのプロジェクトの立上げ作業の中で「３つのなし」がどのように
影響したかを検証したい。そのためには、美浜町が「３つのなし」に該当するかどう
かを数値的に検証する必要があり、検証可能なデータとして、表 3-6 のデータを考え
た。
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表３－６ 「３つのなし」の検証データ
検証データ 理由
放りっぱなし（役場）
空き家率 空き家の発生を放置。
高齢単身世帯比率 お年寄りの一人暮らしに対し
て鈍感。
耕作放棄地割合 耕作放棄を黙認。
非水洗化率 住民の利便性に対して消極的。
人件費割合 行政の肥大化に対して無関心。
頼りっぱなし（業者）
建設業の割合 公共事業に頼りすぎている。
土木費の割合 同上。
補助費の割合 補助金に頼りすぎている。
関心なし（住民）
他市町村への通勤者率 職場でないから無関心。
昼間人口比率 昼間いないから無関心。
転出率 地元意識がない。
NPO 認証の人口割合 自立性の指標。
ボランティア行動者率 郷土愛の指標。
（注）美浜町における体験を基にデータを選別した。
① 放りっぱなしの検証
美浜町役場が、如何に課題解決を進められていないか検証するために、空き家率、
高齢者単身世帯比率、耕作放棄地割合、非水洗化率について考察した。また、行政部
門の身を切る努力を表す指標である人件費割合についても検証した。和歌山県の空き
家率は、表 3-７のとおり、16.5％と全国でもワースト 6位であり、表 3-8 のとおり、
美浜町の隣り町の御坊市でも 19％の高率である。美浜町役場においても、町内に空
き家が多く深刻な問題になっていることは認識しているが、現時点に至っても、空き
家率については「放りっぱなし」の状態で、算定しておらず、全体数も把握していな
い。
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表３－７ 空き家率ワースト 10
順位 都道府県
空き家率
（%）
空き家率
（%）
空き家率
（%） 総住宅数
※二次的
住宅除く 2013 年 2008 年
実数
(1,000 戸)
2013 年 2013 年
1 山梨県 17.2 22 20.3 422
2 愛媛県 16.9 17.5 15.1 705
3 高知県 16.8 17.8 16.6 392
4 徳島県 16.6 17.6 15.9 365
4 香川県 16.6 17.2 16 471
6 和歌山県 16.5 18.1 17.9 476
6 鹿児島県 16.5 17 15.3 864
8 山口県 15.6 16.2 15.1 707
9 岡山県 15.4 15.8 14.8 886
10 広島県 15.3 15.9 14.6 1,393
（注）二次的住宅とは別荘等。
（出所）総務省「平成 25年住宅・土地統計調査速報集計」（表 3－8も同様）
高齢単身世帯比率、非水洗化率は、図 3-2,3 のとおり、和歌山県平均や全国平均と
比べて高率であり、特に、町全体の面積の半分を占める三尾地区に公共下水道が敷設
されていないことが非水洗化率を押し上げている。人件費割合については、国や県と
財政構造が大きく異なるため、近隣のまち（日高町、印南町、日高川町）と比べるこ
とにしたが、図 3-4 のとおり、印南町、日高川町が 10％台前半であるのに対し、美
浜町と日高町は、概ね 10％台後半で推移している。なお、美浜町の耕作放棄地割合
が、図 3-5 のとおり、9.7％と近隣の町はおろか、全国平均や和歌山県平均よりも低
いが、これは、そもそも耕地面積が 207ha と狭いためであると考えられる。
美浜町には小学校が 3 校あったが、10 年前（2008 年）に、児童数が減ったという
理由で一番辺ぴな場所にあった三尾小学校が廃校になった。このため、三尾地区に住
む小学生たちは、スクールバスで通学することを余儀なくされており、母数が少ない
（3校→2校）ことから、統計的に検証しづらいが、「放りっぱなし」の一つの事象と
なっている。これに対して、離島である隠岐の島に所在する隠岐島前高校(島根県海
士町)では、2008 年度に生徒数 28 名まで落ち込んでいたが、「放りっぱなし」にはせ
市町村名 空き家率
白浜町 40.2
串本町 26.6
那智勝浦町 24.1
かつらぎ町 21.5
海南市 20.4
御坊市 19.0
田辺市 18.9
新宮市 17.6
有田市 17.2
表３－８ 和歌山県内
ワーストランキング
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ず、2010 年度から「島留学」という魅力的な制度を打ち出し、図 3-6 のとおり、2016
年度の入学者数は 67 名（うち半数近くが島外者）まで増やしている。
（出所）国勢調査
（出所）一般廃棄物処理事業実態調査
（出所）地方財政状況調査（市町村別決算状況調）
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(注) 「耕作放棄地」は、以前耕地であったもので、過去１年以上作物を栽培せず、
しかもこの数年の間に再び耕作する考えのない土地をいう。
（出所）農業センサス（2010 年）
（注）海士町資料
② 頼りっぱなしの検証
公共事業に「頼りっぱなし」かどうか立証するために、建設業割合、土木費割合、
補助費割合を検証した。
建設業の割合は、図 3-7,8 のとおり、事業所ベース、従業者ベースとも美浜町が
和歌山県平均や全国平均と比べて高率であり、土木費の割合、補助費の割合は、財
政構造が類似の近隣のまち（日高町、印南町、日高川町）と比べると、土木費の割
合は、図 3-9 のとおり、日高川町を除いて高率（10％前後）であり、補助費の割合
は、図 3-10 のとおり、印南町や日高川町が 10％前半であるのに対し、美浜町と日
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高町は高率で、「頼りっぱなし」の状況となっている。
（出所）経済センサス－基礎調査
（出所）経済センサス－基礎調査
（出所）地方財政状況調査（市町村別決算状況調）
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（出所）地方財政状況調査（市町村別決算状況調）
③ 関心なしの検証
美浜町の住民が、役場が行っている行政内容に如何に無関心であったか立証する
ために、他市町村への通勤者率、転出率、昼間人口比率を検証した。また、住民が
役場に頼らず自ら行動している指標として、NPO 認証の人口割合やボランティア活
動の行動者率も検証した。
他市町村への通勤者率、転出率は、図 3-11, 12 のとおり、美浜町は、和歌山県平
均や全国平均と比べて高率であり、昼間人口比率は、図 3-13 のとおり、低率である。
このため、役場が行っている行政内容について、関心がなくても仕方がないような
状況となっている。
(出所)国勢調査
0
5
10
15
20
図３－10 補助費の割合の推移
美浜町
日高町
印南町
日高川町
（％）
0
10
20
30
40
50
60
70
1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
図３－11 他市町村への通勤者率
美浜町
和歌山県
全国
（％）
49
（出所）市区町村の境界を越えて他の都道府県又は当該市区町村へ住所を移した者の数。(統計局
で算出）ただし、2005 年までは，当該市区町村の境界を越えて他の市区町村へ住所を移し、
転出証明書の発行を受けた者の数。
(出所)国勢調査
NPO 認証の人口割合を地方別に見ると、図 3－14 のとおり、美浜町を含む日高地方
が那賀地方に並んで低水準であり、ボランティア活動の行動者率は、市町村統計がな
いため、和歌山県の水準を見るしかないが、表 3-8 のとおり、全国平均を下回ってお
り、いずれも地域社会に対する「関心のなさ」を示している。
「３つのなし」の検証は、美浜町役場で勤務した経験から感覚的には間違いないと
考えており、本節の表 3-7,8 および図 3-2～4,7～14 のデータからも客観的に該当性
が認められた。図 3－5の耕作放棄地割合については、「放りっぱなし」に該当しなか
ったが、そもそも美浜町は和歌山県でも太地町に次いで面積が小さく、農家も少ない
ために、有意な数値が出なかったのではないかと推定される。
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図 ３－14 NPO 認証の人口割合
（注）「那賀地方」は、紀の川市、岩出市、「海草地方」は、海南市、紀美野町、「伊都地方」は、
橋本市、かつらぎ町、九度山町、高野町、「有田地方」は、有田市、広川町、湯浅町、有田
川町、「日高地方」は、御坊市、美浜町、日高町、由良町、印南町、みなべ町、日高川町、
「西牟婁地方」は、田辺市、白浜町、上富田町、すさみ町、「東牟婁地方」は、新宮市、那
智勝浦町、太地町、古座川町、北山町、串本町
（出所）NPO 所管庁資料、住民基本台帳（平成 30年）
表３－８ ボランティア活動の年間行動者率(2016 年)
順位 都道府県 年間行動者率(％)
1 滋賀県 33.9
2 岐阜県 33.4
3 島根県 33.1
42 埼玉県 24.2
42 和歌山県 24.2
46 東京都 21.6
47 大阪府 20.6
全国平均 26.0
（出所）社会生活統計指標－都道府県の指標－2018 
（２）「３つのなし」と地方創生との関係
上記（１）のとおり、美浜町には「３つのなし」が存在することが推察される。美
浜町では、第２節のとおり、なかなか地方創生が進んでいなかった。このことについ
て、「「３つのなし」の存在が地方創生プロジェクトが成功しない理由であった」との
仮説に立ち、和歌山県各市町村における「３つのなし」と地方創生との相関関係を探
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る。検証にあたっては、表 3-6 の検証データのうちから、「放りっぱなし」について
は「高齢単身世帯比率」「非水洗化率」、「頼りっぱなし」については「建設従業者比
率」、「関心なし」については「昼間人口比率」「NPO 認証率」に対して、地方創生の
象徴的な指標である和歌山県各市町村の人口増減（1985～2015 年）との相関関係を
散布図で確認した。
検証の結果、「NPO 認証率」については、図 20 のとおり、認証率が減少するに従い
人口が増加しているが、「高齢単身世帯比率」「非水洗化率」「建設従業者比率」「昼間
人口比率」については、図 3-15～18 のとおり、数値が減少するに従い人口が増加し
ている。上記の検証データが適切であるという前提に立てば、「「３つのなし」の存在
が地方創生プロジェクトが成功しない理由であった」との仮説がほぼ正しいことが推
察される。
（出所）国勢調査。人口増減は（2015 年/1985 年）
0
5
10
15
20
25
30
35
-60 -40 -20 0 20 40 60 80 100
高
齢
単
身
世
帯
率
( ％
)
人口増減率(％)
図３－15 和歌山県市町村の高齢単身世帯比率と人口の増減との相関(相関係数＝0.684)
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（出所）一般廃棄物処理事業実態調査、人口増減は国勢調査（2015 年/1985 年）
（出所）経済センサス－基礎調査、人口増減は国勢調査（2015 年/1985 年）
（出所）国勢調査。人口増減は（2015 年/1985 年）
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図３－16 和歌山県市町村の非水洗化率と人口の増減との相関(相関係数＝0.081)
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図３－17 和歌山県市町村の建設従業者比率と人口増減との相関(相関係数＝0.307)
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図３－18 和歌山県市町村の昼間人口比率と人口増減との相関(相関関数＝0.476)
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（出所）和歌山県 NPO サポート協会（2019 年 4月末）、人口増減は国勢調査（2015 年/1985 年）
さらに、和歌山県全市町村の人口増減（1985～2015 年）を被説明変数、「高齢単身
世帯比率」「非水洗化率」「建設従業者比率」「昼間人口比率」「NPO 認証の人口割合」
を説明変数として、表 3－9 のとおり、クロスセクション・データで重回帰分析を行
った。それによって、和歌山県内各市町村における「３つのなし」と人口増減との因
果関係を探った結果、表 3-10 のとおり、「高齢単身世帯比率」(「放りっぱなし」の
代理変数)と「昼間人口比率」（「関心なし」の代理変数）の２つについて、人口増減
に有意に負の結果が得られた。
このように、統計資料では、「３つのなし」の相関関係は認められ、和歌山県各市
町村との定量分析では、「３つのなし」までは認められなかったが、「放りっぱなし」
と「関心なし」の２つについては、因果関係が認められた。
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図３－19 和歌山県市町村のNPO認証の人口割合と人口増減の相関(相関関数＝0.178)
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表３－９ 和歌山県各市町村の人口増減率と「３つのなし」の検証データ
市町村名 人口増減率
（％）
高齢単身世帯比率
（%）
非水洗化率
（％)
建設業従業者比率
(%)
昼間人口比率
(％)
NPO 認証割合
(％)
和歌山市 -9.27 14.61 43.8 6.26 104.5 0.483
海南市 -22.85 16.00 40.1 5.76 95.7 0.366
橋本市 12.10 12.06 56.8 4.15 84.7 0.393
有田市 -19.58 13.26 9.4 10.83 93.9 0.316
御坊市 -18.55 14.37 36.1 6.98 115.0 0.484
田辺市 -15.29 16.35 15.9 7.93 101.9 0.522
新宮市 -27.52 20.47 15.8 8.67 109.8 0.477
紀の川市 -2.82 12.23 45.3 5.92 91.2 0.303
岩出市 90.45 8.93 51.1 5.27 79.0 0.225
紀美野町 -38.78 20.80 40.7 12.01 93.2 0.326
かつらぎ町 -28.98 16.52 58.8 9.18 98.2 0.294
九度山町 -40.81 19.50 71.9 14.12 84.4 0.685
高野町 -52.48 21.16 85.3 5.33 116.2 0.298
湯浅町 -28.95 16.01 4.8 8.75 101.1 0.328
広川町 -19.76 13.17 30.1 13.09 91.3 0.138
有田川町 -13.06 13.99 60.3 12.21 94.4 0.417
美浜町 -17.27 16.01 45.3 8.41 82.0 0.267
日高町 9.55 12.10 17.9 11.41 75.1 0.131
由良町 -37.05 17.42 49.0 7.49 90.9 0.343
印南町 -24.02 15.03 30.0 14.19 93 0.000
みなべ町 -16.51 11.54 47.0 10.04 101.8 0.157
日高川町 -18.57 15.48 10.1 21.25 91.4 0.307
白浜町 -14.77 17.89 18.6 5.61 99.6 0.372
上富田町 18.01 11.94 25.4 7.21 91.8 0.334
すさみ町 -39.10 26.05 45.9 19.97 97.2 0.485
那智勝浦町 -29.51 21.99 32.9 5.85 94.9 0.446
太地町 -28.44 22.04 76.1 6.39 84.8 0.324
古座川町 -38.35 28.68 46.9 14.49 95.2 0.000
北山村 -34.99 26.05 15.0 27.17 108.1 2.242
串本町 -34.16 23.63 31.2 7.34 98.4 0.423
（注）「人口増減率」は、1985 年から 2015 年までの増減率。
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表３－10 回帰分析結果
係数 標準誤差 t P-値
切片 136.583 38.330 3.563 0.002
高齢単身世帯比率（%） -2.966 0.850 -3.489 0.002
建設業従業者比率(%) -1.051 0.842 -1.249 0.224
非水洗化率(％) -0.104 0.183 -0.567 0.576
昼間人口比率(％) -1.005 0.400 -2.515 0.019
NPO 認証割合(％) 16.901 11.229 1.505 0.145
重相関 R 0.767
重決定 R2 0.589
補正 R2 0.503
標準誤差 18.338
観測数 30
（３）地方創生を妨害する３人の敵…「予言者」、「評論家」、「聞いてないおじさん」
何もしなければ失敗はないが、何もしなければ未来もない。既得権益組織である農
協・漁協の幹部は、現行の流通構造や体制を壊すことを恐れており、大きな変化を求
めていない。特に漁協幹部などは、美浜町役場が先導する ProjectＣについて、「絶
対失敗する」と断言（予言者）している。また、役場職員も、「リスクがある」と発
言するだけで実行しない者（評論家）が多い。地方創生事業について、地区住民の中
には、一部の人間が勝手にやっていると批判する「聞いてないおじさん」が多数存在
し、何度、住民説明会を行ってもキリがない。木下（2016）は、「聞いてないおじさ
んは、自分で責任をとりたくない人か、そもそもそのプロジェクトなどが気に入らな
い人で、まともに相手をしていたら時間がなくなる」としている。
また、役場職員に事前説明した場合、実行前に企画を止められる可能性（役場の
習性として、一人でも苦情が出ると予想されればその政策は行わない）があり、やむ
を得ず事後承諾の手法を取ることが多かったため、町会議員や役場の管理職の中にも
「聞いてないおじさん」が多数存在したが、役場の若手クラスには改革を求める声も
あり、役場の内外を問わず、抑圧されている若者の意識を如何に鼓舞するかが地方創
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生の進展にとって重大な課題であると確信した。
第４節 ソーシャル・キャピタルの該当性と地方創生
（１）ソーシャル・キャピタルの定義
前節で「３つのなし」の検証を行ったが、これらの項目はまさにソーシャル・キャ
ピタルそのものではないかという仮説に基づいて考察を行う。
ソーシャル・キャピタルについては、先行研究で数々の言及がなされており、稲葉
（2011）は、「ソーシャル・キャピタルという表現を初めて欧米で用いたのは、1904
年のヘンリー・ジェームスの小説『金色の盃』である」としており、イギリスで活躍
したアメリカの小説家ヘンリー・ジェームスは、『金色の盃』(1904)の中で、ヒロイ
ンを形容した記述として、「ソーシャル・キャピタル」という表現を用いている。
また、アメリカの教育者で哲学者でもあるジョン・デューイ(1915)は、「読み、書
き、計算は、ソーシャル・キャピタルという富の扉を子どもに開いてやる鍵を意味し
ている」と論じており、ウエスト・ヴァージニア州の地方教育長である L.J.ハニフ
ァン(1916)は、「社会単位を構成する個人や家庭間の社会的な交流、善意、道場など、
コミュニティ内で人々の交流が独自の価値を持つ」と論じた。
ジョン・バーンズ(1954)は、「①地域性に基づく場、②産業システムにより生み出
された場、③友人関係や知人関係の紐帯で構成され組織単位も境界線も調整役もない
場、といった 3つの社会的な場」をネットワークと呼び、特に 3番目の友人関係や知
人関係の紐帯で構成される社会的な場の形成に注目し、「個人のネットワークの中で
の空隙を埋めることに意義があり、そこから生じる付加価値がソーシャル・キャピタ
ルである」と論じた５。
ジャーナリストのジェイン・ジェイコブス（1961）は、「ソーシャル・キャピタル
は、一人きりの世界では成立しないし、社会がなければ存在しえない。その社会のあ
り方から大きな影響を受け、ユニークで多様な社会的文脈を形成する」と論じている。
フランスの文化社会学者であるピエール・プルデュー（1986）は、「ソーシャル・
キャピタルは、あるグループのメンバーであることから生まれるネットワーク関係の
所有のことであり、グループの中の人間の中に埋め込まれている」とした。
シカゴ大学ビジネススクールのロナルド・バート（1992）は、「ソーシャル・キャ
ピタルは、二つの異なったグループ間の橋渡しをすることに価値がある。ソーシャ
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ル・キャピタルは個人に帰する」と論じている。
これらの主張に対して、ソーシャル・キャピタル論の礎を築いたハーバード大学の
ロバート・パットナム（1993）は、「ソーシャル・キャピタルは公共財であり、社会
やコミュニティに帰属するものである。信頼は社会資本の一つの本質的な構成要素で
あり、一般化された互酬性の規範は社会資本のきわめて生産的な構成要素であり、市
民的積極参加のネットワークは、社会資本の一つの本質的な形態である。「信頼」「規
範」「ネットワーク」といったソーシャル・キャピタルの 3 つの特徴が相互強化的で
あり、ソーシャル・キャピタルは、民主主義がうまくいくための鍵となる重要な要素
である」としている。
2000 年に開催された OECD とカナダのヒューマン・リソース開発局との合同専門家
会議でも、報告書『国の福利：人的資本及び社会的資本の役割』（2001）において、
「グループ内（間）の協力を容易にさせる規範・価値観・理解の共有を伴ったネット
ワークがソーシャル・キャピタルである」と定義している。
デューク大学のナン・リン（2001）は、「ソーシャル・キャピタルは、人々が何ら
かの行為を行うためにアクセスし、活用する社会ネットワークの中に埋め込まれた資
源である。規範や信頼はその結果生じるものであって、ソーシャル・キャピタルでは
ない」と論じている。
リバプール大学教授のジェラード・ジェランティ（2006）は、「ソーシャル・キャ
ピタルは、J.J.ルソーの『社会契約論』（1762）の政治思想まで遡る。ユニークで変
幻時代な社会的文脈の中で昔から存在していたが、コミュニティこそソーシャル・キ
ャピタルの苗床を形成している」と論じている。
これらのように、先行研究では様々な見解があるが、稲葉（2008）は、これらの研
究を総括して、「ソーシャル・キャピタルとは、心の外部性を伴った信頼、互酬性の
規範、ネットワークであり、「心の外部性」とは、人々の心に働きかけて、人々が認
識して初めて意味を持つ」としている。また、これらの 3要素に関して、メリーラン
ド大学のエリック・アスレイナー（2002）は、「信頼には、①社会的全般に対する信
頼（一般的信頼）と②特定の人や組織に対する信頼（特定化信頼）がある 16」として
いる。互酬性の規範については、マーク・ワーレンが、「規範には、①社会的全般へ
の一般的互酬性（見ず知らずの他人に挨拶を返す）と②特定の人や組織に対する特定
化互酬性（知り合いにだけ挨拶を返す。）がある６」としている。さらに、ジェームス・
58
コールマン（1990）が、「ネットワークについて、①閉じたネットワークと②開いた
ネットワークがあり、ネットワークが閉じている方が互酬性の規範がより貫徹しやす
い」と論じた。稲葉（2011）は、「一般的信頼は、開いたネットワークと社会全般へ
の互酬性と関連しており、特定化信頼は、閉じたネットワークと特定化互酬性と関連
している」と述べている。
ロバート・パットナム（2000）は、ソーシャル・キャピタルの類型論を展開し、「内
向きな指向を持ち、排他的なアイデンティティと等質な集団を強化していくボンディ
ング（結束型）なソーシャル・キャピタルと、外向きで多様な社会的亀裂を超えて人々
を包含するブリッジング（橋渡し型）なソーシャル・キャピタルがあり、前者が特定
の互酬性を安定させ、連帯を動かしていくのに都合がよく、後者は外部資源との連携
や情報伝播において優れている」としている。坪郷（2015）は、「こうした水平的関
係に対して、垂直的関係を含む、異なる機能を持つ機関や組織間のリンキング（連結
型）なソーシャル・キャピタルが区別されている」としている。
（２）ソーシャル・キャピタルであることの該当性と地方創生
上記(1)で掲げた学説を俯瞰的に見た場合、稲葉（2008）の主張がソーシャル・キ
ャピタルの定説と考えることが論理的であり、「信頼」、「互酬性の規範」、「ネットワ
ーク」がソーシャル・キャピタルの定説であると広く考えられている。鈴木（2014）
は、「ソーシャル・キャピタル概念を用いた諸研究が発展することになった一因は、
そもそも個人主義的な理論体系では説明のつかなかった現象を理解するための概念
としてソーシャル・キャピタルを導入したことにあった 7」としている。本論文では、
「信頼」、「互酬性の規範」、「ネットワーク」のいくつかの要素を含んでいれば、ソー
シャル・キャピタルであるとして考察を加えていきたい。
また、美浜町の「３つのなし」が「３つのあり」に変化すれば、「行政は放りっぱ
なし」が「行政が機動的に対応」、「企業は頼りっぱなし」が「企業が自立的に行動」、
「住民は関心なし」が「住民が行政を監視」に転換すると考えられることから、「３
つのあり｣がソーシャル・キャピタルに該当するか否かについて、美浜町の事例を基
に考察する。
第３節で述べたとおり、美浜町でも、当初は「３つのなし」が固定化して、一般的
な地方創生は馴染まない町だと考えられていた。美浜町役場は職員数 90 名ほどの規
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模の小さな町役場であり、財源的な裏付けもなかったことから、地方創生に対して無
力感が蔓延しており、「行政は放りっぱなし」の状況であった。このような状況に対
して、美浜町民もあきらめムードで行政には期待できないとして、「住民は関心なし」
という状況に至っていた。一方、美浜町では、農業者や漁業者は役場に対して補助政
策を迫るものの、自立して収益を産み出す意識に欠けており、「行政に頼りっぱなし」
という状況だった。
しかし、まち・ひと・しごと創生本部の地方創生推進交付金および地方創生拠点整
備交付金の交付が内定した後、住民説明会を開いてプロジェクトへの参加を住民に呼
びかけたところ、ProjectB および Cとも、「まちの活性化のために貢献したい」とい
う住民たちが集まり、プロジェクトを成功させるための熱心な議論が始まった。2つ
の交付金のうち、ハード事業中心の地方創生拠点整備交付金は単年度の交付金であっ
たが、ソフト事業中心の地方創生推進交付金は、3年間（2017～2019 年度）の期間限
定の交付金であり、この 3 年間で収益力のある組織となり、「行政に頼りっぱなし」
ではなく、自走できるための実験期間を与えられたと考えれば、地域住民の自立を促
す理想的な仕組みであった。実際、両プロジェクトとも、3年後に自立するための法
人組織（NPO、一般社団法人）の立ち上げも実現し、地方創生事業で建設・改修され
た施設の指定管理も受け、現在は 2020 年度からの自走に向けて真剣に準備を行って
きている。
ステファンゴールド・スミスら（2004）が、「民間の力をネットワークによって発
揮させる調整者」が行政であるとしているが、町役場サイドも、地方創生関連の交付
金は町負担も少なく魅力的なプロジェクトであると捉え、住民たちの動きに呼応して、
これらの組織をフォローする動きも出てきている。
それまで、職業も立場も異なる住民たちが集まって、ProjectB や ProjectC の成功
に向けて議論し、イベントなども助け合って開催するなど、正に「きずな」そのもの
であり、美浜町の事例は、ソーシャル・キャピタルに該当すると考える。
次に、ソーシャル・キャピタルが地方創生に有効かについて考察する。要藤（2018）
は、「経済資本、人的資本に続く第 3 の資本がソーシャル・キャピタルである」と捉
え、その活用を提言しているが、「わが国においてソーシャル・キャピタルに関する
公的な統計データはなく、また確立された計測方法もない」としている。
わが国におけるソーシャル・キャピタルに関する計測の例としては、内閣府（2003）
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や日本総合研究所（2007）、稲葉（2010）などがあり、いずれもアンケートを基に、
「信頼」「規範」「ネットワーク」の計測を試みており、内閣府（2003）では、「ソー
シャル・キャピタルは、東京・大阪等の大都市部において値が相対的に低く、地方部
の値が相対的に高い傾向にある」と記載されており、日本総合研究所（2007）では、
西日本の地域で値が高くなること（西高東低）が示されている８。なお、山内（2003）
も「非営利組織」「寄付」「ボランティア」の指数からの計測を試みており、九州・中
国地方の県が上位を占めている９。
定性的には、「３つのなし」が「３つのあり」に転換してソーシャル・キャピタル
となれば、住民からの行政側へのモニタリングが効き、地方政府の首長が独善で行政
を行うことはできなくなり、行政を担当する側もおのずと効率性を意識せざるを得な
くなることから、政府の効率を考えるうえでも重要な要素であり、「行政は放りっぱ
なし」や「住民は関心なし」といった問題が解消されれば、行政の効率性が上がると
考える。ラ・ポルタら（1997）も、「信頼関係の有無は、特に大きな組織の効率性に
影響を与える。一般的信頼の高い国は、官僚の賄賂要求頻度で見た政府の腐敗度が低
く、官僚機構の質と納税遵守度が高く、インフラの整備も行き届き、法制度の効率性
との整合性も高い 10」としている。
『平成 16 年版国民生活白書』では、「官の提供する住民サービスには公平性と平等
性が求められることもあり、個人の多様なニーズや質の追求にきめ細かく対応するこ
とにはおのずと限界がある。住民が自分の関心のある分野で経験や能力をいかし、
様々な関係者と協力しながら個人では解決できない地域の様々な課題に自発的に取
り込む活動は、新しい形の「公共」を創り出すことにつながるのではないだろうか」
と「きずな」の重要性を強調して、「新しい公共」という概念を創出している。
さらに、稲葉（2011）は、「住民が自発的に、従来役所が提供しているサービスの
一部を担うということが「新しい公共」ということになる。ソーシャル・キャピタル
がなければ「新しい公共」は機能しない」としており、「新しい公共」円卓会議 11が
2010 年 6 月に行った『「新しい公共」宣言』では、「「新しい公共」によって「支えあ
いと活気のある」社会が出現すれば、ソーシャル・キャピタルの高い、つまり相互信
頼が高く社会コストが低い、住民の幸せ度が高いコミュニティが形成される」として、
地方創生に対するソーシャル・キャピタルの有効性を強調している。
総務省が 2005 年に出した『地方公共団体における行政改革推進のための新たな指
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針―新地方行革指針』では、「これまで行政が主として提供してきた公共サービスに
ついても、今後は、地域において住民団体をはじめ NPO や企業等の多様な主体が提供
する多元的な仕組みを整えていく必要がある。これからの地方公共団体は、地域の
様々な力を結集し、新しい公共空間を形成するための戦略本部となり、行政自らが担
う役割を重点化していくことが求められている」としている。
また、坪郷（2015）は、「公共政策において、ソーシャル・キャピタルが社会資源
として利用されている。ソーシャル・キャピタルが政策ネットワーク内で潤滑油とし
て機能し、あるいは連結型ソーシャル・キャピタルにおいて、つまり政府と多様な主
体の間のパートナーシップと協同ガバナンスにおいて有用である」としている。さら
に、三浦 (2015)も、「そこに住む人々の間で豊かなソーシャル・キャピタルがはぐく
まれている地域においては、当然様々な市民活動は活発であろうし、市民活動が低調
なところではソーシャル・キャピタルも豊かとはいえないだろう」として、ソーシャ
ル・キャピタルが市民活動にとって必要条件になり、「豊かなソーシャル・キャピタ
ルは市民の多様な活動を活発化させる環境を提供する」としている。これらのことか
ら、ソーシャル・キャピタルは、地方創生にとって有効であると結論付けたい。
なお、稲葉（2011）は、「起業活動、経済活動を円滑に行うためには一般的信頼も
不可欠になる。つまりソーシャル・キャピタルは起業活動の根幹に関わっているとい
える。（中略）一致団結して課題に対応するには、凝集性が高い閉じたネットワーク
の方が適しているが、何かイノベーションを行うには開いたネットワークの方がよい。
（中略）地域における新たな課題への対応は、地域の現状について辛口の意見を持っ
ているだけに、目的意識がはっきりしており、様々なバックグラウンドを持つ NPO な
どのブリッジングな集まり（開いたネットワーク）の方が有効なのかもしれない」と
しており、石田（2008）は、「結束が強すぎることによって排他的な力が働くことは
あるものの、地域社会のなかで地縁的な結びつきが一定の役割を果たすことも確かで
ある。ブリッジングなソーシャル・キャピタルの重要性は確かであっても、それだけ
を高めることはアンバランスなソーシャル・キャピタルをもつ社会を形成することに
つながりかねない」として、バランスの必要性を強調している。
確かに美浜町での経験からも、第３節で紹介した「3人の敵」については、自治会、
町役場、町議会、農協、漁協、自治会などボンディングなソーシャル・キャピタル（閉
じたネットワーク）のメンバーから輩出することが多く、稲葉（2011）が言うダーク
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サイド（「しがらみ」とボンディングなソーシャル・キャピタルは表裏一体の場合が
多いと指摘)もあり、地方創生を推進していくためにはブリッジングなソーシャル・
キャピタルの方が適していると考えるが、ボンディングなソーシャル・キャピタルの
方が効率的な部分もあるため、両者のバランスが重要であると考える。
第５節 地方創生に対する交付金の有効性についての検証
（１）政府間財政移転の分類と財政調整機能
特定補助金は、財政法上は、国庫支出金と呼ばれ、いくつかの種類がある。国庫支
出金の交付が行われるケースとしては、地方財政法に規定があり、①義務教育費や生
活保護費（地方財政法第 10 条）、建設事業費（地方財政法第 10 条の 2）、災害復旧費
（地方財政法第 10 条の 3）など、国と地方公共団体相互の利害に関係のある事務の
うち、その円滑な運営を期するためには、なお、国が進んで経費を負担する必要があ
る事務（地方財政法第 10 条)、②施策を行うため特別の必要があると認めるとき又は
地方公共団体の財政上特別に必要があると認めるとき（地方財政法第 16 条)、③もっ
ぱら国の利害に関係のある事務（地方財政法第 10 条の 4）がある。上記①は国庫負
担金、②は国庫補助金、③は国庫委託金に該当する。
また、一般補助金とは、受領した地方公共団体が自由に使用できる、縛りのない補
助金（地方交付税法第 1条）で、我が国では、地方交付税が一般補助金に該当すると
言われている。(持田（2013）、西村・宮崎（2015）)
佐藤（2009）は、国庫負担金の問題は、「一口に特定補助金といっても課される条
件の幅や程度は様々であり、それを比較的緩く設定することで、地方分権との整合性
も保たれる。それが特定補助金だからというよりも、特定の度合いが強過ぎる、国が
詳細に決め過ぎていることにある」としている。国庫補助金については、対象経費と
して、「補助金」や「交付金」といった制度上の区分があり、特に「交付金」が支給
される分野として、最近は、地方創生、防災、復興など、地域経済への貢献性が高い
分野が主となっており、地方創生については、まち・ひと・しごと創生本部が出す地
方創生推進交付金が注目を浴びている。佐藤（2009）では、「交付金は特定事業・特
定箇所ではなく、「まちづくり」など包括的な政策目的に対する助成で、補助金より
も地方の裁量が利く」としている一方、佐藤（2018）では、「地方創生関係交付金は
先進的な自治体の取り組みを支援するとするが、何が先進的かは国の判断によるとこ
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ろが大きい。自治体は自らの創意工夫ではなく、国をおもんぱかった計画を作ること
にもなりかねない」と懸念を示している 12。実際、国から交付金を受けた地方公共団
体は、国が決めた交付金要綱を誠実に実行するケースやプロジェクトを立ち上げ、そ
の運営を民間企業または民間企業のグループに委託するというケースが多い。
一般補助金に該当するとされている地方交付税について、佐藤（2009）では、「地
方固有の財源であり、「国が地方に代わって徴収する地方税」とする向きがあるが、
地域間配分は財政力の平準化と財源保障に従っており、税収の上がった地域に配られ
ているわけではない」としており、佐藤（2018）では、「現行の交付税はむしろ地方
の財政規律の弛緩、依存体質を助長してきた。自治体は事あるごとに「交付税の総額
確保」を要求している。改革努力の前に交付税をあてにする状況で本当に改革が進む
のかは疑問だ」としている。小林（2018）は、「地方交付税には、財源保障機能と財
政調整機能という二つの機能がある」とした上で、財源保障機能については、「自治
体が実施を義務付けられている公共サービスを中心に、その経費の一部を国が国庫支
出金として交付した上で、残りの地方負担分については、地方交付税の算定対象とし、
個々の団体の財政力に応じて配分されるといった財源が保障される仕組みとなって
いる」としており、財政調整機能についても、「主に地域間の財政力格差を調整する
ものであり、需要格差と収入格差の調整を行っているものと解釈できる」としている。
財政調整機能は、垂直的な不均衡の調整と水平的不均衡の調整に分類される。垂直
的な不均衡の調整とは、階層が異なる政府、例えば国と地方公共団体の間の調整をい
い、水平的不均衡の調整とは、同等の階層の政府、例えばある地方公共団体とある地
方公共団体との間での不均衡の調整をいう。このうち、水平的不均衡の調整の役割を
担っているのが地方交付税制度である 13。水平的不均衡の調整について、アメリカの
経済・財政学者であるジェームズ・M・ブキャナン（1950）は、「再分配は個人を対象
に考えるべきで地域をターゲットにすべきではない」ことを明確にした上で、「（所得
が）同等な個人は、居住地がどこであっても、財政的には等しく取り扱われなければ
ならない。」としており、「財政的な扱い」を財政余剰（Net Fiscal Surplus）という
概念で捉えようとした。すなわち、「それぞれの所得階層ごとに全国的な財政余剰の
平均値を求め、その平均値との差額を移転するような仕組みを作れば、所得階層ごと
の財政余剰は均等化され、居住地による差別的な扱いは消滅する」とした 14。
これに対して、チャールズ・M・ティブー（1956）は、「足による投票」という考え
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方を提示し、「住民が、自分にとって好ましい行政サービスを提供してくれる他の自
治体の地域に移動すれば、自治体間の競争メカニズムが発生して効率化する」とした。
このため、カナダの経済学者であるロビン・W・ボードウェイ＆フランク・R・フラッ
ターズ（1982）は、「個人単位ではなく、地域間の一括移転でも水平的な公平性が実
現できる」ことを示した。
麻生（2009）は、地方交付税の地域間移転を考える場合の注意すべき点を、「①便
益や負担は最終的には個人に帰着する。②効率性と公平性からの評価が必要である。
③地域間格差の原因を明確にして議論する必要がある。④住民の移動可能性を考えな
ければならない」とした上で、ブキャナン案に対して、「ブキャナンの提案した移転
は非常に複雑である。これを実際に適用すれば、地域・個人に応じて移転額を変えな
ければいけない」と現実性を問題視している。これに対して、ボードウェイ＆フラッ
ターズ案については、「移転額を個人によって変える必要がなく、その意味で実行が
極めて容易であるという特徴を持つ」と実行可能性を評価しているものの、「水平的
公平性は満たしているが、それ以外の移転が含まれているため、移転総額はブキャナ
ン案よりも多くなる」としている。
地方譲与税について、佐藤（2009）は、「国税として集められた税収を、地方に移
転するものである。交付税ほどの財政調整は働かないものの、(自主財源というより
も)補助金に近い」としている。地方特例交付金 15についても、国から交付される交
付金の一つであるが、地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律に基づい
て、恒久的な減税に伴う地方税の減収額の一部を補填するために、地方税の代替的性
格を有する財源として将来の税制の抜本的な見直し等が行われるまでの間交付され
るものをいい、佐藤(2009)は、「その原資は元々、義務教育費国庫補助負担金であり、
三位一体の改革の過程で「暫定的に」一般補助金化（一般財源化）したもの」として
おり、林（2015）も同様の見解を示している。
なお、図 3－21 は、政府間財政移転を分類・整理したものである。
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図 ３－21 我が国の政府間財政移転の体系
(出所)持田（2013）、佐藤（2009） 、林（2015）および西村・宮崎（2015）を基に作成。
学術的な意味での「補助金」は、政府間財政移転を指す概念として用いられており、
一般か特定か（使途や目的に条件が付いているか否か）の分類で「補助金」という言
葉が使われる。（西村・宮崎（2015））本論文では、国から地方への移転を住民の立場
で捉える場合にのみ、政府間財政移転を一般的な言葉として「交付金」という用語を
用いる。
（２）交付金に対する立場の違い
交付金提供者である国の立場から見た補助金と、交付金受領者である町役場の立場
から見た交付金との相違点について、それぞれの立場から考察する。
伝統的な政府間機能配分論では、資源配分機能、所得再分配機能、経済安定化機
能といった財政の 3機能を分類した上で、オーツの分権化定理 16に従い、資源配分機
能のうち地方公共財の供給が自治体に期待される機能であり、国は適切な資源配分を
達成するための政策誘導ツールとして交付金を考え、その実行を自治体に求めていた。
政府間財政移転
国庫負担金
一般補助金
特定補助金
(国庫支出金)
災害復旧等国庫負担金
国庫補助金
建設事業費国庫負担金
国庫委託金
一般行政経費国庫負担金
奨励的補助金
財政援助的補助
普通地方交付税
特別地方交付税
地方交付税
地方譲与税
地方特例交付金
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しかし、堀場（1999）は、「住民を含む財やサービスの地域間移動が活発になってい
ることや、政府が実際に供給している財がはるかに広範になってきていることなどか
ら、現実の経済状態の変化と分析手法としての経済学の発展に伴って、この伝統的配
分論に疑問が投げかけられている。（中略）伝統的な理論では中央政府の役割とされ
ていた所得再分配機能と地方政府の問題についての分析が必要である」としているが、
西村・宮崎（2015）は、富裕層が他の自治体に移住する可能性を挙げ、「全国にわた
る所得再分配政策は地方政府ではなく中央政府が担うことが正当化される」としてい
る。
まち・ひと・しごと創生本部などは、地方公共団体は財政規律を守りつつ、国土
強靭化計画とのバランスも勘案しながら、公共投資よりも、稼ぐ工夫を行い、住民の
平均収入を向上させる必要があるとしている。地方創生推進交付金では、まち・ひと・
しごと創生本部からの指示により、「自立性」、「官民協働」、「地域間連携」、「政策間
連携」、「事業推進主体の形成」、「中核的人材の確保・育成」などがその前提となって
おり、特に先駆性のある取組みやそれらの横展開、既存事業の隘路を発見し、打開す
る取組みが対象となっている。国の立場としては、地方創生政策に関し、先駆的な取
組み等を後押しすることにより、地方における安定した雇用創出、地方への新しい人
の流れ、まちの活性化など、地方創生を深化させ、地方の平均所得を向上させるとい
う政策目的が達成されて、自治体が所得再分配機能の一翼を担うことを期待している。
これに対して、基礎的な地方公共団体である市町村側、特に美浜町のような限界町
役場の立場では、「そもそも財源がないので、何もしなければ失敗はない。町負担は
嫌だけど財源は欲しい。ふるさと納税は邪道と思うが、よその町に取られる位なら税
金は欲しい。公共事業が欲しいが、高速道路よりも生活道路を充実してほしい」とい
うことで、所得再分配機能という観点は意識しておらず、国の立場と町役場の現場の
立場ではミスマッチが生じている。
町役場の立場としては、そもそも国が打ち出した政策の実現といったマクロ的な発
想ではなく、単に交付金要綱の各項目に合致するかといったミクロ的な発想でしか考
えておらず、町負担があるかないか、あるとしたらどの程度の負担かが最大のメルク
マークであり、10/10 の交付金（町負担がない交付金）は特に魅力的であると考えて
いる。上記の地方創生推進交付金は、図 3-22 のとおり、対象事業の 50％補助である
が、残りの 50％のうちソフト事業分は特別交付税交付金で補填され、ハード事業分
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は、そのうち地方債対象分の 90％に対して地方債の発行が認められており、さらに、
そのうち 30％が普通交付税交付金で措置されることになっている 14 ことから、町負
担は限りなく少なく、魅力的な交付金とみなされている。
図３－22 地方創生推進交付金事業の財源スキーム(2017 年度時点)
（出所）まち・ひと・しごと創生本部資料を基に作成。
山下（2018）は、東京一極集中の流れの中で、「地域間における優秀劣敗をはっき
りさせる都市の正義は、地方だけではなく国家を壊す」としている。また、片山（2019）
でも、「今、進行中の地域創生にも（平成の大合併と）同じ危うさを感じる。市町村
に一律の総合戦略を作らせ、国の思惑を押し付ける。地方は口をあんぐりと開け、東
京から地方活性化策と予算が来るのを待つというのが実態だ。これでは、地方が自分
で考えなくなる」と危惧している。国の理論と町役場の立場には大きなギャップがあ
るため、国の施策を一方的に地方に押し付け、または補助率の高い補助金で当該施策
に誘導するのではなく、地方側が本当に実現したい施策は何かを自ら探らせ、地方創
生の処方箋も地域ごとに異なるものになるべきであると考える。
なお、国と町役場の中間的な立場に位置する広域の地方公共団体である県(本論文
では和歌山県)では、高速道路網の拡大と既設道のメンテナンスを中心課題に掲げて
おり、同じ地方公共団体とはいえ立場は異なるが、やはり所得再分配機能の発揮とい
う意識は薄い。
（３）交付金の獲得
従来から言われている地方創生の考え方は、志を持った人たちが集まってプロジェ
クトを企画し、地域運営組織を立ち上げるとともに、資金集めを行い、自分たちで事
業計画を実行していく。場合によっては交付金を利用するが、そもそも当てにはしな
い。それに対して、今回の美浜町の事案は役場主導でスタートしており、図 3-23 の
とおり、まち・ひと・しごと創生本部の交付金（地方創生加速化交付金、地方創生推
５０％… 地方創生推進交付金
５０％…（うちソフト分）特別交付税交付金
（うちハード分）地方債対象事業分×９０％… 地方債措置
（うち３０％は普通交付税交付金措置）
   １０％… 一般財源
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進交付金、地方創生拠点整備交付金）の採択が、本プロジェクトを推進する契機とな
っている。
図３－23 地方創生関連の予算措置について(まち・ひと・しごと創生本部)
〔参考〕美浜町が獲得した交付金
2015 年度補正予算 地方創生加速化交付金         2,800 万円(2,800 万円)
2016 年度補正予算 地方創生拠点整備交付金(第 1回) 1,450 万円(2,900 万円)
2017 年度予算   地方創生推進交付金           5,082.5 万円(1億 165 万円)
地方創生拠点整備交付金(第 2回) 3,566.5 万円(7,133 万円)
地方創生拠点整備交付金(第 3回) 1,670 万円(3,340 万円)
(注)括弧内は事業費ベース。
2018 年度予算 45,700 千円、2019 年度予算 58,100 千円、総事業費 367,180 千円
（出所）まち・ひと・しごと創生本部資料を基に作成。
（４）交付金採択の条件である地域運営組織の法人化とソーシャル・キャピタル
地方創生推進交付金事業および地方創生拠点整備交付金事業については、地域再生
計画の作成が前提となっており、地域再生計画の中で、事業が先導的であると認めら
れる理由として、「自立性」、「官民協働」、「政策間連携」、「地域間連携」（任意）を記
載することになっている。このうち「自立性」は、地域運営組織が交付期間終了後に
自立できること、「官民協働」は、地域運営組織が行政機関の協力の下、どのような
組織運営を行っていくかが問われている。
ProjectB および ProjectC ともに、地域再生計画にはそれぞれ以下のとおり記載さ
れており、将来的には原則法人化が目標となっている。
2014 年度補正
地方創生先行
型交付金
1,700 億円
2015 年度補正
地方創生加速
化交付金
1,000 億円
2016 年度
地方創生推進
交付金
1,000 億円
2017 年度
地方創生推進
交付金
1,000 億円
2016 年度補正
地方創生拠点整
備交付金
900 億円
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① ProjectB（「ふれあいと健康と起業のまち「みはま」プロジェクト」2017 年 5 月
30 日認定）
【自立性】
将来の起業を支援するため、地元産品製造や工芸のためのファブラボ施設使用料、
起業サロン受講料、松葉堆肥販売や産品販売のほか、イベント広場等のスペースを利
用したドッグラン使用料収入を見込んでいる。また、管理運営を地元活躍人材の育成
の観点から、子育てママで構成する「子連れ de しごと推進会 HIDAMARI」に任せるこ
ととしており、将来的には一般社団法人化を支援する。また、今後は創意工夫により
自立していく。具体的には、産品コーナー収入、ファブラボ施設の使用料収入、起業
サロン受講料、ドッグラン会員登録料等により、5年後には 1,305 万円を見込む。
【官民協働】
行政支援の下、｢ふれあいと健康と起業のまち「みはま」協議会｣を立ち上げ、協議
会で意思決定を行った上で、子育てママで構成する「子連れdeしごと推進会HIDAMARI」
が拠点の運営を行うほか、適宜、ワークショップ等により住民意識の集約を行う。行
政は拠点整備や関係機関との調整役等を担う。
② ProjectC（「日ノ岬・アメリカ村の再生とふるさと教育」2017 年 2 月 24 日認定）
【自立性】
住民を中心とする地域運営組織が、タウンウォッチングのための語り部ジュニアの
育成や新たな観光施策(漁師レストラン、ゲストハウス等)を自主運営することにより、
将来的には自立できると考える。特に、漁師レストランやカナダカフェで提供する食
材については、地元の海産物のほか、カナダ県人会とのルートを利用して入手困難な
産物や親交のあるデンマークの畜産物などを考える。具体的には、漁師レストラン、
カナダカフェ、ミュージアム入場料･販売収入、ゲストハウス収入等で 5年後に 1,144
万円を見込む。
【官民協働】
行政の支援の下、｢日ノ岬・アメリカ村再生協議会｣を立ち上げ、今後のふるさと教
育の内容や、新たな観光振興策を協議する。行政は運営組織のマネジメントや関係機
関との調整役を担う。
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以上のように、町役場が直接事業を行うのではなく、地域運営組織が中心となって
事業運営を行うことが事業採択要件となっており、当該交付金は、役場を通じて地域
運営組織に交付される仕組みとなっている。
地域運営組織については、ProjectＢでは、住民説明会を行った上で、2017 年 7 月
から「ふれあいと健康と起業のまち創生協議会」を立ち上げ、吉原運動公園周辺を多
世代交流と起業のまちにすべく、これまで話し合うこともなかった様々な職業を持っ
た 20 名前後の地元住民が集まり、夜遅くまで熱心な議論を重ねてきた。協議会には、
地縁や血縁はないが、個性的なメンバーが集まって、ワークショップやイベントなど
を通じ、一体感を醸成した上で、プロジェクトを貫徹するために話し合い、絆を深め、
ネットワークを構築しており、まさにブリッジングなソーシャル・キャピタルが地方
創生を推進したと言える。
また、ProjectＣについても、住民説明会を行った上で、2017 年 5 月より、「日ノ
岬・アメリカ村再生協議会」を立ち上げ、日ノ岬・アメリカ村の再生とふるさと教育
の充実を実現すべく、これまで話し合うこともなかった様々な職業を持ったアメリカ
村が所在する三尾地区の住民を中心に、地縁も血縁もない 30 名前後の人々が集まっ
て熱心な協議を行ってきた。こちらについても、組織のメンバーが、プロジェクトを
貫徹するために話し合い、絆を深め、ネットワークを構築していったが、そもそもの
地元住民以外に Iターンで移住してきた人々が多数参加しており、やはりブリッジン
グなソーシャル・キャピタルが地方創生を推進したと言える。
さらに、当該交付金決定を受けるための半ば必要条件となっている法人化の動きは、
以下のとおりである。
① ProjectＢ
法人化については、迅速性や事務の簡便性を考慮して一般社団法人とすることとし
たが、職業や考え方の異なる住民たちの間で協議を行ったために法人設立が難航し、
ようやく 2018 年７月 18 日に、住民約 20 名で「一般社団法人 煙樹の杜」の設立まで
漕ぎつけた。2019 年 4 月からは、美浜町役場から 2棟の建物について指定管理(2018
年 12 月議会で承認)を受け、マルシェやフリースペースの活用など、様々な事業を志
向し、中長期的には、中核人材を発掘し、地方創生推進交付金事業期間終了（2020
年 3 月末）後も自走できるような収益計画を検討して、実行に移していくことになる。
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② ProjectＣ
本プロジェクトについては、公共性を考慮して NPO を設立することとしたが、住民
間の目指す方向性(アメリカ村の再生)がはっきりしていたことから、法人化の動きが
想定以上に進んだ。このため、NPO を設立するための準備委員会を設置してから２ヶ
月余りの 2018 年 1 月 25 日には、約 30 名の住民で「NPO 法人 日ノ岬アメリカ村」の
設立が認可され、同年の 3月議会で指定管理の承認を受け、同年 4月から、カナダミ
ュージアムなど 3施設等の運営が行われている。本プロジェクトが地方創生推進交付
金事業終了（2020 年 3 月末）後もサステナブルなものとなるよう、更なる検討を行
い、実行に移していくことになる。
（５）交付金獲得の是非
実務家の先行研究では、最初に交付金を獲得してからスタートする地方創生事業に
対する批判が多く、木下（2015a）では、まちづくりを成功させる「10 の鉄則」の一
つとして、「補助金をあてにするな」を挙げており、「補助金を入れた瞬間に、その事
業は本来の機能を失い、誰も対価を支払うような取組みではなくなり、補助金なしに
は継続できない状況にまで追い込まれてしまう」としており、木下（2015b）でも、
「地方に必要なのは一過性の補助金（おカネ）ではなく、「おカネを継続的に生み出
すエンジン」だからである。しかも、補助金を使い一見うまくいったように見える事
業も、実は補助金なくしては継続不可能なものが多い。補助金を使わずに官民が連携
して知恵を絞って独自の稼ぎを生み出すのが本当の地方創生である」と主張している。
また、実務家ではないが、小林（2015）も、「過去の地方活性化や中小企業対策に見
られたような公共投資や補助金頼みではなく、各地域が自立して持続的に経済成長を
続けられるようなシステムを進めていくことが最終的な目標となる」としている。
これらと対照的に、美浜町の事案について、ProjectＡは、内閣官房まち・ひと・
しごと創生本部の地方創生加速化交付金事業、ProjectＢおよびＣについては、同じ
まち・ひと・しごと創生本部の地方創生拠点整備交付金事業（ハード事業）および地
方創生推進交付金事業（ソフト事業）を基にプロジェクトが構築されている。木下
（2016）は、「地方創生加速化交付金について、「予算がつきそうな分野」に集中すれ
ば、全国各地で似たような事業が展開され、共倒れになってきた過去とあまり変わら
ない。成果目標（KPI）についても、①事業の推進に税金が使われているにもかかわ
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らず、成果はおカネではなく、人数などをターゲットにしている例が多い、②直接的
な影響を図れない数値を重要業績（KPI）としている例もあるが、本来は、より直接
的でシンプルな地域の「稼ぎ」を捉えられるような指標にしないといけない」として
いる。確かに、ProjectＢおよびＣでは、表 3-4,5 のとおり、原則アウトカムを KPI
としている中で、「吉原・新浜地区転入者数」「アメリカ村転入者数」といったアウト
プットも KPI にしている事例が見られる。
美浜町における地方創生事業については、交付金採択が決まる前から中心になると
みられる住民に説明して回ったが、その時点では単なる夢物語としか受け取られず、
特段の進展もなかったところ、交付金の採択が決まったことを契機に初めて住民が一
堂に会して、真剣に議論する場が実現した。住民との取組みが本格化したのも交付金
採択後であった。すなわち、交付金採択の前提条件が上記（４）のとおり、住民を中
心とする地域運営組織が主役となることであり、将来自立するためには、利益を積み
立てることができる法人になる必要があったことから、ブリッジングなソーシャル・
キャピタルが交付金獲得につながり、今後の自走化についても、ソーシャル・キャピ
タルの存在が前提となっている。先行研究などでは、「補助金ありきの地方創生は必
ず失敗する」と言われてきた 18 が、地方創生推進交付金については 3 年間の事業と
なっており、その間に、4年目以降自走できる体制に出来るか否かで、単なる交付金
頼りの事業とそれ以外の事業との差別化ができることから、ソーシャル・キャピタル
の存在は重要であると考える。
交付金頼みの地方創生やハコモノ先行の地方創生はうまくいかないと言われてき
た中、上記のプロジェクトは、交付金を使ったハード事業（古民家改修によるカナダ
ミュージアム、アメリカ村レストラン、ゲストハウス遊心庵の開設やガラスハウスの
新設）が先行し、事業活動内容が確定する前に NPO や一般社団法人の設立ということ
で、通常の地域再生と順番が異なったが、語り部ジュニアの育成やシェアキッチン（マ
ルシェ）の営業などのソフト事業が想定以上に順調に進んでおり、これらのプロジェ
クトが成功すれば、美浜町モデルとして、地方創生の新たな地平が見えることとなり、
大きな成果になると考える。
図 3-24 の美浜町モデルは一つの試金石であり、今後の実証研究の対象とする価値
があると考える。
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図３－24 地方創生の流れ比較図
（注）美浜町における体験を基に記載。
第 6節 地方創生に対する提言
交付金頼みの地方創生は長続きしないと考えるが、ゼロからのスタートにも拘らず、
ここまでプロジェクトが進んだことでも証明されたように、契機としての交付金は重
要であり、最初の段階から交付金終了後の事業の姿を見通して考えることが大事であ
る。それによって、初めて将来性のある事業を真剣かつ具体的に考えることができる
のではないだろうか。すなわち、交付金を契機に「３つのなし｣が「3つのあり｣に転
換し、それまで希薄であったソーシャル・キャピタルが創出され、地方創生の動きが
推進された。これらからも分かるように、地方創生を進めるためにはソーシャル・キ
ャピタルが必要であり、ソーシャル・キャピタルが生まれるための環境整備や、創出
されたソーシャル・キャピタルが持続するような取組みを考えることが重要であると
提言する。
財政学的にも、東京一極集中の打破のため、中央政府から出される交付金を地方で
受け取るということは、資源配分の適正化の観点から望ましく、おカネのいわゆる「他
産地消」の模範例にもなることから、一定の効果があると考える。これらのことから、
従来の流れ
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地方創生を推進するには、出来るだけ拘束のない交付金を獲得するノウハウが必要で
あると考える。起爆剤があってこそ、その後の住民のやる気や、それに伴って、これ
まで出番の少なかった金融機関の役割が導かれると考える。住民のやる気と同様に、
地方創生には住民のコスト意識の有無も重要な要素であり、佐藤（2018）は、「真に
問われるものは自治体と住民の関係であろう。コスト意識を欠いた地域住民は、自治
体の財政運営に関心を持たない。その結果、地域住民の監視がなくなり、財政規律も
弛緩する」としている。
また、住民間の団結も重要で、熊谷（2011）は、「地域社会のきずな創造には、地
縁（居住地に基づく地域のつながり）と地域力（地域社会の長所と短所を含む特色）
が不可欠であり、地域力は、気質・国土・方言などの地域社会の特色をあらわすもの
である。（中略）地域のきずな創造には、まず地域に住む人々が、自分たちの置かれ
た環境を客観的に見つめることが大切である」としている。地縁はボンディングなソ
ーシャル・キャピタル、地域力はブリッジングなソーシャル・キャピタルであると考
えれば、ソーシャル・キャピタルの重要性を示唆していると言える。
実際、美浜町での経験においても、住民の方々との「きずな」を実感する一方、偏
狭で地域エゴを主張する住民も根強く存在し、役場職員には、稲葉（2011）が言う「し
がらみ」が深くしみ込んでいることも確認した。それらを乗り越えるためには、「し
がらみ」のない「よそ者」、地域を盛り上げるため前例のないアイディアを出す「ば
か者」、プロジェクトの継続性を可能とするための「若者」の存在が重要であり、そ
れらの根底に強力なソーシャル・キャピタルが存在することが必要であると考える。
おわりに
「地方創生」は地域が自立することにより人口が流入し、地域が活性化し、日本全
体が活性化するという政策的な色彩を有している。第１節では、「地方創生」の定義
を「各地域の特徴を生かしつつ、自律的で持続的な社会を創生することで、日本全体
の活力を上げることを目指すこと」とし、単に農山村再生や地域振興などを目指す「地
域再生」とは差別化した。第２節で和歌山県美浜町の現状と課題を整理し、筆者が美
浜町で立ち上げた地方創生プロジェクトの内容を示した上で、地元金融機関が地方創
生に関して具体的な支援を行うことができなかったとした。第３節では、美浜町の地
方創生に関するデータを基に、「３つのなし」の存在の証明を行った。その上で、「そ
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れまで美浜町で地方創生が遅れていた理由として、「３つのなし」の存在があったた
めではないか」という仮説を立て、和歌山県各市町村における「３つのなし」と地方
創生の象徴的な指標である和歌山県各市町村の人口増減（1985～2015 年）との相関
関係を散布図で確認し、当該仮説がほぼ正しいことが推察された。さらに、和歌山県
全市町村の人口増減を被説明変数、「高齢単身世帯比率」「非水洗化率」「建設従業者
比率」「昼間人口比率」「NPO 認証の人口割合」を説明変数として、クロスセクション・
データで重回帰分析を行った。それによって、和歌山県内全市町村における「３つの
なし」と人口増減との因果関係を探った結果、「高齢単身世帯比率」(「放りっぱなし」
の代理変数)と「昼間人口比率」（「関心なし」の代理変数）の２つについて、人口増
減に有意に負の結果が得られた。
このように、統計資料では、「３つのなし」の相関関係は認められたが、和歌山県
全市町村との定量分析では、「３つのなし」までは認められなかった。しかし、「放
りっぱなし」と「関心なし」の２つについては、因果関係が認められた。また、3人
の敵が存在することも確認した。
第４節では、「心の外部性を伴った信頼」、「互酬性の規範」、「ネットワーク」がソ
ーシャル・キャピタルの定説であるとした。本論文では、「信頼」、「互酬性の規範」、
「ネットワーク」のいくつかの要素を含んでいれば、ソーシャル・キャピタルである
として考察を加えていくこととした。さらに、美浜町の「３つのなし」が「３つのあ
り｣に転換した場合、ソーシャル・キャピタルに成り得ることについての該当性も確
認し、ソーシャル・キャピタルが地方創生に有効であると結論付けた。第５節におい
て、政府間財政移転を体系的に分類・整理し、補助金や地方財政について、国が考え
る地方創生政策（自治体が所得再分配機能を担うことを期待）と美浜町のようないわ
ゆる限界町役場が考える地方創生業務（単に交付金要綱の各項目に合致するかどうか
のチェック）との間に考え方のギャップがあることを確認した。また、問題を解決す
るための交付金の有効性という政策評価分析を行い、契機としての補助金は必要であ
るが、交付金獲得のためには、住民を中心とする地域運営組織が主役となり、将来自
立できることが必要条件となることから、ソーシャル・キャピタル論と交付金との関
連性について検証を行い、ブリッジングなソーシャル・キャピタルが交付金獲得につ
ながり、今後の自走化についても、ソーシャル・キャピタルの存在が重要になると結
論付けた。
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第 6 節では、補助金を契機に「３つのなし」が「３つのあり｣に転換し、それまで
希薄であったソーシャル・キャピタルが創出され、地方創生の動きが推進された。ソ
ーシャル・キャピタルが生まれるための環境整備や、創出されたソーシャル・キャピ
タルが持続するような取組みを考えることが重要であると提言した。
また、美浜町の地方創生における金融機関の役割についても第２節（４）で言及し
たが、残念ながら特段の貢献はなかった。ただ、金融庁の『中小・地域金融機関向け
の総合的な監督指針』（2018 年 8 月）においても、「地域経済の活性化や健全な発展
のためには、（中略）地域金融機関を含めた地域の関係者が連携・協力しながら中小
企業等の経営努力を積極的に支援していくことが重要である。なかでも、地域の情報
ネットワークの要であり、人材やノウハウを有する地域金融機関においては、資金供
給者としての役割にとどまらず、地域の中小企業等に対する経営支援や地域経済の活
性化に積極的に貢献していくことが強く期待されている」と記載している。地域金融
機関は、第 2章でも述べたように、地方創生に必要な「情報」、「ヒト」、「カネ」を有
していることから、地方創生にとって十分な機能を発揮できると考える。例えば、地
域の中小企業や住民に寄り添った「ソーシャル・キャピタル金融」という分野を開拓
することも今後の目指すべき方向ではないかと考える。そのためにも、もう少し地域
金融機関との間で、我慢強く、深度ある対話を促進すべきであったと反省している。
2004 年の『国民生活白書』以来、「新しい公共」という概念が生まれ、住民や NPO
などがソーシャル・キャピタルの機能を駆使して公共の一翼を担うという考え方が出
てきたが、逆転の発想で、地域金融機関や行政機関の職員が住民の中に入って地方創
生を進めていくといった「新しい公共」の逆バージョンを実現できれば素晴らしいの
ではないかと考える。
（注)１．石破(2017)において、「この政策を実行しなければ、日本国そのものが維持できない」
という危機感が今日の地方創生の根本にあると述べている。
２．石破(2017)は、「「地方創生」について、危機感の違い、人口問題に取り組むという姿
勢が明確であること、中央と地方との関係を根幹から変えるという点が「地域再生」と異
なる」としており、「「再生」と「創生」の違いは、「夢よもう一度」という発想が通用す
るか否かである」としている。
３．『まち・ひと・しごと創生基本方針 2015－ローカル・アベノミクスの実現に向けて－』
（2017）において、人口減少予測をグラフにすると、ちょうどジェットコースターの軌道
を横から見たような曲線になるので、「人口推移のジェットコースター論」と呼んでいる。
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美浜町の人口については、『美浜町人口ビジョン』(2015)に詳しく記載されている。
４．ファブラボ室とは、工芸のための工具や地元産品などの製造設備を備えた次世代世代の
ものづくりのためのインフラである。
５．ジョン・スコット（2000）は、『社会的ネットワーク分析の発展』(2011)において、社
会人類学者のジョン・バーンズ（1954）は、「ノルウエーの西部にあるブレムネス島には、
3つの社会的な場「①地域性に基づく場、②産業システムにより生み出された場、③友人
関係や知人関係の紐帯で構成され、組織単位も境界線も調整役もない場」があることを見
出し、これらの社会的な場をネットワークと呼んだ」と述べている。
６．稲葉 (2011)において、マーク・ワーレンが「互酬性の規範には、一般的互酬性と特定
化互酬性があるとしている」と述べている。
７．鈴木（2014）は、「現実経済における何らかの成果をソーシャル・キャピタルの存在に
よって説明し、そこから合理的かつ説得的な政策的含意を導くためには、ソーシャル・キ
ャピタルとその成果との相関を実証することに加えて、その相関のメカニズム、あるいは
因果関係を解明しようとすることは、一つのアプローチとして意義を持つものである」と
している。
８．内閣府(2003)、日本総合研究所(2007)。
９．山内(2003)
10．稲葉 (2011)において、ラ・ポルタらが「信頼関係の有無は、特に大きな組織の効率性
に影響を与える。一般的信頼の高い国は、官僚の賄賂要求頻度で見た政府の腐敗度が低く、
官僚機構の質と納税遵守度が高く、インフラの整備も行き届き、法制度の効率性との整合
性も高いとしている。」と述べている。
11．「新しい公共」円卓会議とは、2009 年 10 月に開催された第 173 回国会における鳩山由
紀夫元総理の所信表明演説に基づき、「新しい公共」という考え方やその展望を市民、企
業、行政などに広く浸透させるとともに、これからの日本社会の目指すべき方向性やそれ
を実現させる制度・政策の在り方などについて議論を行うことを目的として、2010 年 1
月に設置された会議。2010 年 6月に「新しい公共」宣言が発表された。
12．佐藤（2009）において、交付金の使い勝手のよさを述べているのに対し、佐藤（2018）
においては、地方創生関係交付金制度の裁量のなさを憂いている。また、事業が複数年に
またがる場合は交付金も複数年に分けて交付される。
13．持田（2013）において、「垂直的財政措置では、中央政府が地方財政の不均衡を是正す
るために、一般補助金を交付する。オーストラリアやカナダ、日本の財政調整制度である
地方交付税は、このタイプに属するといってよい」としている。
14.ジェームズ.M.ブキャナン（1950）において、財政余剰の概念（財政余剰＝財政支出から
の便益－税負担）を示して水平的財政調整を説明している。
15．地方特例交付金は、2006 年度の児童手当の制度拡充と 2010 年度の子ども手当の創設に
伴う財源措置として設けられた「児童手当及び子ども手当特例交付金」や、2008 年度の
個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施などに伴う財源措置として設けら
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れた「減収補填特例交付金」などを指す。佐藤（2009）において、地方特例交付金が一般
補助金に分類されると述べている。
16．ウォレス・Ｅ・オーツ (1972)において、「公共サービスに対する地域独自のニーズは、
その地域の自治体と中央政府との間で非対称性を持っている。総じて地方自治体の方が国
に対して情報上、比較優位があるわけであり、これを最大限活かすよう地方に権限移譲を
行い、公共サービスの供給を担わせることが効率的な資源配分に即する」という定理を示
している。
17．地方交付税交付金は、国の制度変更等により、地方負担の増や地方の減収が生じた場合
などに、調整のために交付される交付金であり、普通交付税交付金と特別交付税交付金が
ある。
18．先行研究としては、木下(2015)、小林(2015)のほか、清水(2014)などがある。
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第４章 和歌山県美浜町における６次産業ブランド化の現状と課題について
はじめに
和歌山美浜町では、2006 年から、松葉堆肥(環境型資材)を使用した松ブランド農
作物（松キュウリ、松トマト、松イチゴ）を生産しているが、そのうち最大のシェア
を誇るキュウリについては、町外に「松キュウリ」の名前で出回ることがなく、市場
で流通していない。このため、前章で記載した ProjectA で、2016 年 11 月から、消
費者が直接手に取ることが出来るアンテナショップを設置し、開設当初は好評を博し
たが、未だ閉塞状態を脱し切れてはいない。美浜町で６次産業ブランド化が進展しな
い原因としては、農協を経由する流通過程のネックの問題があり、キュウリ荷捌き場
の償却問題 1やこれまでのしがらみなども影響していると考えられる。
栃木県茂木町の「落葉堆肥（以下、「美土里堆肥」という）」、長野県川上村の「レ
タス栽培」、宮城県気仙沼市の「牡蠣」、徳島県上勝町の「つまもの」、大分県日田市
大山町の「木の花ガルテン」は、ブランド化に成功した好事例であるが、「美浜町と
他の 5 市町村との間で大きな相違が発生した理由として、販売戦略や流通を担う農
協・漁協の協力の有無、経済的危機感の違いなどがあるのではないか」という仮説を
立てて考察し、JA 和歌山県農（和歌山県農業連合会）が販売しているジョインジュ
ースの事例を含め、これらの仮説が正しいことを検証して、当該仮説を踏まえた提言
を行う。
第１節 ブランド農業の定義と美浜町におけるブランド化の状況
ブランド農業の定義について、広辞苑では、「ブランド」を「商標、銘柄、特に名
の通った銘柄」としており、安田（2011）は、「自己の商品なり産物が他の類似品と
識別するために、商標を付け差別化することを目的とするもの」としている。また、
農林水産省知的財産戦略チーム（2007）は、「ブランドの語源は、ある製品から他の
製品を区別するためにつけられた印であり、古期スカンジナビア語「Brander」に由
来する」とし、「地域ブランド」を「（農林水産物・食品について）地域の様々な自然
的条件や食文化を反映した食に係る地域特産物の銘柄」と定義している。また、地域
活性化センタ （ー2006）は、「ある地域に関係する売り手（あるいは売り手集団）の、
当該地域の何らかの関連性を有する商品を識別し、競合地域のものと差別化すること
を意図した名称、言葉、シンボル、デザイン、あるいはその組合せ」としており、印
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に着目した定義を行っている。また、経済産業省（2004）では、「地域発の商品・サ
ービスのブランド化と地域イメージのブランド化を結びつけ、好循環を生み出し、地
域外の資金・人材を呼び込むという持続的な地域経済の活性化を図ること」とし、経
済産業省（2005）では、「地域の事業者が協力して、事業者間で統一したブランドを
用いて、当該地域と何らかの（自然的、歴史的、風土的、文化的、社会的等）関連性
を有する特定の商品の生産又は役務の提供を行う取組み」として、流通に着目した定
義を行っている。
「ブランド農業」に特化した定義としては、藤田・武藤（2007）が「周辺の自然環
境に決定的な影響を受ける農業は差別化された財の生産に適しており、需要が多様化
すればするほど収益機会をもたらす。標準化された作物ではなく、地域独自の製品を
生み出すような農業」として地域性に着目し、「土地や自然、及びその他の資源に根
づいた水産、林業、加工業、酒造や観光などを含む「創造型自然産業」の代名詞とし
て用いる」としている。
また、「６次産業化」という用語は、農業や水産業などの第１次産業が食品加工・
流通販売にも業務展開している経営形態を表わし、1992年に、農業経済学者の今村奈
良臣が財団法人21世紀村づくり塾で提唱した造語であり、今村（2016）は、「近年の
農業は、農業生産、食糧の原料生産のみを担当するようにされてきていて、第２次産
業的な分野である農産物加工や食品加工は、食料品製造関係の企業に取り込まれ、さ
らに第３次産業的な分野である農産物の流通や販売あるいは農業、農村にかかわる情
報やサービス、観光などもそのほとんどが卸・小売業や情報サービス業、観光産業に
取り込まれてきている。これらを農業・農村の分野に取り戻し、所得を増やし、農村
での就業、雇用の場を増やそうではないかというのが「農業の６次産業化」である」
と明かしている。本論文では、これらを整理して、「地域で生み出された産物を差別
化して、流通・販売するための農業（漁業）」が「ブランド農業（漁業）」であり、「生
産・加工・販売を一貫的に行うこと」を「６次産業ブランド化」と定義する。
美浜町の沿岸部に、日本の名松百選に選ばれた「煙樹ヶ浜の松林」があり、長さ
4.6ｋｍ、幅は広いところで約 500ｍにも及び、近畿最大の規模となっている。この
松林は、いつ頃形成されたものかは明らかではないが、江戸時代の紀州初代藩主であ
る徳川頼宣の頃（1619 年頃）には、既に「御留山 2」として伐採が禁じられ、保護さ
れていた。その後、現在に至るまで 見事な景観を保ちながら、美浜町周辺を塩害や
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風害から守り続けている。しかしながら、かつて、かまどや風呂の焚き付け用に利用
されていた松林の枯れ松葉は、生活様式の変化に伴って利用されなくなり、松林に堆
積したままの状態となって、松の生育にも少なからず影響を及ぼすようになってきた。
こうした中、美浜町では、未使用バイオマス資源である枯れ松葉を堆肥として活用し、
これを農作物の栽培に使用することにより、松林の保全に努めるとともに、農作物の
ブランド化による地域農業の振興に取り組んでいる。この取組みは、まず松葉堆肥作
りから始め、松葉堆肥に必要な枯れ松葉は、シルバー人材や地元の小学生、松林ボラ
ンティア等が中心となって「松葉かき」を行い、毎年約 10 トンが採取される。この
松葉の堆肥化は 2006 年より始められたが、松葉かきを行うことによって、松の生育
環境が改善し、松枯れが防止され、防潮林や環境林としての機能が保たれてきた。ま
た、松葉かき作業を通じて、住民の環境意識の高揚や、住民同士の交流が盛んになる
など、地域の活性化にもつながっている。
集めた枯れ松葉に石灰窒素入りのもみ殻を加えて、松葉の発酵を促進させ、1年半
掛けて堆肥化し、完成した松葉堆肥（環境型資材）は、美浜町の特産物であるキュウ
リやトマト、イチゴ栽培に使用されている。美浜町では、松葉堆肥で育てられた農作
物を、「松キュウリ」、「松トマト」、「松イチゴ」として売り出そうとしているが、そ
のうち最大のシェアを誇るキュウリについては、美浜町外に「松キュウリ」の名前で
出回ることがなく、市場でも松ブランドの名前では流通していない。さらに、松ブラ
ンド農作物を使用した特産品も数が少なく、販路の拡大に関しても効果的な取組みが
できていないため、一般消費者に松ブランドがほとんど認知されていないのが現状 3
である。
そもそも、これらの松ブランドが、藤田・武藤（2007）が定義する「ブランド農業」
に該当するか否か考察した場合、キュウリ自体が差別化され独自性を有している訳で
はないが、美浜町が誇る松林の枯れ松葉から作った松葉堆肥を活用し、循環型農業に
よって育てられたということで、自然に根ざした地域独自の資源である「ブランド農
業」と言ってもいいのではないかと考える。藤田・武藤（2007）は、「ブランド農業
は、地価と賃金の高い都会の近くでなく、逆に、安い地代と労働力を持つ遠隔地ない
し過疎地においてこそ大きなチャンスがある。要は、その地域独自の資源を掘り起こ
し、村全員の知恵をフルに発揮できる環境と仕組みを、皆の創意工夫で持続的に育て
ていくことである」としており、松ブランドは正に「その村に何か特別な、珍しい資
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源がない場合は、村に内在する資源を組み合わせて比較優位のある製品を開発 4」し
たものであると考える。また、松イチゴは、「クラッシュアイス」や「松イチゴプリ
ン」、松トマトは「松トマトソース」に加工されているのに対し、松キュウリはその
ままで販売されることが多いが、松キュウリの料理レシピ・コンテスト 5で加工の可
能性も模索していることから、「６次産業ブランド化」を目指していると言えるので
はないだろうか。
美浜町では、こうした取組みを支援するために、2009 年に、農家や加工業者など
からなる「煙樹ヶ浜松葉堆肥ブランド研究会」を設立し、松葉かき作業に必要な備品
等の整備や作業効率化のための助言のほか、松キュウリ等の成分分析や残留農薬検査
などを行ってきている。
第２節 他市町村の成功事例
美浜町の６次産業ブランド化がうまく進展していない理由を探るため、６次産業ブ
ランド化に成功している以下の 5市町村の事例との比較を行うこととする。これらの
5 市町村村を選んだ理由は、表 4－1 のとおりであり、①栃木県茂木町については、
美浜町と同様、落ち葉堆肥農法を行っており、たばこ関連産業が衰退した後、落ち葉
堆肥を利用したブランド化で「美土里堆肥」として大きな経済効果を上げていること、
②長野県川上村については、「陸の孤島」とまで言われた寒村であったが、レタスの
生産・販売で日本一の成果を上げており、「奇跡の村」と呼ばれていること、③宮城
県気仙沼市については、地域の基幹産業である牡蠣養殖が赤潮や東日本大震災で 2度
も壊滅的な打撃を受けたが、山を守ることによって、全国第上位の水準まで復活させ、
「海は森の恋人」というキャッチフレーズで、全国に響くメッセージを伝えたこと、
④徳島県上勝町については、異常寒波で大打撃を受けてきたが、「つまもの」という
葉っぱビジネスで 2 億円を超える売上高を誇り、「おばちゃんの町」として映画に取
り上げられ、持続可能な町として「SDGｓ未来都市」に選定されたこと、⑤大分県日
田市の大山町地域については、「梅栗植えてハワイに行こう」というキャッチフレー
ズで住民の意識改革を進め、1村 1品運動の原点となり、直売所とレストランを持つ
「木の花ガルテン」を設置して、６次産業ブランド化の草分け的存在となっているこ
となどである。
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表４－１ 参考事例の選考理由
市町村 選考理由
栃木県茂木町 美浜町と同様、落ち葉堆肥農法を行っている地域は他にもあるが、茂木
町は、たばこ関連産業が衰退した後、落ち葉堆肥を利用したブランド化
で「美土里堆肥」として大きな経済効果を上げている。
長野県川上村 川上村は、「陸の孤島」とまで言われた寒村であったが、レタスの生産・
販売で日本一の成果を上げており、「奇跡の村」と呼ばれている。
宮城県気仙沼市 気仙沼の牡蠣養殖は、赤潮や東日本大震災で 2度も壊滅的な打撃を受け
たが、山を守ることによって、全国第上位の水準まで復活させ、「海は
森の恋人」というキャッチフレーズで、全国に響くメッセージとして伝
わった。
徳島県上勝町 上勝町は、異常寒波で大打撃を受けたが、「つまもの」という葉っぱビ
ジネスで 2 億円を超える売上高を誇り、「おばちゃんの町」として映画
に取り上げられ、持続可能な町として「SDGｓ未来都市」に選定された。
大分県日田市大山
町
日田市大山町は、「梅栗植えてハワイに行こう」というキャッチフレー
ズで住民の意識改革を進め、1村 1 品運動の原点となり、直売所とレス
トランを持つ「木の花ガルテン」を設置して、６次産業ブランド化の草
分け的存在となっている。
（１）栃木県茂木町
茂木町は栃木県の東南部に位置し、県都宇都宮市から東へ 31 ㎞、茨城県水戸市か
ら北西へ 36 ㎞の 距離にあり、東は茨城県常陸大宮市、城里町、西は市貝町、益子
町、南は茨城県笠間市、桜川市、北は那須烏山市に接している。町の面積は 172.71
㎢、地形は東西に 12km、南北に 27km と細長い形をしている。茂木町全体が八溝山
系に含まれ丘陵地であるため森林面積が町の大部分（64％）を占め、田面積は約７％、
畑面積は約８％、限定された宅地面積は約２％となっており、1970 年度から過疎地
域に指定されている。明治期・大正期は「葉たばこ」の栽培が盛んとなり、これを原
料とするたばこ製造関連工場が創設され絶頂期を迎えていた 6が、高度経済成長期以
降、たばこ関連産業の衰退もあって人口減少が進み、過疎化、高齢化、耕作放棄地の
増加という時代の波に洗われ、疲弊する一方であった。
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このため、落ち葉のほか、家畜の糞尿、一般家庭からの生ゴミ、間伐材（おがこ）、
もみ殻という 5種類の原料を町内から集め、それらを約３ケ月間発酵・熟成させるこ
とにより、良質な堆肥を製造した。この美土里堆肥は無臭でサラサラなため、使いや
すく、自然から取れる微量要素（ミネラル）が豊富なので、よい作物ができると農家
に好評で、県外からも多数の引き合いがあり、今では生産が間に合わない状況にまで
至っている 7。2003 年に、日本たばこ産業工場跡地に、有機物リサイクルセンターと
して「美土里館」が設立され、稼働し始めてからは、家畜の糞尿が適切に処理され、
土壌汚染を防ぎ、酪農家の負担は大幅に軽減された。
美土里堆肥は単に酪農家に恩恵をもたらしただけではなく、かつては「迷惑な廃棄
物」「使えない資源」でしかなかった牛糞、生ゴミ、落ち葉、間伐材、もみ殻が、茂
木町に様々な恩恵をもたらす有益な資源（宝の山）へと生まれ変わった。なかでも、
落ち葉と間伐材を有料で買い取るようにしたことは、荒れていた里山を整備し、高齢
者の健康増進や医療費削減など予想外の波及効果をもたらした。従来生ゴミは収集後
にわざわざ油をかけて焼却していたが、これらは丸ごと堆肥の原料となった。地域で
出来た堆肥をその土地の農産物栽培に使い、そして地域で生産された農産物は、出来
るだけ地域で消費する、いわゆる「地産地消」を確立することが大切であり、美土里
堆肥は、1ｔで 4,000 円、10ｋｇの袋詰めで 500 円で販売されている 8。
また、美土里堆肥を白菜、大根、葱などに使った農家からは、「今までになく美味
しく、虫もつかない」と好評である。現在、茂木町の 60％の農家が美土里堆肥を使
用しており、出来た農産物は、学校給食に食材として提供されている。また、お米は、
美土里堆肥を使うことを条件に契約栽培されている。学校給食から出た生ゴミは、美
土里館に運ばれ、堆肥にされて循環利用されている 9。
茂木町では、安全で美味しい農産物の生産と美土里堆肥の利用促進を図るため、美
土里堆肥を使用した農産物を「美土里堆肥栽培農産物」として茂木町が認定し、その
農産物に 1枚 10 円で「美土里シール」を貼って販売することとしており、生産者は
品目ごとに堆肥の施肥基準を守り、減農薬、減化学肥料栽培に心がけることとしてい
る。茂木町の美土里堆肥のブランド化による経済効果は、茂木町の試算によると、表
4-2 のとおりであり、売上効果としては、美土里堆肥の売上 800 万円、学校給食への
地場食材供給 100 万円、美土里シール認定事業 220 万円などであり、経費削減効果と
しては、生ゴミ焼却費用の削減 1,500 万円、選定枝堆肥化による焼却費用削減 300 万
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円、80ｈａの森林整備による事業費削減 2,620 万円などがあり、総額で 5,540 万円の
経済効果を上げている 10。これに対して、松葉堆肥を製造している美浜町では、ブラ
ンド関連の直接的な経済効果は発生していない。
表４－２ 美土里堆肥の経済効果と美浜町との対比
売上効果 美浜町の場合 経費削減効果 美浜町の場合
美土里堆肥
の売上
800 万円
バラ商品 1,000t
販売／受益者延
べ 500 戸（受益面
積 100ha）
松葉堆肥は販
売していない。
生ゴミ焼却
費用の削減
1,500 万円
処理料年間 300t
×負担単価 5万
円＝1,500 万円
生ゴミは、松
葉堆肥に含ま
れていない。
学校給食へ
の地場食材
供給
100 万円
15 品目の農産物
を学校給食食材
へ供給。
松ブランドと
しては、学校給
食に販売して
いない。
選定枝堆肥
化による焼
却費用削減
300 万円
処理料 60t×負
担単価 5万円 ＝
300 万円
松の伐採は行
っていない。
美土里シー
ル認定事業
220 万円
美土里堆肥シー
ル添付商品とし
て、農産物 1点当
り 10 円の付加価
値を付けて販売
した場合の増量
見込み。
シールは発行
していない。
80 ha の森林
整備による
事業費削減
2,620 万円
仮に森林組合に
委託し、森林整
備を実施した場
合
1 ha 41 万円×80
ha＝3,280 万円
農家実施の場合
660 万円とその
差額。
森林整備は行
っていない。
（注）矢野（2006）を参考にして作成。
（２）長野県川上村
長野県の東南端に位置する長野県南佐久郡川上村は、信濃川に至る千曲川源流の里
であり、四方を山々が連なる秩父多摩甲斐国立公園の一角を占める風光明媚な環境に
ある。川上村は、群馬・埼玉・山梨県との県境に位置しており、関東甲信越地域への
アクセスには恵まれている 11。人口 4,840 人（2018 年 8 月末現在）の小さな村ながら、
標高 1,300ｍの冷涼な気候で育まれるレタスは、図 4-1 のとおり、日本一の収穫量を
誇っている。
86
図４－１ レタス収穫量ランキング
（注）2016 年の収穫量は夏秋レタス。
〔出所〕農林水産省｢作物統計調査」
かつて、川上村は、農業に適さない土地であり、溶岩と火山灰が積もってできた
場所で、土の質がよくなかったため、陸の孤島と呼ばれ、長野県で最も不便で貧し
い山村に過ぎなかった。しかし、住民たちは、この土地を改良して栄養のある土地
へと変えてきた。レタスの歴史は古く、明治末期（1900 年頃）には既にレタスの
栽培が行われていたとも言われているが、本格的なレタス栽培は 1947 年以降の朝
鮮戦争を発端とするいわゆる野菜版の朝鮮特需として、長野県内を中心に、松本市
や諏訪地方で米軍向けに生産が始まったことによる。朝鮮特需終息後の 1965 年以
降は、我が国経済の高度成長に伴う食生活の洋風化を背景にレタスの需要が大きく
伸長し、それに伴って作付面積が急増し、更にはレタスの栽培技術の確立や予冷施
設の普及によって全国１位の高原レタスの産地に成長した 12。
しかし、夏場の国内野菜需要が減少傾向となり、更に、他産地の台頭等により川
上村の野菜農業をとりまく状況が厳しくなってきたことから、高原野菜の新たな販
路開拓の必要性が高まった。このため、2006 年度から、夏場のレタスの供給をア
メリカに依存している台湾向けにレタスを輸出することによって、国内市場の需給
を調整し、価格維持を図るという取組みを実施している 13。
川上村が日本有数の野菜産地として生まれ変わったのは、表 4-3 のとおり、涼し
い気象条件を活かして、高原野菜の生産に着手し、折からの野菜需要の増大に対応
010,000
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40,00050,000
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して、需要の伸びの大きいレタス生産に特化した農業基盤を確立してきた 14からで
ある。
表４－３ 川上村レタス栽培の歴史(川上村 HP を基に作成)
かつて 長い間自給目的の主穀栽培が農業の中心。
江戸末期 水稲栽培が可能となって水田面積が増加。
明治初期 カラマツの育苗が行われ、韓国・満州・ヨーロッパまで販路を拡大。
大正初期 養蚕が発展。その後、大正 10 年をピークに減少。
1934 年 ハクサイ栽培を開始。
1950 年 レタスの試作導入。
1966 年 夏ハクサイが野菜指定産地となる。
1969 年 夏秋レタスが野菜指定産地となる。
1978 年 レタスの栽培面積が 1,000 ヘクタールを超える。
1989 年 村内に「高原野菜発祥の村」の記念石碑建立。
1995 年
「川上村農業用廃プラスチック適正処理推進協議会」設立。
野焼きが禁止になり、他産地に先駆け協議会を設立し、現在もプラスチック原料や代替
燃料として、再生利用を行っている。
1999 年 新しいタイプのレタス「リバーグリーン」・「サワーアップ」開発。
2002 年
川上村環境保全農業センター設立。
試験圃場の設置。関係機関と連携し、病害虫等問題点の解決や新品種・新品目の導入を
目指す。
2006 年 J リーグ「川崎フロンターレ」と合同でキャンペーン実施。
2006 年
台湾へのレタス等の輸出を国内で初めて行う。輸出に伴い、台湾国内にて物産展を実施。
レタスを原料とした焼酎「麗多寿焼酎」の製造。
県内にて「川上村レタス」のテレビ CM 開始。
2008 年 香港へ輸出開始。川上村野菜販売戦略会議を設立。
2015 年
シンガポールにおいてフェアを実施。
農産物等直売所「マルシェかわかみ」オープン。
沖縄県恩納村で野菜栽培の技術指導「シンカプロジェクト」開始。
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特に青果物の輸出については、大都市の中央卸売市場から輸出されているケース
が多く、図 4-2 のとおり、産地（地元農協）が直接輸出に取り組んでいる。下渡（2008）
は、「産地が直接輸出に取り組むケースは少数の事例に限られている。川上村にお
けるレタス輸出の取組みは、大規模野菜産地による青果物の輸出事例としては稀少
な事例である。また、レタスという極めてデリケートで劣化しやすい葉物野菜の輸
出という点でも、注目される取組みである」としている。
図４－２ 川上村レタスにおける対台湾輸出システム
（出所）石塚（2015）を基に作成
土壌には問題があったが、結果的に涼しい気候がレタスに好結果を及ぼした。特
に、夏期は川上村のレタスの出荷量が圧倒的で、人々の努力と涼しい気候をうまく利
用したことで、川上村は、レタスの収穫量日本一を達成し、川上村は世帯の平均年収
が 2,500 万円 15という裕福な村になった。さらに、川上村は、独自の新しいタイプの
レタスである「リバーグリーン」および「サワーアップ」といった川上村ブランドレ
タスの開発に成功したことにより、市場・消費者への定着が期待される。
（３）宮城県気仙沼市
気仙沼湾は三陸リアス式海岸の中央に位置する波静かな天恵の良湾で、古く
から近海、遠洋漁業の基地として有名であり、特にカツオの水揚げは日本一を
誇っていたが、波静かな入り江は、養殖漁場としても優れていて、江戸時代か
①交渉
②通関業者
との調整
③販売促進
活動支援
台
湾
①長野八ヶ岳農協
川上支所
②川上そ菜販売農協
③川上物産農協
川上村野菜販売戦略会議
農協、川上町役場
【業務内容】
①輸出計画の立案
②関係書類の作成
オブザーバー
（JETRO）
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ら海苔、大正時代からは牡蠣、近頃はワカメやホタテなどの養殖も盛ん 16 だっ
た。
1960 年代の終わり頃、気仙沼市で両親の代から牡蠣養殖業を営んでいた畠山重篤
氏は、赤潮の発生など海の異変に気付いた。気仙沼湾の環境が悪化し、赤潮が発生
して、湾内はまるで醤油を流したような茶色の海となったが、これはプロロセ
ントラルミカンスという赤潮プランクトンを吸った牡蠣の身が赤くなったから
であり、折角の牡蠣が全く売り物にならず、廃棄処分された。川が運ぶ森の養
分が牡蠣の餌となる植物プランクトンを育んでおり、畠山氏は、川の流域に暮
らす人々と価値観を共有しなければ、きれいな海は帰って来ないということを
漁師たちに伝え、「気仙沼湾に注ぐ大川上流の室根山に木を植えよう」と呼びかけた
ところ、70 名の賛同を得た。室根地区の人々も理解を示し、気仙沼湾を臨む広場を
植林地として快く提供してくれた。当初は、室根山のある岩手県と、行政区の異なる
宮城県の気仙沼との共同作業には、困難も予想された。しかし、気仙沼の人々は 4年
に一度の室根神社の大祭で、山に清めの海水を運ぶ役割を担っており、山と海の交流
には歴史があった 17。
畠山氏は、森を維持するためには、植樹だけではなく、人々の意識を育てることが
大切だと考え、1990 年からは、子どもたちを対象に、森・川・海のつながりを説く
教育活動を開始した。2009 年には「NPO 法人 森は海の恋人」を設立し、ホタテの水
揚げや農家での収穫体験など、生産者の実感を伝える体験学習中心の環境教育に力を
注ぎ、全国から年間 400〜500 人の子どもたちを受け入れている。長年の運動によっ
て大川流域の人々の意識は確実に変化し、気仙沼湾はかつての姿を取り戻していった。
2011 年 3 月の東日本大震災によって、事務所や養殖筏がすべて流され、養殖業や
NPO 活動の継続も諦めかけた。しかし、室根地区の人々から、「今年も、6月に植樹祭
を開催しよう」という声が上がって、全国から 1,000 人以上が集まり、教育活動も岩
手県や宮城県の中学校からの依頼を受けて再開した。海と山の住民が力を合わせた環
境保全活動は、漁村と山村が森を介して連携する新しいコミュニティを創出した。地
元の田園歌人熊谷龍子さんの「森は海を海は森を恋いながら悠久よりの愛紡ぎゆく」
という歌から誕生した「森は海の恋人」のフレーズは、今や全国に響くメッセージと
なり、交流の輪が広がっている 18。
これらの努力の結果、震災前の 2003 年～2010 年の牡蠣生産量（殻付き）を農林
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水産統計でみると、全国では約 20 万トンの生産があり、宮城県は 5 万トン前後で全
国 2 位だった。震災により宮城県の牡蠣養殖は壊滅的な被害を受けたが、2014 年以
降、表 4-4 のとおり、約 2万トンまで生産が復旧している。
表４－４ 牡蠣の生産量ランキング(2016 年)
順位 都道府県 生産量(t)
1 位 広島県 95,634
2 位 宮城県 19,061
3 位 岡山県 15,461
全国 158,925
(出所)農林水産省『漁業・養殖業生産統計』
（４）徳島県上勝町
上勝町は、徳島市から勝浦川沿いを車で 1時間ほど上った場所にあり、四方を山
に囲まれ、川岸にへばりついたような集落である。上勝町は 1955 年に 2 つの村が合
併して誕生した。当時、6,000 人を超えていた人口は、1,700 人（2015 年 10 月）に
まで減少し、四国で一番小さな町となった。高齢化率は 50％で、過疎と高齢化に直
面する典型的な山間地域（町の面積の 86％が山林）の小規模自治体であった。
上勝町は、かつて林業と蜜柑のまちだったが、林業は安い輸入木材に押されて衰退
しており、1981 年には、異常寒波で蜜柑がほぼ全滅するなど、地域経済は大打撃を
受けた。当時上勝町農協の営業指導員であった横石知二氏は、この危機を突破すべく
地域経済を支える新たな特産品の開発を考え、辿りついたのが、高級料亭用の「つま
もの」として、葉っぱ・花・枝などを出荷する「彩（いろどり）事業」であった。「彩
事業」は、1986 年に手探り状態でスタートしたが、当時は「つまもの」市場が確立
しておらず、農家で当初賛同してくれたのは、わずか 4軒で、それも高齢の女性ばか
りだったため、なかなか思い描いていたようには売れず、初年度の売上高は、116 万
8,930 円に過ぎなかった。そうした中で、葉っぱと「つまもの」は同義ではないとい
うことに気付き、葉っぱの色の均質性、形、大きさなどの品質が重要で、しかも、顧
客が求める品目を時期と数量ともに的確に出荷しなければ、葉っぱは「つまもの」と
はならないことを悟った。このため、葉っぱを「つまもの」という商品にする仕組み
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づくりに全員の知恵を使い、タイミングよく市場に供給するために、「つまもの」の
生産技術や注文情報、市況などの共有化を図る情報ネットワークシステム作りに力を
入れた 19。
1992 年からは、町の防災無線を活用し、市場から来た注文を同報ファックスで農
家に一斉送信するようにした。さらに、高齢者でも簡単に操作できるソフトを開発し、
農家に専用のパソコン（現在はタブレット端末）を貸与し、翌日の出荷情報だけでな
く、各農家の売上高や売上順位なども「上勝情報ネットワーク」から情報提供し、農
家の意欲を刺激して、彩ブランドを確立し、付加価値を生むようにした 20。
こうした一連の努力が実を結び、「彩事業」の売上高は、図 4-3 のとおり、1994 年
度に初めて 1億円を突破し、1999 年には、第三セクターとして「株式会社いろどり」
が設立された。売上高は 2003 年度から 2億円を超え、2017 年度には 2億 6,000 万円、
中には年収 1,000 万円を稼ぐおばあちゃんもおり、生産農家は 200 軒に上った。
（出所）株式会社いろどり調べ
1986 年に、4軒の農家だけで始めた「彩事業」は、上勝町の主力産業にまで成長し
た。しかも、その主な担い手は高齢の女性たちであり、生き生きと働くその姿が全国
に発信され、「彩事業」のみならず、上勝町が「葉っぱをお札に変えた町」とか「笑
顔のまち」とも呼ばれ、ブランド化していった。 高齢者が生き生きと生活する上勝
町に魅かれ、Ｉターン移住する人が増えており、そうした移住者による起業が相次い
で、上勝町は新たな展開を見せ始めている。高齢者中心の「彩事業」は、後継者への
バトンタッチが急務となっていたが、上勝町の移住・交流人口の増加、町のファンづ
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(単位：百万円) 図４－３ 株式会社いろどりの売上高の推移
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くりを目的としたインターンシップ事業を 2010 年 8 月から開始し、毎年たくさんの
若者が町を訪れている。2016 年 4 月現在で 600 名以上を受け入れし、約 20 名が町内
に移り住んだ。その中には上勝町で起業し、新しいビジネスを始める人も続出した。
実施主体は「株式会社いろどり」で、「いろどりインターンシップ」と名付け、町外
から移住してきた若者たちが担い手となって、各種事業を起こしており、「おばあち
ゃんの町」として知られる上勝町に大きなムーブメントを発生させた。その取組みは
多くのメディアでも取り上げられ、映画にもなって全国各地で上映 21されている。
また、上勝町は、2018 年 6 月に自治体による SDGs の達成に向けた優れた取組み
を行う都市として、「SDGｓ未来都市」に選定 22された。「SDGｓという共通のキーワー
ドを使うことで、地域活性化に向けた既存の施策や取組みを見直し、改善するための
枠組み、ツールとして活用でき、持続可能なまちづくりの取組みを広く発信・共有す
ることにより、多様なセクター（分野）やステークホルダー（利害関係者）との連携
機会を増やしていくことができると考えている」と、上勝町が表明している。
（５）大分県日田市大山町
大山町は、大分県西部に存在する町であり、中心部に大山川が南北に貫流し、大山
川に沿って集落が点在して総面積の約 80％が山林で占められている。2005 年 3 月に
日田郡前津江村、中津江村、上津江村、天瀬町とともに日田市へ編入合併し、行政地
域としては消滅したが、編入後も「日田市大山町｣として地名は残された。
大山町は、標高 100～500ｍにあり、耕作地は 320ha しかなく、収益条件に恵まれ
ない地域であった。大山町農協（正組合員 578 戸（2017 年 3 月末））は 1949 年 4 月
に設立されたが、1954 年に大山町農協の 3 代目組合長に就任した矢幡治美氏（1955
年から町長を兼務）は、政府がまだ米の増産を推進していた 1961 年に、米作には不
適な山地の地理的特性を生かして、作業負担が小さく収益性の高い梅や栗を栽培し、
さらに梅干し等に加工して付加価値を高める NPC（New Plum and Chestnut）運動を、
「梅栗植えてハワイに行こう!」というユニークなキャッチフレーズで開始した 23。
これが農家の収益向上に寄与して、大山町は全国で最も住民のパスポート所持率が
高い（70％）町になった。この運動は、後の「一村一品運動」の原点としても知られ
ている。梅栗運動の影響で、梅は大山町の基幹産物となり、現在では町内のほとんど
の農家で梅が栽培されており、スモモ、葡萄、柚子と品目を広げたうえ、天候に左右
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されない農業生産にも取り組んだ。また、1965 年から、町と農協が共同して、第２
次 NPC（Neo Personality and Combination）運動を始めた。すべての住民が運命共
同体の構成員であることを自覚し、健康で明るい豊かな心をもって生活を営むことの
出来る教養と知識をもつ人格を養うことを目的とする「人づくり運動」を展開し、農
協が無利子の旅行ローンを提供して国内外の研修旅行を推奨したほか、無料のカルチ
ャーバスを運行させた。さらに、1969 年には、第 3次 NPC（New Paradise Community）
運動を始め、生活行動半径内に利用しやすい便利な文化施設集積団地を作り、農協が
ライフセンターという名の日用品の販売所を設立した。
1973 年からは、山間地での牛の飼育をやめて、空いた農家の納屋でキノコ栽培を
始めた。シメジ茸の周年ビン栽培工場を立ち上げ、農協の施設を本工場、農家の納屋
を分工場とした。本工場で菌を培養し、分工場の農家で栽培した。農家は 30 日間で
栽培できて毎日出荷して収入が得られ、年間で 10 回転でき、狭い納屋でも棚を 5 段
にすれば 5倍の生産量になった 24。町内にある宿泊温泉物販施設「ひびきの郷」には
共同の梅酒工場があって、梅酒の生産販売にはニッカの協力を得ており、中国江蘇省
の農場と提携して、蜂蜜や梅の共同生産も行なっている。
大山町農協では、1990 年 7 月に、地元農家が栽培した農産物や製造した加工品に
自らの手で生産者名や金額、バーコードを記載したシールを貼り、売れ残りは農家が
責任をもって回収する仕組みの直売所を「木の花（このはな）ガルテン」としてオー
プンした。「木の花ガルテン」は、2001 年に地元産の有機農作物を使ったビュッフェ
スタイルの農家もてなし料理レストランを直売所に併設するなど、先進的な取組みを
続けている。「６次産業化」という言葉・概念は、農業経済学者の今村奈良臣が、「木
の花ガルテン」を１週間にわたり調査する中から産み出された用語 25である。
「木の花ガルテン」は、年間購買客数が 240 万人、出荷農家数 3,797 名、年間販売
額も、図 4－4のとおり、18 億 3,000 万円（2016 年度）で、農家の所得向上に大きく
寄与している。人口 3,600 人の町で、1,000 万円以上の年収の農家は 150世帯を越え、
年収 2,000 万円の農家もある。
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（出所）大分大山町農業協同組合調べ（伊東（2009）、大友（2018）等から転載）
大分・福岡両県に農産物直売所やレストランを有する「木の花ガルテン」は、現在
10 店舗を展開し、同時に農産物処理加工施設を有し、その加工品を外商担当者によ
り九州一円で販売するなど、地産地消活動に広域的に取り組んでいることで再び注目
を集めている｡また、2015 年 3 月には、隣町の里山 25 ヘクタールを買い取り、杉を
伐採し、農協役職員が自ら、梅・椿、桃、栗、桜などを植え、季節ごとの花が咲く桃
源郷のような里山になることを期待して、農業者のテーマパーク「五馬姫（いつまひ
め）の里」をオープンした 26。
第３節 ６次産業ブランド化への試みとその限界
（１）ProjectＡ：煙樹海岸活性化プロジェクト
イ．事業背景
煙樹ヶ浜海岸の雄大な自然は、京阪神各地からの人々を惹きつけているが、来訪し
た人々にお金を落としてもらう場所がなかった。その上、日本の名松百選に選ばれた
「煙樹ヶ浜の松林」の枯れ松葉を活かして製造される松葉堆肥（環境型資材）を使用
した松ブランド農作物（松キュウリ、松トマト、松イチゴ）を 2006 年から生産して
いるが、生産量も少なく松ブランドとしての流通もほとんどなかったために、一般消
費者に松ブランドが認知されていない。
ロ．事業目的
訪れてくれた人々に楽しんでもらい、地元産品を買ってもらう場所作りを行う。さ
らに、その場所を活用して、地元産品のブランド化を図る。
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図４－４ 木の花ガルテン売上高の推移
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ハ．事業概要
６次産業化事業（地元産品のブランド化）の推進のため、2016 年 11 月から、地方
創生加速化交付金を利用して、町営キャンプ場の管理棟を改修した美浜町営のアンテ
ナショップを立ち上げた。地域住民が地元産品や手作りのインテリアなどを提供し、
2017 年度からは、美浜町が手数料として 1 割を徴収している。周辺イベントなどと
も連携して、一定の売上げの維持を目指している。
二．KPI（重要業績評価指数）
松ブランド農作物の生産量拡大や更なる品質向上、松ブランド農作物を使用した特
産品の開発、アンテナショップやネットショップを利用した松ブランド農作物および
特産品の販路拡大を関係団体が一体となって取り組むことにより、美浜町の産業の活
性化を図り、松ブランド農作物を生産する新規就農者を増やす。これらにより、3年
後までには、表 4-5 のとおり、松関連製品の出荷額を 300 万円増やすことを目標とし
ている。(KPI にアウトカムだけではなく、転入者数というアウトプットも入ってい
る)
表４－５ ProjectＡのKPI
2016 年度 2019 年度
松関連製品の出荷額 4,200 万円 4,500 万円
第１次産業への新規就業者数 2人 10 人
特産品の開発件数 1件 3件
転入者数 5人 20 人
（出所）美浜町資料
ホ．筆者が考える課題
2017年の春先は15万円程度/日の売上げをキープしていたが、2017年 7月以降は、
一部の日を除いて、10 万円/日以下に低迷している。売れ筋は食料品ということで、
カフェ部門の充実、モーニング・サービスの開始、子供向けのイベント開催などの工
夫を行っているが、場所が町外の人から見て分かりにくい、販売商品の種類・絶対量
の制約などから、売上高については伸び悩みであり、当初目標である地元産品のブラ
ンド化の実験店舗という性格が置き去りにされているのではないかという疑問が残
る。今後は、アンテナショップの売上向上のためのノウハウの向上などが必要ではな
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いかと考える 27。
（２）ブランド化の限界
ProjectA を立ち上げたにもかかわらず、閉塞状態を脱したという状況には至って
おらず、松キュウリを中心とする６次産業ブランド化が進展しない理由については、
上記(１)ホ以外に、農協を経由する流通過程のネックの問題があると考える。農協を
使わざるを得ない最大の理由は、キュウリ農家が共同で出資している荷捌き場の償却
問題とこれまでのキュウリの販売について世話になったという農協に対するいわゆ
る「しがらみ」などであると考える。また、松葉堆肥も絶対量が不足しており、松葉
堆肥を使えるキュウリ農家は 24 農家のうち 9 農家に限定されているというのが現状
である。このため、ProjectA では、松葉堆肥の絶対量を増やすため、まち・ひと・
しごと創生本部が出す地方創生加速化交付金を利用して、バキューム・スウィーパー
やユンボ等の機材を整備した。また、ProjectB で松葉かき予算も確保しているが、
松葉堆肥の製造に 1年半の期間がかかることもあり、現時点では、際立った成果は見
い出せていない。
第４節 他市町村と美浜町との相違点
（１）5市町村と美浜町との相違点
栃木県茂木町の「美土里堆肥」や長野県川上町の「レタス栽培」、宮城県気仙沼市
の「牡蠣」、徳島県上勝町の「つまもの」、大分県日田市大山町の「木の花ガルテン」
は、６次産業ブランド化に成功した好事例である。６次産業ブランド化の要素として
は、「作る」、「加工する」、「売る」があるが、経済学の範疇ということで、「売る」に
着目して、これら 5 市町村と美浜町を比較検討する。「売る」の 2 大要素は、「流通」
と「販売」なので、その 2つにメンタル面の「経済的危機感」を加える。
栃木県茂木町では、表 4－2 のとおり、落ち葉堆肥をブランド化し、学校給食への
供給や美土里シールの販売なども行っており、落ち葉堆肥の販売には農協も協力して
いるが、美浜町では無料で農家に供給しており、松葉堆肥の販売について、農協サイ
ドは消極的である。
長野県川上村の海外展開を含む広報事業に対して、美浜町では、松キュウリのパン
フレットを作成したり、美浜町商工会主導で特産フェアに出展したりしているが、流
通構造の問題があり、「松キュウリ」の名前で市場に出回らないことから、美浜町外
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の一般消費者の手に「松キュウリ」として渡ることはほとんどない。また、松キュウ
リ自体の差別化についても、現状はキュウリの形をまっすぐにすることのみに注力し
ており、キュウリ自体の品質改良については際立った成果は見られない。
気仙沼市の牡蠣の養殖の再生事業に対して、美浜町では、伊勢エビ、ヒジキ、シラ
ス、アワビが特産品として有名であるが、そのうち、アワビについては、隣り町の御
坊市に火力発電所が建設され、日高川の上流にダムが建設されて以来、アワビが絶滅
の危機に瀕している。しかし、美浜町の三尾漁協は海洋調査を行うのみで、地方創生
事業でアワビを再生することはもとより、他の地方創生事業についても、特段の理由
もなく極度の拒否反応を示しており、東京築地で評判の伊勢エビを地方創生に活用す
ることについても、「既存の流通構造を守る」として拒否している。
徳島県上勝町の「彩事業」の仕掛人は農協であったが、これに対して、美浜町を担
当する JA 紀州では、６次産業ブランド化について、特にムーブメントを起こすよう
な動きを示しておらず、大量生産・安定供給を優先している。
大分県日田市大山町は、「梅栗植えてハワイに行こう!」というキャッチフレーズや
人づくりで、農協が地域活性化に努力しているが、JA 紀州に同様の動きはない。他
の 5市町村村のうち、気仙沼を除く 4市町村は、いずれも地元農協がブランド化の牽
引役となっており、気仙沼についても、漁業者がその牽引役となっている。これに対
して、美浜町では、第１節にも記載したように、2009 年に農家や加工業者などから
なる「煙樹ヶ浜松葉堆肥ブランド研究会」を設立して、「松ブランド」を促進する動
きを示してはいるが、事務局が美浜町役場内にあり、農業者主導というよりは、町役
場主導で無難に事務を行っているという感が否めない。
このため、美浜町と他の 5市町村との間で大きな相違が発生した理由として、販売
戦略や流通を担う農協・漁協の協力の有無、経済的危機感の違いなどがあるのではな
いかという仮説を立てて考察したところ、5市町村の具体的な状況は、以下のとおり
となった。
（２）栃木県茂木町
①販売戦略
美土里堆肥を使った農産物を茂木町が認定して「美土里シール」を貼って販売し
ている。
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②流通構造
美土里堆肥を美土里館のほか、農協の直売所や道の駅で販売している。
③経済的危機感
たばこ関連産業が衰退した後、過疎化、高齢化、耕作放棄地の増加と疲弊する一
方であった。
（３）長野県川上村
①販売戦略
全国各地に出向いてキャンペーンを行うほか、海外にも展開している。役場と農
協で販売戦略会議を設置している。
②流通構造
海外輸出については、地元農協が交渉。国内販売についても農協が全面的に協力
している。
③経済的危機感
陸の孤島であり、長野県で最も不便で貧しい山村だった。
（４）宮城県気仙沼市
①販売戦略
NPO を中心とした交流活動により、牡蠣の養殖生産量を増加させ、販売にも寄与
している。
②流通構造
イベントに合わせて販売会を開催し、宮城県漁業協同組合唐桑支所とも連携して
いる。
③経済的危機感
赤潮や東日本大震災で、牡蠣は一時壊滅状態となった。
（５）徳島県上勝町
①販売戦略
毎日、葉っぱの需要予測を立て、その需要予測を生産者に提供しており、生産者
はその情報に基づいて出荷計画を立て、農協に出荷される。
99
②流通構造
株式会社いろどりが農協を通じて販売しており、個別に農協に寄せられた葉っぱ
に対する注文は、農協から生産者に情報が提供され、早い者勝ちで出荷者が決まる。
③経済的危機感
1981 年の異常寒波で蜜柑がほぼ全滅するなど、地域経済は大打撃を受けた。
（６）大分県日田市大山町
①販売戦略
「木の花ガルテン」の外商担当者が九州一円で販売している。テーマパーク｢五
馬姫の里｣をオープンさせた。
②流通構造
大山町農協が設立した「木の花ガルテン」の直売所で販売している。
③経済的危機感
標高が高く、耕作面積も少ない貧しい町で、町民の多くは山林労働者や季節労働
者だった。
これらに対して、美浜町では、以下のとおり、松キュウリの販売は局地的であり、
ブランド化についての農協・漁協の協力もない。また、松葉堆肥製造のキッカケは、
経済的な危機感というよりも、松の落ち葉対策であった。
（７）和歌山県美浜町
①販売戦略
松キュウリのリーフレットを作り、フェアなどで販売するのみであり、伊勢エ
ビについては、一般には販売していない。
②流通構造
農協経由のキュウリは松キュウリを名乗れないため、1週間に 1回美浜町のアン
テナショップで販売している。伊勢エビについては、漁協が一括して隣り町（御坊
市）の仲卸業者に卸し、東京の築地で売られることから、美浜町内では出回らない。
③経済的危機感
農協・漁協は、美浜町の担当課に補助金の陳情を行っているが、地方創生事業に
対して距離を置いている。
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以上のように、成功している地域では、販売戦略で知恵を絞っているほか、流通を
担う農協・漁協がブランド化に協力を行っており、それらの背景として、市町村とも
経済的な危機感を有していることが検証された。このように、販売戦略、流通構造、
経済的危機感について、美浜町と他の 5市町村村で大きな差異が出たことから、上記
仮説は正しいことが確認された。
（８）ジョインジュースとポンジュース
上記の結果については、和歌山県のジョインジュースと愛媛県のポンジュースの例
を見ても明らかである。ポンジュースについては、「愛媛のまじめなジュースです」
の CM でもおなじみであるが、1948 年 10 月に設立された愛媛県青果販売農業協同組
合連合会（略称：青果連）が 1952 年から発売した蜜柑ジュースで、2003 年 4 月から
は、株式会社えひめ飲料（2013 年 6 月からは全農の 100%子会社）が販売している。
株式会社えひめ飲料は愛媛県松山市に本社を置く会社で、「こだわりはまじめです」
を合言葉に行動することを基本とし、東京営業本部のほか、大阪、名古屋、福岡にも
営業拠点を置いている。
えひめ飲料がジュースを販売するようになったのは、愛媛県青果販売農業協同組合
連合会の桐野忠兵衛会長が「愛媛県のみかん産業をどのように発展させるか」という
思いと責任をもって、1951 年に果樹産業の状況調査に渡米したことが契機である。
アメリカのジュース工場を見学したときに、オレンジ、タンゼリン、グレープフルー
ツが工場にどんどん運ばれ、缶詰や飲料になっていくところを目の当たりにしたこと
から、蜜柑をはじめとする柑橘類が飲料としての販売形態に向いており、あらゆる可
能性を持っていることに気付いた。帰国後、早速役員会を招集し、工場の創設に着手
した。「思いついたらなんでもやってみたくなる」という桐野会長の独特の発想で、
渡米からわずか 1年余りで飲料の製造・販売（果汁 100％飲料としての販売は 1969
年から）へと辿りついた。飲料にすることで、品質は普通の大きさの蜜柑と変わらな
いが、小玉ゆえに値の付かない蜜柑の処理ができることや、蜜柑の生産表年には市場
出荷量を調整し、価格の維持が出来るメリットも飲料の製造・販売へつながる要因と
なった。なお、ポンジュースの名付け親は、松山藩主の血を引く、当時の久松定武愛
媛県知事であり、発売当時の宣伝ポスターには「日本で生まれて世界に輝くポンジュ
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ース」と謳っている。日本一（ニッポンイチ）のジュースになるようにとの願いを込
めて付けられた 28。
大手通販サイトの Amazon のオレンジジュースの売れ筋ランキングでも、ポンジュ
ース（1000ml）は 5位（2019 年 3 月末現在）となっており、伊藤忠系列のリサーチ
会社であるマイボイスコムが、2009 年に、野菜入り・炭酸・ゼリー状以外の果汁入
り飲料を飲む人を対象として、「飲んだことのある果汁入り飲料はどれですか」と質
問した結果によると、表 4－6のとおり、ポンジュースが 3位であるが、ジョインジ
ュースはランキング外となっている。
表４－６ 果汁入り飲料に関する調査結果（2009 年）
順位 飲料名 会社名 割合（％）
1 なっちゃん サントリー 75.3
2 バヤリース アサヒ飲料 74.6
3 POM ポンジュース えひめ飲料 69.0
4 Coo コカ・コーラ 66.5
5 トロピカーナ キリンビバレッジ 58.8
6 サンキスト 森永乳業 53.4
7 Dole 日本ミルクコミュニティ 44.5
8 Minute Maid コカ・コーラ 43.8
9 NECTAR 不二家 38.2
10 Welch's カルピス 38.0
11 農協果汁 日本ミルクコミュニティ 34.2
12 Gokuri サントリー 25.9
13 ビタミンフルーツ 伊藤園 20.0
14 Ribbon サッポロ飲料 18.0
15 100CAN カゴメ 17.9
16 純粋果汁 キリンビバレッジ 11.2
17 SUNSWEET ポッカ 8.5
18 オーシャンスプレー サッポロ飲料 1.7
19 上記以外の果汁入り飲料 16.5
20 無回答 0.6
（出所）マイボイスコム
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これに対して、ジョインジュースは、JA 和歌山県農が 1970 年から製造・販売して
いる和歌山県産の蜜柑果汁を用いた清涼飲料水である。テレビ CM をオンエアしてい
たため、和歌山県をはじめとして近畿各府県においてはある程度知られているが、ポ
ンジュースのように全国に向けた CM 等での宣伝を行っていないため、近畿地方以外
での知名度は低い。和歌山県内の JA やスーパー向けに販売している。通信販売も行
っているが、知名度がないため引き合いも限定的であると推察される。
また、主力商品の代金設定についても、ポンジュースが濃縮還元タイプで 1,000ml
で 380 円であるのに対し、ジョインジュースの 1993 年以来の看板商品である「厳選
工房」は、ストレートタイプで 1,000 ml で 780 円（いずれも 2019 年 3 月末現在）と
割高である。確かに味覚面や栄養面ではストレートタイプの方が優れているが、販売
戦略面では、安価で買いやすいポンジュースの方が優れており、流通面でも、全農の
子会社であるえひめ飲料がポンジュースを積極的に全国展開しているのに対し、JA
和歌山県農が和歌山県内の JA やスーパー向けに販売するのみで、CM も近畿地方内に
限られているジョインジュースの方が劣勢であると言える。経済的危機感についても、
和歌山県の方が蜜柑生産では優位を占めている（全国生産高第 1位）ということが影
響していると推察される。
（９）６次産業ブランド化と地方創生との関連
６次産業ブランド化の進展がどの程度地方創生に寄与しているかを考察するため、
栃木県茂木町の「美土里堆肥販売額」、長野県川上村の「レタス出荷額」、気仙沼市の
「牡蠣生産高」、徳島県上勝町の「株式会社いろどりの売上高」および日田市大山村
の「木の花ガルテンの売上高」と地方創生の象徴的指標である各市町村の人口の増減
について、過去 10 年間程度の時系列データで比較した場合、図 4-5～9 のとおり、気
仙沼市の牡蠣生産高で東日本大地震の影響があったが、それ以外では、概ねパラレル
なトレンドとなっている。これらのことから、６次産業ブランド化の推進は、地方創
生にとって意義のある取組みであることが推察される。
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（出所）美土里館調べ。人口は住民基本台帳ベース。
（出所）川上村調べ。人口は住民基本台帳ベース。
(出所)気仙沼市産業部水産課｢気仙沼の水産｣。 人口は住民基本台帳ベース。
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図４－５ 美土里堆肥の売上高と茂木町の人口との相関
美土里堆肥(千円) 茂木町(人)
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図４－６ 川上村のレタス出荷額と川上村の人口との相関
レタス出荷額（百万円） 川上村人口（人）
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図４－７ 気仙沼市の牡蠣生産高と気仙沼市人口との相関
牡蠣生産高(万円) 気仙沼市(人）
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（出所）株式会社いろどり調べ。人口は住民基本台帳ベース。(2013 年度からは 12月末）
(出所)大分大山町農業協同組合調べ。人口は住民基本台帳ベース。
以上のように、美浜町の限界と茂木町、川上村、気仙沼市、上勝町、大山町の成功事例
を対比することにより、地域の対応の違いで大きな違いが出ることが鮮明となった。また、６
次産業ブランド化の推進と地方創生との相関性について考察し、５つの市町村が思い切っ
た対応を取れたにもかかわらず、美浜町ではうまくいっていない直接的な原因は、販売戦
略と流通構造の問題、経済的危機感のなさにあるとの結論に至った。
第５節 ６次産業ブランド化についての提言
販売戦略、流通構造の問題、経済的危機感のなさのうち、最も問題が大きいと考え
られる農産物に係る流通構造の問題について考察する。
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図４－８ 株式会社彩の売上高と上勝町人口との相関
上勝町の人口（人） 彩の売上高（千万円）
0
50,000
100,000
150,000
200,000
図４－９ 木の花ガルテンと日田市の人口との相関
日田市人口（人） 木の花ガルテン売上高(万円)
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美浜町において、JA 紀州が６次産業ブランド化について積極的に推進してこなかっ
た理由として、JA 紀州が、松葉堆肥を使ってブランド化を進める農家と従来の堆肥
を使う農家との間で公平性を保つことに重きを置いたことがあると考えられる。
大山町農協の矢羽田正豪組合長は、「JA という名称を使っていないのは、おそらく
全国の農協でここだけ。JA という名称を使い出した頃から農協がおかしくなった。
われわれは農協本来の姿でありたいから、農業協同組合という名称を使い続けている。
農協の本来的な役割は農家の所得を向上させること。その手助けをするのが農協だが、
いまは自分たちが生き残るための組織に変わってしまった」（矢羽田（2015））とし
ており、農協内部からもこのような批判が出ていることは興味深い。金融財政事情研
究会（2013）も「生産法人化等による規模拡大や農家が独自で高付加価値化に取り組
むなかで、旧態依然とした農協の経済事業に対する不満が高まるようになり、農家の
農協離れが進んでいる。（中略）銀行による記者会見では、「（６次産業化とは）農協
を通さない農家をつくること」という回答まで聞かれた」と記載している。
農協は、1947 年 12 月施行の農業協同組合法に基づき、戦時中の農業会を改組する
形で発足し、事業内容などはこの法律によって制限・規定されている協同組合方式の
法人であり、1992 年 4 月からは「JA」という名称が使われている。山下（2018）は、
「金融から農産物集荷まで農業・農村のすべての事業を行っていた戦前の統制団体を、
衣替えして作ったのが JA 農協である。（中略）農業を発展させるために作られた組
織が、それを衰退させることで発展した」と強調し、山下（2010）では、「農協は、
企業的な農業の規模拡大を図るという構造改革には、「農業基本法」制定以来、一貫
して反対してきた。これは専業農家の収益向上も阻害した」としている。
本間（2014）は、「日本の農協は通常の協同組合と異なり、政府が設立した組合で
あるという特徴がある。（中略）戦後間もない頃は、個々の農家は取引先に対して交
渉力がなく、また、農村に金融機関や保険会社の支店もなかったことから、農家の便
宜を図ることはそれなりに意義があった」と設立当初の役割に一定の評価を与えてい
るものの、「JA 農協にとって望ましいのは組合員数の維持・拡大と 4 大事業（信用
事業、販売事業、購買事業、共済事業）の利用額の増大である。農業経営の規模拡大
が進めば農家数は減る。また、大きくなった農家は自ら資材の仕入先や生産物の販路
を開拓し、農協を利用しなくなるであろう。構造改革は農協の衰退をもたらし、彼ら
にとっては望ましいことではない。（中略）農協法上は加入・脱退は自由であるが、
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系統組織に所属していなければ有形無形に不都合が生じる。農家は JA 農協を通さな
ければ補助金も受け難い。補助金以外でも、JA 農協は金融・流通チャンネルを抑え
ているから、大多数の農家は肥料の調達、機械の購入など、どこかで農協を使わざる
を得ない」と JA 農協の弊害を列挙している。原島（2006）でも、「農協の経営の健
全化のために広域合併が進められているが、これにより農協と地域のつながりが以前
より希薄化しつつある。農協が農村社会の中心的な役割を果たさなくなり、農村の活
力が失われる可能性もある」と農村の活力低下を危惧している。
筆者も、美浜町で農協を含む全キュウリ農家と松キュウリのブランド化について何
度も協議を続けたが、結局、出席者から理解を得ることはできず、逆に「キュウリ農
家の和を乱す混乱分子」と見なされ、地方創生統括官在職中(2016 年４月～2018 年 3
月)には松ブランドの確立まで到達することはできなかった。
小沢（1979）は、欧米の農協と日本の農協の違いについて、「欧米の農協は、農民
の自発性に基づいた商品生産の経営事業体として設立された専門農協 29 であるのに
対し、日本の農協は総合農協方式であり、単協―連合会－全農という系統で農業組織
が一元的に集約され、事業活動（信用事業、販売事業、購買事業、共済事業）も一元
的な系統組織に乗って展開されている。（中略）商品生産者としてのアメリカ農民は、
自己に有利に農産物の販売および生産資材の購入が出来さえすれば、取引相手が農協
であろうと農業関連企業であろうと構わない」としており、日本の農協が官製の系統
的な指示体制にあることにより、農協と農業者との間の乖離につながっているが、欧
米の農業者には農協に対するいわゆる「しがらみ」がないと考える。
農協が自立した経済主体として、農業者にメリットのある事業運営が出来ていない
という批判から、2016 年 4 月 1 日に農協法が改正された。改正農協法では、「農協改
革」が目指す農業・農村所得の増大に向けて、農協法第 7条にＪＡや連合会の事業目
的として、従来の「組合員及び会員のために最大の奉仕をすることを目的とする」に
加えて、「農業所得の増大に最大限の配慮をしなければならない」ことが明記された。
また、「営利を目的としてその事業を行ってはならない」との現行の条文は、農協は
利益を上げてはならないといった誤解を助長しかねないとの声があったため、販売事
業などから高い収益を上げ、「事業の成長発展を図るための投資又は事業利用分量配
当に充てるよう努めなければならない」とされた。これらは、JA（および連合会）の
組織・事業運営に関する目的規定の変更であり、JA が農業者の所得向上に全力投球
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できるようにし、中央会・連合会はその JA を適切にサポートするための改正である。
そのほか「組合員の自主的組織としての運営確保」として、組合員への利用強制の禁
止、専属利用契約規定の廃止、配当の一部を出資させる回転出資金の廃止などが規定
されている。(表 4－7参照)
  表４－７ 農協法改正の概要（農林水産省資料を基に作成）
  
このような農協改革の動きにもかかわらず、農産物の一般的な流通ルートは、相変
わらず農業協同組合（JA）であり、表 4-8 のとおり、和歌山県内には 8 つの JA が図
4-10 のような位置関係にある。これらの JA ごとの農産物出荷額のデータを入手する
ことが難しいため、便宜的に各 JA が対象とする市町村の農業産出額の変化を比較し
た場合、図 4-11 のとおり、美浜町を含む日高地方を対象とする JA 紀州は農業算出額
が多く、2017 年には上昇したものの、中長期的には下落率が大きく、他の JA 以上に
流通構造の改善に対する努力が必要ではないかと考える。
表４－８ 和歌山県内のＪＡ一覧
組織名 対象市町村
ＪＡわかやま 和歌山市
ＪＡながみね 海南市、紀美野町
ＪＡ紀の里 紀の川市、岩出町
ＪＡ紀北かわかみ 橋本市、かつらぎ町、九度山町、高野町
ＪＡありだ 有田市、湯浅町、広川町、有田川町
ＪＡ紀州 御坊市、美浜町、日高町、由良町、みなべ町、日高川町、田辺市龍神村
ＪＡ紀南 田辺市、白浜町、上富田町、すさみ町、串本町
ＪＡみくまの 新宮市、那智勝浦町、太地町、古座川町、北山村、田辺市本宮町、串本
町(旧古座町)
（出所）JA グループ和歌山
・全国中央会
○ 現在の特別認可法人から、一般社団法人に移行する。
○ 農協に対する全中監査の義務付けを廃止し、公認会計士監査を義務付ける。
・都道府県中央会
○ 現在の特別認可法人から、農協連合会（自律的な組織）に移行する。
・全農
○ その選択により、株式会社に組織変更できる規定を置く。
・連合会
○ 会員農協に事業利用を強制してはならないことを規定する。
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図４－10 和歌山県内 JA の位置関係
（出所）JA グループ和歌山
山下（2016）は、「農協は“農業”協同組合という実質を失ってきた。現在の農協は“脱農
業”協同組合、あるいは、“不動産”協同組合と呼んだ方が適当かもしれない」としているが、
今後の農業の発展を考えた場合、JA 農協が持つ多くの特権（独占禁止法の適用除外、法
人税の軽減、固定資産税の非課税など）の廃止も視野に置き、本当にやる気とアイディアの
ある人が自由に参入できるようなシステムに転換すべきであると考える。
図４－11 JA 別の農業産出額の推移
（注）農業産出額は市町村別のデータであるため、田辺市龍神村および本宮町は「JA 紀南」
に、串本町の旧古座町地域は「JAみくまの」に含まれている。
(出所) 生産農業所得統計。2014 年以降は農林業センサス。
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最後に、６次産業ブランド化の立地の問題であるが、藤田・武藤（2007）は、「ブ
ランド農業モデルは、地域に根ざした内生的発展である点に強みがある」としており、
ブランド農業を、タイプ1（都市の市場をターゲットとした高度に差別化された製品）、
タイプ２（地域市場をターゲットとした製品）、タイプ3（都市の市場をターゲットと
した比較的均質の製品）と分類し、空間経済学で用いられるポテンシャル（可能性）
曲線アプローチを使ってブランド農業の立地を分析した。その結果、タイプ１の高度
に差別化されたブランド農業はマークアップ率が高く遠隔地が最適、タイプ３の均質
的な製品は輸送コストが低い都市近郊の道の駅などが最適、タイプ２はその中間地が
最適であるという分析を発表した。すなわち、美浜町のような遠隔地において、｢ブ
ランド農業を持続的に発展させるためには、タイプ２からタイプ１へ、または、標準
的な作物からタイプ１へと製品を徐々に移行させなければならない。これには既存の
製品の質を常に向上させるとともに、新しい製品開発を進めなければならない」とし
ている。
上記により、立地によってどのタイプのブランド農業が適しているかの方向性が与
えられたが、重要なことは、中村（2004）が述べているように、「地域を挙げて知恵
の結集に向けたムーブメントを創生し、活気を取り戻すこと」であり、松ブランドを、
タイプ１でいう「高度に差別化された製品」にするためには、将来を見通して経済的
危機感を持つことは当然のこと、地域の競争性優位を発揮するため、販売戦略につい
て住民の知恵を結集するとともに、各生産者も味覚面や効能面で優位性を出す努力が
必要ではないかと考える。
熊谷（2011）は、「日本の社会・文化の特色は、各地域によって大きな異なりを見
せる。その地域的多様性は、地縁と地域力によって生まれる。未曾有の少子高齢化社
会に直面する日本の課題解決には、地縁と地域力に基づく地域住民の結束が大きな力
となる。（中略）このため、住む土地に基づく縁故関係（地縁）と地域の長所と短所
を含む地域力が重要な解決策となる」としており、特に「地域の短所をプラスに転換
することが不可欠である」として、ソーシャル・キャピタルの重要性を示唆している
が、第２章でも論じたように、ソーシャル・キャピタルは６次産業ブランド化の推進
にとっても大きな役割を果たすと考える。
おわりに
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本章では、第１節で「地域で生み出された産物を差別化して、流通・販売するための
農業(漁業)が「ブランド農業（漁業）」であり、これらについて生産・加工・販売を
一貫的に行うことを「６次産業ブランド化」と定義した上で、和歌山県美浜町で松葉
堆肥を使った松ブランドを６次産業ブランド化として進めようとしたが、未だ町外で
認知されていないことを示した。これに対して、第２節において、６次産業ブランド
化を成功させている 5 市町村を紹介し、第３節では、ProjectＡの煙樹海岸活性化プ
ロジェクトにおいて、キャンプ場の管理棟をアンテナショップにリニューアルし、松
ブランドをはじめとする美浜町の産物を直売する環境を整えたが、未だ６次産業ブラ
ンド化が進展していないことを示した。第４節では、美浜町と他の 5市町村の相違点
を分析した上で、「美浜町と他の 5市町村との間で大きな相違が発生した理由として、
販売戦略や流通を担う農協・漁協の協力の有無、経済的危機感の違いなどがあるので
はないか」という仮説が正しいことを確認し、和歌山県のジョインジュースと愛媛県
のポンジュースの例でも同様の理由から販売・流通面でジョインジュースが劣後して
いることを確認した。そのうえで、６次産業ブランド化の進展と人口の増減との相関
関係について、時系列データで分析を行ったが、気仙沼市の牡蠣生産高で東日本大地
震の影響があった以外では、概ねパラレルなトレンドとなっていることから、６次産
業ブランド化の推進は、地方創生にとって意義のある取組みであることが推察された。
第５節では、農協の構造的な問題について考察し、美浜町を管轄する JA 紀州の農
業産出額の減少率が中長期的に大きいことを確認した。農協法改正（2016 年 4 月）
という動きもあるが、JA 農協が持つ多くの特権（独占禁止法の適用除外、法人税の
軽減、固定資産税の非課税など）の廃止も視野に置き、本当にやる気とアイディアの
ある人が自由に参入できるようなシステムに転換すべきであると提言した。また、６
次産業ブランド化の立地の問題について、藤田・武藤（2007）は「美浜町のような遠
隔地では、地域ブランドを、「都市の市場をターゲットとした高度に差別化された製
品」にする必要があるとしており、中村（2004）は、「地域を挙げて知恵の結集に向
けたムーブメントを創生し、活気を取り戻すこと」を主張している。これらのために
は、将来を見通して経済的危機感を持つことは当然のこと、地域の競争性優位を発揮
するため、販売戦略について住民の知恵を結集するとともに、各生産者も味覚面や効
能面で優位性を出す努力が必要ではないか。そのためにも、第３章で詳述したソーシ
ャル・キャピタルは、６次産業ブランド化の推進にとって大きな役割を果たすと提言
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した。
美浜町は、古く万葉の時代30から開けていた地域であり、江戸時代には、徳川御三
家の紀州藩の一部として繁栄し、他藩をけん引する立場にあった。文化的にも「アメ
リカ村」と呼ばれるほどカナダ移民が多かったことから、国際的にもカナダと親交が
あったほか、デンマークとの関係も深かった31。また、4.5kmを誇る松林32や煙樹ヶ浜
海岸、和歌山の朝日夕陽百選に選ばれた日ノ岬など自然にも恵まれている。これらの
歴史・文化・自然資産を基にブランド化を考え、販売戦略にも知恵を絞れば、他地域
に負けない６次産業ブランド化を進めることができると考える。
マイケル・E・ポーター（2008）は、「従来の通説では、社会的成果と経済的成果
はトレードオフの関係にあるとされていた。（中略）ビジネスは社会問題を引き起こ
すことで利益を生まない。実際のところ、ビジネスは社会問題の解決によって利益を
生む」としており、特に松ブランドについては、枯れ松葉の処理という社会問題が発
端となって着想された６次産業ブランド化であり、時宜に合った戦略であると考える。
このように、美浜町ならではの地域資源を活かせる画期的な６次産業ブランド化策が
実行に移されるならば、今後の美浜町の経済を復活させる契機になると考える。
(注) １．美浜町内の全キュウリ農家で出資した施設であり、償却が終わる(残年数約 10 年)まで農協
経由の販売形態から離脱できない。
２．江戸時代，幕藩領主の管理下にあった保護林，または占有林の汎称であり、諸国御
林帳に登録された保護林をいう。その制定目的によって、林業的な御林と保安林的な御
林に大別されるが、美浜町の場合は、保安林的な保護林である。
３．JA 紀州から市場に出る段階で、松キュウリの箱からキュウリを取り出し、紀の川市のキュウリ
と合わせて「和歌山県産キュウリ」として市場に出される。松トマト、松イチゴについても、生産
農家がそれぞれ 1 農家しかなく、やはりブランドとしては流通していない。
４．藤田・武藤(2007)。
５．2017 年 2 月に、美浜町役場が主催して行ったレシピを競う松キュウリの料理コンテ
スト。松キュウリを使ったオリジナリティ溢れる料理が 19点集まり、そのうち 5点の
レシピが入賞し、松キュウリの６次産業化に寄与した。
６．茂木町バイオマスタウン構想を基に記載している。
７．矢野（2006）。
８．同上。
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９．茂木町バイオマスタウン構想。
10．矢野（2006）。
11．石塚（2015）
12．下渡（2008）。
13．同上。
14．同上。
15．藤原（2009）において、「かつては貧しい寒村だった長野県川上村。それが今や、日
本一のレタス王国になりました。農家 607 軒の高原野菜販売額は 2007 年に約 155 億円
と、平均収入を 2500 万円を超えました」と記載している。
16．サントリー文化財団（2011）。
17．NPO 法人森は海の恋人「NPO 法人森は海の恋人の誕生とこれまで」を参考に記載して
いる。
18．サントリー文化財団（2011）。
19．株式会社いろどり「いろどりストーリー」を参考に記載している。
20．同上。
21．高齢化と過疎化が進む徳島県・上勝町で、木の葉や道ばたの草を料理の「つまもの」
として販売するビジネスを立ち上げ、シルバー世代の女性が成功を収めた実話を吉行和
子主演で映画化した「人生、いろどり」が、2012 年に、第 37 回湯布院映画祭の特別試
写作品としてお披露目され、先行上映された徳島県内 2館の観客動員は、公開 2週間で
1万人を突破した。東京ではシネスイッチ銀座のみの単館公開ながらミニシアター・ラ
ンキング（興行通信社調べ）において 2週連続 1位を記録する好稼働を記録した。
22．「SDGs 未来都市」は、SDGs の理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとする
都市・地域の中から、特に、経済・社会・環境の 3側面における新しい価値創出を通し
て持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い都市・地域として選定される。
23．矢羽田（2015）。
24．同上。
25．今村（2017）において、「当初は、1次産業+2次産業+3次産業=６次産業という定式
であったが、理論的・実践的考察を深め、1次産業×2次産業×3次産業=６次産業と
改めた」と述べている。
    26．矢羽田（2015）。
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      27．アンテナショップで中心的な役割を務めていた地域おこし協力隊員が役場を辞めた
ことにより、2019 年 5月末でアンテナショップは閉鎖した。
28．えひめ飲料「ポンジュースの歴史」を参考に記載している。
29．若林（2012）は、「農林水産省は、専門農協の定義を、信用事業を行う農協として別
に定義される総合農協以外の農協としている」と述べており、本間(2014)は、「一般に、
日本で農協という場合は、総合農協を指し、総合農協は今日、JA 農協と呼ばれている」
としている。
30．万葉集で 7 首も美浜町の歌が詠まれており、「逢母」とか「久米の岩屋」といった古代からの
地名もある。
31．1957 年 2 月 10 日に、デンマークのフレゼリクスハウン出身のクヌッセン機関長が、美浜町
の日ノ岬沖で海難事故にあった徳島県の木材運搬船の船員を救助しようとして殉難した。毎
年 2 月 10 日には、在日デンマーク大使が献花に訪れる。
32．紀州徳川家初代藩主徳川頼宣が 4.5 ㎞に及ぶ美浜町の松林を整備した。近畿地方最大
の規模であり、日本の松林百選にもなっている。
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第５章 むすび
第１節 研究の概要
（１）本論文では、第２章で、地方創生を巡る一連の動きを辿った上で、地方創生事
業における金融機能の有効性について、先行研究を含む各種の観点から検証し、地方
創生に関する金融機能のうち、特に期待されている官民ファンドの内容や問題点に言
及した。家森・北野（2017）や山本（2019）は、起業活動についての地域金融機関に
対する期待感は大きいものの、これまでのところ大きな効果は実現していないとして
いる。また、金融庁が主催した「金融仲介の改善に向けた検討会議」の報告書（2018）
では、「地域に健全な金融機関が残り、地域の企業や経済の成長・発展を支援できる
状況を維持することができるかが金融行政の重要な課題である」と示唆していること
から、地域金融機関を巡る厳しい経営環境を和らげるための方策を考察した。
併せて、藪下（2009）では、地方創生業務は、エージェンシー・コストの低下を通
じて、金融機関の経営環境にメリットがあることを示していることから、地域金融機
関が地方創生において果たすべき役割について論じた。
（２）筆者は、2016 年 4 月から、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部の地方創生
人材支援制度で和歌山県美浜町に派遣されたが、第３章では、一般的な地方創生政策
は馴染まない町だと考えられていた美浜町で地方創生業務を行った約 2 年半の体験
を基に、「放りっぱなし」、「頼りっぱなし」、「関心なし」の「３つのなし」が存在す
るかどうかを検証した上で、「３つのなし」の検証データを説明変数とし、地方創生
の象徴的な指標である人口の増減を被説明変数として「「３つのなし」の存在が地方
創生プロジェクトが成功しない原因である」との因果関係を探った。また、ソーシャ
ル・キャピタルの役割について考察し、「３つのなし」が「３つのあり」に転換する
ことによってソーシャル・キャピタルとなることの該当性を確認した。さらに、政府
間財政移転を体系的に分類・整理して、国が考える地方創生政策と美浜町のようない
わゆる限界町役場が考える地方創生業務のギャップの存在を確認した上で、ソーシャ
ル・キャピタル論と交付金との関連性について検証し、ソーシャル・キャピタルが生
まれるための環境整備や、創出されたソーシャル・キャピタルが持続するような取組
みについて考察した。
（３）第４章では、美浜町は、2006 年から、松葉堆肥(環境型資材)を使用した松ブ
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ランド農作物（松キュウリ、松トマト、松イチゴ）を生産しているが、そのうち最大
のシェアを誇るキュウリについて、町外に「松キュウリ」の名前で出回ることがなく、
市場で流通していない。このため、ブランド化に成功した好事例である、栃木県茂木
町の「落葉堆肥」、長野県川上村の「レタス栽培」、宮城県気仙沼市の「牡蠣」、徳島
県上勝町の「つまもの」および大分県日田市大山町の「木の花ガルテン」を紹介し、
美浜町で６次産業ブランド化が進展しない原因として、販売戦略、農協を経由する流
通過程のネックの問題、経済的危機感のなさがあり、いわゆる「しがらみ」などが影
響していると考えられたため、上記の５市町村と美浜町を比較分析し、さらに、和歌
山県のジョインジュースの知名度がない理由にも言及した。また、６次産業ブランド
化と地方創生との相関関係について検証するとともに、農協の構造的な問題について
も分析を加えた。
第２節 分析結果
（１）第２章における学術上の分析結果は、以下のとおりである。
① 先行研究等から関係企業等の意見を分析したが、家森・北野（2017）、家森（2018a）、
金融庁が行った企業ヒアリング（2016）、金融庁が各財務局で行ったシンポジウムで
の発言内容でも、地方創生に関して金融機関に期待する声は多いものの、それらの期
待に応えられていないという厳しい意見が多く聞かれた。
② 官民ファンドについて、2018 年 4 月に発表された会計検査院の調査によると、実
支援額が資本金等の半分にも満たない官民ファンドが 11 法人あり、特に官民イノベ
ーションーションプログラムは、3 大学で 1 桁台となっている。KPI が A 評価の地域
経済活性化支援機構（REVIC）に対してヒアリングを行ったが、サブファンドの採択
に当たっては、現物出資はもとより、NPO および新規のまちづくり会社などへの出資
は認めておらず、実際の審査窓口も地元銀行に委ねられていることから、自主性は限
定的であった。
③ 家森・北野（2017）の中小企業経営者アンケートで、特に頼りにする相談相手と
して金融機関が選ばれる割合は僅か 11.2％という結果であり、山本（2019）では、
グローバル・アントレナーシップ・モニターのデータから、起業活動への資金供給を
表わす FINENT（Financing for Enterpreneurs）を使って、パネル分析およびクロス
セクション分析を行っているが、いずれも金融機関が起業活動に対して果たす役割を
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期待しているものの、期待に応えられていないという結果となった。
④ 藪下（2009）は、「銀行を通じた金融仲介に伴うエージェンシー・コスト９を CEで
示すと、直接金融に比べて金融仲介による資金調達が社会的に望ましくなるためには、
C＋CE ＜ ｍC（左辺が金融仲介に伴う総情報費用、右辺は直接金融に伴う総情報費用）
という関係が成り立たなければならない」（ｍは個人の人数）としており、先行研究
からも、エージェンシー・コストの低下が金融機関にもメリットがあると分析した。
⑤ 金融庁が主催する「金融仲介の改善に向けた検討会議」の報告書（2018）では、
「地域に健全な金融機関が残り、地域の企業や経済の成長・発展を支援できる状況を
維持することができるかが金融行政の重要な課題である」と示唆しており、本論文で
は、地域金融機関が地方創生に寄与するためには、例えば経営統合など、地域金融機
関を巡る厳しい経営環境を和らげるための途を模索する必要があるとした。
⑥ 西山（2014）でも明らかにしたが、地方創生で金融機関に求められている役割は、
資金提供機能だけではなく、地域経済に熟知し、専門的知識を有する地域金融機関が、
大所高所の立場からアドバイスを行ったり、各種取組みのコーディネートを行うとい
ったソリューション機能ではないかと分析した。
上記②については、各地域におけるファンドが実質的に機能しているか否かを個別
に分析・評価していく必要があると考える。
（２）第３章における学術上の分析結果は、以下のとおりである。
① 「地方創生」は地域が自立することにより人口が流入し、地域が活性化し、日本
全体が活性化するという政策的な色彩を有していることから、本論文では、「地方創
生」の定義を「各地域の特徴を生かしつつ、自律的で持続的な社会を創生することで、
日本全体の活力を上げることを目指すこと」とし、単に農山村再生や地域振興などを
示す「地域再生」とは差別化を行った。
② 和歌山県美浜町での地方創生プロジェクトを題材に、美浜町に関する具体的な検
証データから、実際に「３つのなし｣の存在証明を行った。その上で、「「３つのなし」
の存在が地方創生プロジェクトが成功しない理由であった」との仮説に基づき、その
相関関係の検証を行った。検証にあたっては、「放りっぱなし」については「高齢単
身世帯比率」「非水洗化率」、「頼りっぱなし」については「建設従業者比率」、「関心
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なし」については「昼間人口比率」「NPO 認証率」に対して、地方創生の象徴的な指
標である和歌山県各市町村の人口の増減（1985～2015 年）との相関関係を散布図で
確認した。
さらに、和歌山県各市町村の人口増減（1985～2015 年）を被説明変数、「高齢単身
世帯比率」「非水洗化率」「建設従業者比率」「昼間人口比率」「NPO 認証の人口割合」
を説明変数として、クロスセクション・データで重回帰分析を行った。それによって、
和歌山県内各市町村における「３つのなし」と人口増減との因果関係を探った結果、
「高齢単身世帯比率」(「放りっぱなし」の代理変数)と「昼間人口比率」（「関心なし」
の代理変数）の２つについて、人口増減に有意に負の結果が得られた。
このように、統計資料では、「３つのなし」の相関関係は認められた。また、和歌
山県各市町村との定量分析では、「３つのなし」までは認められなかったが、「放り
っぱなし」と「関心なし」の２つについては、因果関係が認められた。
③ 先行研究等を基に考えれば、ソーシャル・キャピタルは、「信頼」、「互酬性の規範」、
「ネットワーク」であるということが定説である。鈴木（2014）は、「そもそも個人
主義的な理論体系では説明のつかなかった現象を理解するための概念としてソーシ
ャル・キャピタルを導入した」としており、本論文では、「信頼」、「互酬性の規範」、
「ネットワーク」のいくつかの要素を含んでいれば、ソーシャル・キャピタルである
として考察を加えることとした。
④ 政府間財政移転を体系的に分類・整理して、内閣官房まち・ひと・しごと創生本
部が考える地方創生政策（自治体が所得再分配機能を担うことを期待）と美浜町のよ
うないわゆる限界町役場が考える地方創生業務（単に交付金要綱の各項目に合致する
かどうかのチェック）との間にギャップが存在することを確認した。交付金頼りの地
方創生は必ず失敗すると言われてきた中、交付金決定を受けて、初めて心ある住民が
集結してソーシャル・キャピタルが創出するなど、契機としての交付金は必要であり、
交付金終了後に自走できる体制に出来るか否かで、単なる交付金頼りの事業とそれ以
外の事業とに差別化ができると結論付けた。
⑤ コスト意識の有無も重要な要素であり、佐藤（2018）は、「コスト意識を欠いた地
域住民は、自治体の財政運営に関心を持たない。その結果、地域住民の監視がなくな
り、財政規律も弛緩する」としており、熊谷（2011）は、「地域社会のきずな創造に
は、地縁（居住地に基づく地域のつながり）と地域力（地域社会の長所と短所を含む
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特色）が不可欠であり、地域力は、気質・国土・方言などの地域社会の特色をあらわ
すものである。（中略）地域のきずな創造には、まず地域に住む人々が、自分たちの
置かれた環境を客観的に見つめることが大切である」としている。地縁はボンディン
グなソーシャル・キャピタル、地域力はブリッジングなソーシャル・キャピタルであ
ると考えれば、ソーシャル・キャピタルの重要性を示唆していると分析した。
⑥ 交付金獲得のためには、住民を中心とする地域運営組織が主役となり、将来自立
できることが必要条件となる。このため、ソーシャル・キャピタル論と交付金との関
連性について検証を行い、ブリッジングなソーシャル・キャピタルが交付金獲得につ
ながり、今後の自走化についても、ソーシャル・キャピタルの存在が重要となると分
析した。
上記③について、「３つのなし」の存在証明および「３つのなし」と地方創生プロ
ジェクトの相関関係の証明に使用した検証データ以外に相応しいデータがないかを
検討すること、さらに、上記⑤に関連して、ブリッジングなソーシャル・キャピタル
とボンディングなソーシャル・キャピタルとのバランスについての定量的な分析につ
いても、今後の研究課題としたい。
（３）第４章における学術上の分析結果は、以下のとおりである。
① 「地域で生み出された産物を差別化して、流通・販売するための農業（漁業）」が
「ブランド農業（漁業）」であり、「これらについて生産・加工・販売を一貫的に行う
こと」を「６次産業ブランド化」と定義した。
② ６次産業ブランド化が進展しなかった美浜町の事例を取り上げ、「美浜町と他の 5
市町村との間で大きな相違が発生した理由として、販売戦略や流通を担う農協・漁協
の協力の有無、経済的危機感の違いなどがあるのではないか」という仮説を立てた上
で、その仮説が正しいことを確認した。
③ 和歌山県のジョインジュースと愛媛県のポンジュースの例でも、上記②と同様の
理由から販売・流通面でジョインジュースが劣後していることを確認した。
④ ６次産業ブランド化の進展がどの程度地方創生に寄与しているかを定量的に考察
するために、栃木県茂木町の「美土里堆肥販売額」、長野県川上村の「レタス出荷額」、
宮城県気仙沼市の「牡蠣（殻付き）生産量」、徳島県上勝町の「株式会社いろどりの
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売上高」および日田市大山村の「木の花ガルテンの売上高」と地方創生の象徴的な指
標である各市町村の「人口増減」について、過去 10 年間程度の時系列データで比較
した結果、東日本大地震の影響があった気仙沼市の牡蠣生産高以外では概ねパラレル
なトレンドとなっていたことから、６次産業ブランド化の推進は、地方創生にとって
意義のある取組みであることが推察された。
⑤ ６次産業ブランド化の立地の問題について、藤田・武藤（2007）は、「ブランド農
業モデルは、地域に根ざした内生的発展である点に強みがある」としており、ブラン
ド農業を、タイプ 1（都市の市場をターゲットとした高度に差別化された製品）、タ
イプ 2（地域市場をターゲットとした製品）、タイプ 3（都市の市場をターゲットとし
た比較的均質の製品）と分類し、空間経済学で用いられるポテンシャル（可能性）曲
線アプローチを使って分析している。その結果、タイプ 1の高度に差別化されたブラ
ンド農業はマークアップ率が高く遠隔地が最適、タイプ 3の均質的な製品は輸送コス
トが低い都市近郊の道の駅などが最適、タイプ 2はその中間地が最適であるという分
析を発表している。すなわち、美浜町のような遠隔地において、｢ブランド農業を持
続的に発展させるためには、タイプ 2からタイプ 1へ、または、標準的な作物からタ
イプ 1へと製品を徐々に移行させなければならない。これには、既存の製品の質を常
に向上させるとともに、新しい製品開発を進めなければならない」としており、ブラ
ンド農業を「都市の市場をターゲットとした高度に差別化された製品」にする必要が
あるとした。
⑥ 農協の構造的な問題について考察し、美浜町を含む日高地方を対象とする JA 紀州
は農業算出額が多く、直近の 2017 年には産出額が上昇しているが、中長期的には下
落率が大きく、他の JA 以上に流通構造の改善に対する努力が必要であると確認した。
本論文では、美浜町を題材にしたが、普遍的な結論を導くためには、他の６次産業ブランド
化が進まない地域も研究対象として加えていくことが必要であると考える。
第３節 政策的な含意と課題
（１）第２章では、地域金融機関自身が体力を強化することでバランスシートを改善
し、府県を越えて地域金融機関同士が合併・再編を考えるべき時期に来ているではな
いか。その環境整備のために、公正取引委員会（独占禁止法）と金融庁（銀行法）と
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の間で分かれている合併についての許可権限を、今後は金融庁に一元化する方向で検
討していくことが必要である。
金融機関のユーザー側は、現在の金融機関の対応について、期待感はあるものの、
現状に対しては納得しておらず、これまで金融機関側が常識であると考えていた一線
を越えるような踏み込んだ対応がなければ、金融機関に対する信頼は回復せず、金融
機関側とユーザー側の間にある深い溝も埋まることはないと考える。このため、「金
融のつなぐ力」や住民・企業・行政の間の歯車の役割を地域金融機関が担うべきであ
る。 以前、リーマンショック後の経済対策で「金を出さずに知恵を出せ」というキ
ャッチフレーズがあったが、正にアイデアや知恵が求められる時代であり、従来の経
済・金融構造の延長線上の議論ではなく、斬新で抜本的な構造改革の発想が強く求め
られているのではないだろうか。
金融庁は、2016 年の企業ヒアリングの結果を受けて、2018 年 9 月に、金融行政方
針「変革期における金融サービスの向上に向けて」を発表し、その中で「地域企業
等の本音・悩みや、金融機関に対する期待や要望、さらには、その理由や背景等にま
で至る地域経済・企業の実態について、きめ細かく把握する。その遂行に当たっては、
金融庁に組成した専担チーム「地域生産性向上支援チーム」が、地域に長期間、直接
出向き、財務局を通じ、地域経済エコシステムを形成する関係者等との関係を構築し
つつ実践する」とかなり踏み込んだ記載をしている。また、2019 年 3 月には、内閣
府地方創生推進事務局が主催する地方創生 SDGs・ESG 金融調査・研究会において、「地
方創生に向けた SDGs 金融の推進のための基本的な考え方」を発表し、「地域金融機関
自らが地方創生 SDGs 金融に取り組むことは、将来的に持続的な成長が見込める地域
事業者や産業等の育成や、地域の経済・社会・環境に好影響をもたらしている既存事
業の維持・拡大に貢献し、地域金融機関にとって持続可能なビジネス環境を構築する
ことに繋がると考えられる。そのためには、地域金融機関自ら地方創生 SDGs 金融を
推進するとともに、機関投資家等が対話を通じて、こうした地域金融機関による地方
創生 SDGs 金融の取組みを支援・促進することが期待される」としている。地域金融
機関は、資金供給機関であるとともに、情報ネットワーク、人材・ノウハウを併せ持
っていることから、ローカル・アベノミクス 3本の矢「情報支援の矢」、「人材支援の
矢」、「財政支援の矢」である「情報」、「ヒト」、「カネ」の３つを保有しており、十分
に SDGs 金融の取組みを推進していく能力があると考える。
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これに対して、地方創生政策がなかなか進展しないことから、金融庁や内閣府地方
創生推進事務局の積極的な動きが際立っている。これまで研究対象になることがなか
った行政当局の後押しがどこまで地方創生に対して機能するかについては興味深い
事項である。
（２）第３章では、美浜町の未来づくりの課題を解決するためのソーシャル・キャピ
タルの役割について検証を行ったが、地方創生を進めるためにはソーシャル・キャピ
タルが必要であり、ソーシャル・キャピタルが生まれるための環境整備や、創出され
たソーシャル・キャピタルが持続するような取組みを考えることが必要である。さら
に、中央政府から出される交付金を地方で受け取ることは、資源配分の適正化の観点
から望ましく、おカネのいわゆる「他産地消」の模範例にもなることから、一定の効
果がある。地方創生を推進するには、出来るだけ拘束のない交付金を獲得するノウハ
ウが必要であり、起爆剤があってこそ、その後の住民のやる気や、それに伴って、こ
れまで出番のなかった金融機関の役割が導かれる。
また、金融庁の『中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針』（2018 年 8 月）
において、「地域の情報ネットワークの要であり、人材やノウハウを有する地域金融
機関においては、資金供給者としての役割にとどまらず、地域の中小企業等に対する
経営支援や地域経済の活性化に積極的に貢献していくことが強く期待されている」と
されている。地域金融機関は、地方創生に必要な「情報」、「ヒト」、「カネ」を有して
いることから、地方創生にとって十分な機能を発揮できると考える。例えば、地域の
中小企業や住民に寄り添った「ソーシャル・キャピタル金融」という分野を開拓する
ことも今後の目指すべき方向ではないかと考える。そのためにも、地域金融機関と粘
り強く対話を続けていくことが重要である。
2004 年の『国民生活白書』以来、「新しい公共」という概念が生まれ、住民や NPO などが
ソーシャル・キャピタルの機能を駆使して公共の一翼を担うという考え方が出てきたが、逆転
の発想で、地域金融機関や行政機関の職員が住民の中に入って地方創生を進めていくと
いった「新しい公共」の逆バージョンを実現できれば素晴らしいのではないかと考える。
筆者の美浜町での体験においても、偏狭で地域エゴを主張する住民が根強く存在し、
役場職員には、稲葉（2011）が言ういわゆる「しがらみ」が深くしみ込んでいること
を確認した。「しがらみ」のないよそ者、地域を盛り上げるため前例のないアイディ
122
アを出すばか者、プロジェクトの継続性を可能とするための若者の存在が重要であり、
それらの根底に強力なソーシャル・キャピタルが存在することが必要である。
交付金頼りの地方創生は必ず失敗すると言われてきた中、契機としての交付金は必
要であり、交付金終了後に自走できる体制に出来るか否かで単なる交付金頼りの事業
とそれ以外の事業とに差別化ができる。
（３）第４章では、農協と農民との間の乖離が問題であり、農協に対する「しがらみ」
も課題である。農協が持つ多くの特権の廃止も視野に置き、本当にやる気とアイディ
アのある人が自由に参入できるようなシステムに転換すべきである。
また、将来を見通して経済的危機感を持つことは当然のこと、地域の競争性優位を
発揮するため、販売戦略について住民の知恵を結集するとともに、各生産者も味覚面
や効能面で優位性を出す努力が必要ではないか。そのためにも、ソーシャル・キャピ
タルは、６次産業ブランド化の推進を成功させる糸口として、重要な役割を果たすの
ではないか。
和歌山県は、現在では近畿2府4県の中で経済的に後塵を拝する立場となっているが、
現状を嘆くだけではなく、これらの状況を打破するために逆転の発想に立ち、これま
で際立ったブランド戦略ができてない分だけ、今後行うべき施策の余地（ポテンシャ
ル）があると考えるべきである。これらのポテンシャルを梃子にして、一極集中の東
京や近畿地方の他府県とは異なる独自の歴史や文化を武器にすることが、今後の可能
性につながる。マイケル・E・ポーター（2008）は、「ビジネスは社会問題の解決に
よって利益を生む」としており、特に松ブランドについては、枯れ松葉の処理という
社会問題が発端となって着想された６次産業ブランド化であり、時宜にかなった戦略
であると考える。美浜町ならではの地域資源を活かせる画期的な６次産業ブランド化
策が実行に移されるならば、今後の美浜町の経済を活性化させる契機となる。
本論文では、美浜町の松ブランドを売り出すための方策について各種検討したが、
結局、原因の把握に留まり、抜本的な改善策を見出すまでには至らなかった。さらに、
今回の農協法改正について不十分であるとの声もあるが、６次産業ブランド化との関
係で、どの箇所が具体的に問題であるかまで踏み込むことが出来なかった。今回の農
協法改正で我が国農業の発展のために、どのような改正を行えばよかったのかという
点については、今後の研究課題としていきたい。
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あとがき
これまで 30 数年間、国家公務員として財務省で勤務してきたが、現場で直接住民
の方々と接するような業務経験は初めてであり、新鮮かつ人間味のある業務であった。
この 2年 5か月間は、これまでの人生と比べても、視野に富む凝縮された期間であっ
た一方、先行研究などで著されている地方創生論と現実の限界町役場で体験した地方
創生業務ではかなりの乖離があると実感した。地方創生政策については、各地域で
様々な事例が発表されているが、全国一律の進め方がある訳ではなく、各地域の歴
史・文化・自然などの特色に合わせて考えるべきであり、地方創生政策に定石はない
と確信した。
世間では「地方創生」という言葉が流行語になっているが、これを単なる一時的な現象や
政権与党のパーフォーマンスとして捉えるのではなく、SDGs の基本目標にもあるように、我
が国の永続的な課題として捉えるべきである。徳島県上勝町では、「SDGｓ未来都市」に選
定されて持続可能なまちづくりの取組みを広く発信・共有することとしているが、地
域経済活性化を目指すためには、これまでの手法を抜本的に見直して持続可能な形に
転換していく努力が必要ではないだろうか。東京一極集中と言われて久しいが、GDP
で約半分を占める大都市圏以外の地方経済が元気にならないと、我が国の経済がよくなっ
たという実感は得られないと考える。
この 2年 5か月間（2016 年 4 月～2018 年 8 月末）で、和歌山県日高地方の大部分
の住民の共通した気質として「明るくて言いたいことをずけずけ話すが、人の話を聞
いていない」という特徴があると考える。山本（2013）ほかの主張を整理すると、和
歌山県人は、①明るくて開放的で気がいい、②駆け引きをしないので安心して付き合
える、③自虐的であるといった県民性があるとしている。熊谷（2011）は、日本の地
域的多様性に言及しており、「現在の都道府県は、実質的には、江戸時代の 302 藩に
基づき、今日では同一県内でも地域によって民情が異なる例が多く見られる。（中略）
地域社会には、その一定の地域に住む人々が創造者となって形作る固有の生産様式・
文化・意識などが存在する。そして、それが各地域の「地域性」となる。都道府県を
分析の対象とした場合、県民性として特徴付けられる。（中略）文化移入・受容が行
われた後、各々の都道府県・市町村の地理的条件、風俗、慣習などそれぞれの特性に
適合するように変形した。その結果、狭い日本国内に文化の地理的多様性が誕生し、
またそれが日本社会の地域的特性を生み出すことになった（中略）地域の住民たちは、
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歴史が育んだ外的・内的文化を共有する。そこにはものの見方、考え方、生活習慣、
嗜好（食文化）、地域経済に一定の傾向を示し、県民気質が形成される」としている。
こういった県民性も、和歌山県が近畿地方 2 府 4 県の中で経済的に後塵を拝している
遠因であると推察しており、個々の地域の地方創生政策を考える場合に、地域経済学的
要素を加味することも意義があり、当該地域の歴史、文化、自然の特徴を数量的に解明し、
今後の対応策について、詳細に示していくことが重要であると考える。
本論文では、地方創生についての課題や展望などについて述べてきたが、現実の地
方創生業務は理屈通りには物事が進まず、ドロドロした部分や現地での軋轢などを経
験した。しかし、それらを数倍も上回るやりがいや住民との絆を培うことができ、美
浜町での勤務は、かけがえのない日々となった。この美浜町での体験のお陰で、結果
的に国家公務員業務と地方公務員業務の両業務を経験した上に、3つの地方創生プロ
ジェクトを考案し実行に移すなど、まさに地方創生業務を現場で経験し、住民の方々
との絆を培うことができたことは、筆者にとってかけがえのない財産となり、ソーシ
ャル・キャピタルとは何なのかを考える契機ともなった。住民全員が賛成する地方創
生は現実的には難しく、時には、役場内でのコンセンサスを得ることなく、事後承諾
で物事を進めていく必要もあるため、ある意味、孤独との戦いの部分もあったが、活
性化の姿が見えてくると理解してくれる人も増えていくというのが地方創生の特色
である。何もしなければ失敗はないが、未来もない。和歌山県や美浜町の地方創生の
途はまだ途上であるが、人々の志や住民の絆は捨てたものではなく、それぞれの地域
に合った地方創生政策を試行錯誤しながら進めていくことにより、これからの明るい
未来が待っていると信じ、本論文がそれらに貢献することを期待したい。
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